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基 本 理 念

市民の皆さんが安心して心のこもった良質な医療を

受けられる病院をめざします。

患者さん一人ひとりの権利と安全を確保し、絶えず

向上心を持って皆さんに信頼されるよう努めます。

基 本 方 針

１．市民の皆さんが安心して良質な医療を受けられるように

高度・専門医療と救急医療を充実する。

１．患者さんが医療の中心であることを忘れず、個人の知る

権利と決定する権利を尊重する。

１．患者さんと職員の安全を確保する。

１．地域の中核病院として地域医療連携を推進する。

１．職員の教育・研修を充実し、絶えず向上心を持って努力する。

市立岸和田市民病院



　2025（令和7年）の年報をお届けします。ぜひご一読いただけましたら幸いです。

　長引くロシアによるウクライナ侵攻・強引なトランプ関税などに起因する激しい円安

による材料費高騰、人事院勧告による人件費の継続的な上昇などにより、全国の病院の

経営状況は悪化の一途をたどっています。2024年の決算では、全国678の公立病院のう

ち83.3％が赤字となっています。2026年は診療報酬改定の年です。積極財政の高市内閣

ですが、実質的な診療報酬のアップは2.22％と期待していた程ではありませんでした。

この様な厳しい状況ですが経営状況を改善させ、市民の皆さんに安心・安全な先進医療

を提供し続けなくてはなりません。

　2025年、本院に導入された先進的な治療として膝関節に対するロボット手術、パルス

フィールドアブレーションによる不整脈治療、前立腺肥大症に対する低侵襲内視鏡手術

（ウロリフト）が挙げられます。すべて患者さんへの侵襲を軽減して最良の治療を提供

しています。

　また、最新のがん診療を提供できるよう医療機器の整備を推進しています。PET-CT

の更新により、がんの診断能力を向上させています。さらに放射線治療装置の更新によ

り、多くの疾患でIMRTを代表とする最新の放射線治療を実施しています。またロボット

支援手術の導入により、繊細で患者さんにやさしい手術を行っています。がんゲノム診

療も推進しており、患者さんお一人お一人のオーダーメイド治療を目指しています。最

新のがん情報を市民の皆さんに提供するために市民公開講座を年2回継続的に行ってい

ます。2025年は5月31日に「前立腺癌と言われたら」「胆道癌ってどんな病気」という

テーマで講演を行いました。また12月6日に「がんとの上手な付き合い方」というテー

マで、講演と出張がん相談を行いました。患者さんや地域住民の皆様を対象に、がん治

療に関する普及啓発活動を行っています。

　今年も経営状況を改善しながら、市民の皆様に高度・専門医療、救急医療を提供して

まいります。

巻　　頭　　言

院長
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病 院 の 沿 革 と 現 況



病　院　の　沿　革

昭和	12年		  春木町、山直町、南掃守村、八木村、土生郷村の2町3村で病院を建設。
昭和	16年	 3月	 岸和田市ほか3ヶ町村の組合病院として西之内町496番地に「公立大宮病院」の名称で設置。

病室70室、収容人員数104人、職員数97人。
診療科―内科、外科、小児科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、皮膚泌尿科、レントゲン科。

昭和	17年	 1月	 大宮病院伝染病院併設、病室38室、収容人員38人。
昭和	17年	 4月	 岸和田市ほか3ヶ町村合併により岸和田市立病院と改称。
昭和	19年	 1月	 宮本町187番地に岸和田市立病院中央診療所を開設。
昭和	20年	 1月	 下松町1446番地に診療所移転。
昭和	23年	 9月	 労働者災害補償保険法第12条第3項の規定に基づく病院に指定される。
昭和	28年	10月	 沼町462番地の1に診療所移転、「岸和田市立病院付属診療所」に改称。
昭和	31年	 3月	 病院敷地内に結核病棟を新築。
昭和	31年	 6月	 収容患者定数を一般病棟100床、結核病棟100床に改正。
昭和	31年	 7月	 結核病棟100床に対し、完全看護制度を採用（後、法改正に伴い基準看護と改称）。
昭和	34年	 8月	 児童福祉法第21条の5、第1項の規定により未熟児養育機関に指定される。
昭和	35年	12月	 収容患者数を一般病棟100床、結核病棟100床、伝染病棟15床に改正。
昭和	36年	 8月	 「市立岸和田市民病院」と名称を変更。
昭和	36年	10月	 病院本館新設、本館1・2・3階、塔屋4,496.34㎡、厨房255.77㎡、ボイラー棟

434.88㎡、計5,186.99㎡。建物構造は鉄筋コンクリート造（150床）。
昭和	36年	10月	 付属診療所を廃止。
昭和	37年	 2月	 総合病院の指定を申請、診療科―内科、産婦人科、小児科、皮膚泌尿科、耳鼻咽喉科、眼科、

歯科、整形外科、外科、放射線科。
昭和	37年	 8月	 基準看護を実施。
昭和	38年	 3月	 伝染病院を新築、建物構造は鉄筋コンクリート造2階建816.87㎡（35床）、建築費24,000千

円。
昭和	39年	 2月	 企業会計を適用。
昭和	39年	 4月	 本館を増築、建物構造は鉄筋コンクリート造3階建（本館に接続）40床。
昭和	40年	 8月	 医師公舎を建築、建物構造は鉄筋コンクリート平家建1棟1戸、2階建6棟12戸、建築面積

744.58㎡、建築費25,916千円。
昭和	42年	11月	 児童福祉施設（第1種助産施設）の認可。
昭和	45年	 9月	 中央検査棟新築。
昭和	46年	 2月	 患者収容定数を294名に改正。
昭和	49年	 8月	 一部施設改修を行い患者収容定数を290名に改正。
昭和	54年	 3月	 結核病棟を改造し1階を整形外科、産婦人科等診察室に、2階を一般病棟に転用する。

転用後の許可病床数・一般231床・伝病36床・計267床。
昭和	56年	 4月	 本館改造により20床増床する。増床後・一般251床・伝病36床・計287床。
昭和	62年	 7月	 脳神経外科開設。
昭和	62年	12月	 医局及び管理棟新築。
昭和	63年	 2月	 脳神経外科開設に伴い本館を改造し20床を増床する。

増床後・一般271床・伝病36床・計307床。
昭和	63年	 5月	 麻酔科開設。
昭和	63年	12月	 管理棟を増築する。
平成	元年	 6月	 形成外科開設。
平成	 2年	 1月	 救急告示医療機関として指定を受ける。
平成	 3年	 3月	 多目的血管連続撮影装置に伴う検査室を増築。
平成	 3年	 7月	 精神科開設。
平成	 5年	 4月	 臨床研修病院として指定を受ける。
平成	 5年	 8月	 新病院移転新築工事着工。
平成	 5年	10月	 土曜日の外来診療を休診とする。
平成	 6年	10月	 新看護棟に係る届出2：1看護実施。
平成	 7年	11月	 額原町2番地に新病院竣工。

敷地面積約19,800㎡、建築面積5,910㎡、延床面積27,024㎡、鉄骨鉄筋コンクリート造地下
1階地上6階建て、付帯施設として医師公舎27戸、看護婦宿舎26戸、総事業費約260億円。

平成	 8年	 5月	 新病院開院。
呼吸器科、心臓血管外科、リハビリテーション科を開設。
病床数は、一般350床。伝染病10床で計360床。

平成	10年	 1月	 日本医療機能評価機構認定病院。
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平成	10年	 4月	 日本医療福祉建築賞受賞。
平成	11年	 3月	 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の制定に伴い、病床数が一般350床

のみとなる。
平成	11年	 4月	 アレルギー科開設。
平成	12年	 9月	 院外処方実施。
平成	13年	 3月	 増築工事着工。
平成	13年	 4月	 附属小児休日診療所開設。
平成	14年	 4月	 6階西病棟開設。
平成	14年	 5月	 中央手術室2室増室（計8室）及び日帰り手術センター開設。
平成	14年	 9月	 増改築工事竣工。増築棟延床面積1,532㎡、鉄骨鉄筋コンクリート造地下1階・地上3階、改築面

積2,431㎡、事業費約13億円。
救急センター、画像診断センター、地域医療センター及び循環器科開設。

平成	14年	12月	 地域がん診療拠点病院に指定される（国指定）。
平成	15年	 5月	 日本医療機能評価機構認定病院（更新・一般病院）。
平成	15年	 7月	 女性専用外来開設。
平成	17年	 9月	 増築工事着工。
平成	18年	 3月	 増築工事竣工。増築棟延床面積880㎡、鉄筋コンクリート造地上2階、事業費約3.4億円。
平成	18年	 5月	 PET－CT稼動。

外来化学療法センター開設。
平成	18年	10月	 乳腺科開設。

附属小児休日診療所廃止。
平成	19年	 4月	 病床数が一般400床となる。

透析センター開設。
平成	20年	 2月	 日本医療機能評価機構認定病院（更新・一般病院Ver.5）

地域がん診療連携拠点病院に指定される（国指定）。
平成	20年	 7月	 院内保育所『すくすくルーム』開設。
平成	21年	 5月	 ７：１看護実施。
平成	22年	 4月	 地域がん診療連携拠点病院（国指定）の指定更新。
平成	22年	11月	 地域医療支援病院に指定される。
平成	23年	5･6月	 診療科の再編。

アレルギー科を廃止。
腫瘍内科開設。既存の診療科名を厚労省通達に基づき整理、29科となる。

平成	23年	 6月	 増改築工事着工。
平成	24年	 3月	 増築工事竣工。増築棟延床面積1,139.20㎡、鉄筋コンクリート造地上3階、事業費約5.8億円。
平成	24年	 7月	 6階東病棟（緩和ケア病棟）開設。
平成	24年	10月	 診療科の再編。

緩和ケア内科、放射線治療科、消化器外科開設。32科となる。　　　　
平成	25年	 1月	 日本医療機能評価機構認定病院（更新・一般病院Ver.6）
平成	26年	 5月	 産科の再開。
平成	28年	 3月	 院内保育所『すくすくルーム』新築移転。
平成	28年	 4月	 呼吸器センター開設。
平成	29年	 4月	 口腔管理センター開設。

地域医療センターを患者支援センターに名称変更。
平成	30年	 1月	 日本医療機能評価機構認定病院

（更新・主たる機能：一般病院2、機能種別版評価項目3rdG:Ver.1.1
副機能：緩和ケア病院　　機能種別版評価項目3rdG:Ver.1.1）

平成	30年	 4月	 消化器センター開設。
平成	30年	 5月	 IMRT稼動。
平成	30年	10月	 総合内科の再開。
平成	31年	 4月	 難病診療連携拠点病院に指定される。
令和	 2年	 1月	 がんゲノム医療連携病院に指定される。
令和	 2年	 4月	 がんゲノム医療センター開設。
令和	 2年	 4月	 地域がん診療連携拠点病院（高度型）に指定される。
令和	 3年	 4月	 診療科の再編

リウマチ科開設。33科となる。
令和	 4年	 4月	 循環器センター開設。
令和	 5年	 5月	 がんセンター開設。
令和	 5年	 8月	 紹介受診重点医療機関に指定される。
令和	 6年	 3月	 総合内科診療中止。

 

－ 2－



（１）施設概要
　　所　　在　　地	 岸和田市額原町1001番地
　　敷　地　面　積	 約19, 880㎡
	 建  築  面  積　　9, 853. 66㎡
	 延  床  面  積　　30, 575. 34㎡
　　建　物　概　要	 建  物  構  造　　鉄骨鉄筋コンクリート造
	 規　　　　模　　地下１階・地上６階建て（一部７階）
	 付  帯  施  設　　医師公舎（27戸）
	 駐　 車　 場　　外来者用280台　職員用267台　医師公舎22台
	 駐　 輪　 場　　外来者用160台　職員用210台
　　部 門 別 面 積	 一般病棟部門　　10, 519. 78㎡
	 診  療  部  門　　13, 553. 51㎡
	 管  理  部  門　　6, 502. 05㎡

（２）病　床　数　　400床（一般病床）

（３）機能指定
・保険医療機関	 ・労災保険指定医療機関
・生活保護指定医療機関	 ・児童福祉法育成医療指定医療機関
・国民健康保険療養取扱機関	 ・特定疾患治療研究事業指定病院
・結核予防法指定医療機関	 ・小児慢性特定疾患治療研究事業指定病院
・身体障害者福祉法指定医療機関	 ・母子保健法指定医療機関
・児童福祉法助産施設	 ・精神保健法指定医療機関
・原子爆弾被爆者一般疾病指定医療機関	 ・母体保護法指定病院
・臨床研修病院（H5.4.1指定）	 ・救急告示医療機関（H2.1.26指定）
・地域医療支援病院（H22.11.19承認）	 ・地域がん診療連携拠点病院（H14.12.9指定）
・大阪府難病診療連携拠点病院	 ・がんゲノム医療連携病院
・一次脳卒中センター（R1.9.1認定）

（４）施設基準

１．概　　　要

・入院時食事療養／生活療養（Ⅰ）
・酸素の購入単価
・医療DX推進体制整備加算
・一般病棟入院基本料 急性期一般入院料1
・総合入院体制加算2
・救急医療管理加算
・超急性期脳卒中加算
・診療録管理体制加算1
・医師事務作業補助体制加算1 15対1補助体制加算
・25対1急性期看護補助体制加算(看護補助者5割以上)
・夜間100対1急性期看護補助体制加算
・急性期看護補助体制加算 夜間看護体制加算
・急性期看護補助体制加算 看護補助体制充実加算1
・看護職員夜間配置加算 看護職員夜間12対1配置加算1
・療養環境加算
・重症者等療養環境特別加算
・無菌治療室管理加算１
・無菌治療室管理加算２
・緩和ケア診療加算
・がん拠点病院加算
・栄養サポートチーム加算
・医療安全対策加算１
・医療安全対策加算 医療安全対策地域連携加算１
・感染対策向上加算１
・感染対策向上加算 指導強化加算
・感染対策向上加算 抗菌薬適正使用加算
・患者サポート体制充実加算

・重症患者初期支援充実加算
・褥瘡ハイリスク患者ケア加算
・ハイリスク妊娠管理加算
・ハイリスク分娩管理加算
・呼吸ケアチーム加算
・後発医薬品使用体制加算2
・病棟薬剤業務実施加算１
・病棟薬剤業務実施加算２
・データ提出加算２
・入退院支援加算１
・入退院支援加算 地域連携診療計画加算
・入退院支援加算 入院時支援加算
・認知症ケア加算１
・せん妄ハイリスク患者ケア加算
・精神疾患診療体制加算
・地域医療体制確保加算
・特定集中治療室管理料４
・特定集中治療室管理料 早期離床・リハビリテーション加算
・特定集中治療室管理料 早期栄養介入管理加算
・ハイケアユニット入院医療管理料2
・ハイケアユニット入院医療管理料 早期離床・リハビ
リテーション加算
・ハイケアユニット入院医療管理料 早期栄養介入管理加算
・小児入院医療管理料４
・緩和ケア病棟入院料１
・短期滞在手術等基本料１
・心臓ペースメーカー指導管理料 遠隔モニタリング加算
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・糖尿病合併症管理料
・がん性疼痛緩和指導管理料
・がん患者指導管理料イ
・がん患者指導管理料ロ
・がん患者指導管理料ハ
・がん患者指導管理料ニ
・外来緩和ケア管理料
・糖尿病透析予防指導管理料
・乳腺炎重症化予防ケア・指導料
・婦人科特定疾患治療管理料
・二次性骨折予防継続管理料１
・二次性骨折予防継続管理料３
・下肢創傷処置管理料
・外来栄養食事指導料の注２に規定する基準
・外来腫瘍化学療法診療料１
・連携充実加算
・外来腫瘍化学療法診療料 連携充実加算
・外来腫瘍化学療法診療料 がん薬物療法体制充実加算
・院内トリアージ実施料
・夜間休日救急搬送医学管理料 救急搬送看護体制加算
・外来放射線照射診療料
・ニコチン依存症管理料
・療養・就労両立支援指導料 相談支援加算
・開放型病院共同指導料（Ⅰ）
・ハイリスク妊産婦連携指導料1
・がん治療連携計画策定料
・がん治療連携指導料
・肝炎インターフェロン治療計画料
・薬剤管理指導料
・検査・画像情報提供加算及び電子的診療情報評価料
・医療機器安全管理料１
・医療機器安全管理料２
・救急患者連携搬送料
・在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問
看護・指導料の注２
・在宅持続陽圧呼吸療法指導管理料 遠隔モニタリング加算
・在宅腫瘍治療電場療法指導管理料
・骨髄微小残存病変量測定
・ＢＲＣＡ１／２遺伝子検査 腫瘍細胞を検体とするもの
・ＢＲＣＡ１／２遺伝子検査 血液を検体とするもの
・がんゲノムプロファイリング検査
・造血器腫瘍遺伝子検査
・遺伝学的検査
・先天性代謝異常症検査
・ＨＰＶ核酸検出及びＨＰＶ核酸検出（簡易ジェノタ
イプ判定）
・検体検査管理加算（Ⅰ）
・検体検査管理加算（Ⅳ）
・遺伝性腫瘍カウンセリング加算
・検体検査判断料 遺伝カウンセリング加算
・時間内歩行試験及びシャトルウォーキングテスト
・ヘッドアップティルト試験
・皮下連続式グルコース測定
・脳波検査判断料１
・神経学的検査
・全視野精密網膜電図
・小児食物アレルギー負荷検査
・経気管支凍結生検法
・ポジトロン断層撮影
・ポジトロン断層・コンピューター断層複合撮影
・冠動脈ＣＴ撮影加算

・CT撮影及びMRI撮影
・血流予備量比コンピューター断層撮影
・心臓ＭＲＩ撮影加算
・乳房ＭＲＩ撮影加算
・小児鎮静下ＭＲＩ撮影加算
・頭部ＭＲＩ撮影加算
・画像診断管理加算２
・抗悪性腫瘍剤処方管理加算
・無菌製剤処理料
・外来化学療法加算１
・心大血管疾患リハビリテーション料（Ⅰ）
・脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）
・運動器リハビリテーション料（Ⅰ）
・呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ）
・がん患者リハビリテーション料
・人工腎臓
・人工腎臓 下肢末梢動脈疾患指導管理加算
・導入期加算１
・透析液水質確保加算及び慢性維持透析濾過加算
・ストーマ処置 ストーマ合併症加算
・組織拡張器による再建手術（一連につき）　乳房
（再建手術）の場合
・緊急整復固定加算　緊急挿入加算
・緊急穿頭血腫除去術
・内視鏡下脳腫瘍生検術 内視鏡下脳腫瘍摘出術
・癒着性脊髄くも膜炎手術（脊髄くも膜剥離操作を行
うもの）
・仙骨神経刺激装置植込術　仙骨神経刺激装置交換術
・緑内障手術 水晶体再建術併用眼内ドレーン挿入術
・経外耳道的内視鏡下鼓室形成術
・人工内耳植込術
・鏡視下咽頭悪性腫瘍手術（軟口蓋悪性腫瘍手術を含む。）
・鏡視下喉頭悪性腫瘍手術
・乳腺悪性腫瘍手術（乳輪温存乳房切除術（腋窩郭清
を伴わないもの）　乳輪温存乳房切除術（腋窩郭清
を伴うもの））
・乳がんセンチネルリンパ節加算１及びセンチネルリ
ンパ節生検（併用）
・乳がんセンチネルリンパ節加算２及びセンチネルリ
ンパ節生検（単独）
・ゲル充填人工乳房を用いた乳房再建術（乳房切除後）
・乳腺悪性腫瘍ラジオ波焼灼療法
・胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術（気管支形成を伴う肺切除）
・食道縫合術（穿孔、損傷）（内視鏡によるもの）、
内視鏡下胃、十二指腸穿孔瘻孔閉鎖術、胃瘻閉鎖術
（内視鏡によるもの）、小腸瘻閉鎖術（内視鏡によ
るもの）、結腸瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）、腎
（腎盂）腸瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）、尿管腸
瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）、膀胱腸瘻閉鎖術
（内視鏡によるもの）、腟腸瘻閉鎖術（内視鏡によ
るもの）
・経皮的冠動脈形成術（特殊カテーテルによるもの）
・胸腔鏡下弁形成術　胸腔鏡下弁置換術
・不整脈手術 左心耳閉鎖 胸腔鏡下によるもの
・経皮的中隔心筋焼灼術
・ペースメーカー移植術及びペースメーカー交換術
・ペースメーカー移植術及びペースメーカー交換術
（リードレスペースメーカー）
・両心室ペースメーカー移植術及び両心室ペースメー
カー交換術
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（５）施設認定　

・植込型除細動器移植術及び植込型除細動器交換術及
び経静脈電極抜去術（レーザーシースを用いるも
の）
・両室ペーシング機能付き植込型除細動器移植術及び
両室ペーシング機能付き植込型除細動器交換術
・大動脈バルーンパンピング法（ＩＡＢＰ法）
・経皮的下肢動脈形成術
・腹腔鏡下十二指腸局所切除術（内視鏡処置を併施す
るもの）
・腹腔鏡下胃切除術 単純切除術(内視鏡手術用支援機器
を用いる場合)
・腹腔鏡下噴門側胃切除術 単純切除術(内視鏡手術用支
援機器を用いる場合)
・腹腔鏡下胃全摘術 単純全摘術(内視鏡手術用支援機器
を用いる場合)
・バルーン閉塞下逆行性経静脈的塞栓術
・腹腔鏡下胆嚢悪性腫瘍手術（胆嚢床切除を伴うもの）
・胆管悪性腫瘍手術（膵頭十二指腸切除及び肝切除
（葉以上）を伴うものに限る。）
・体外衝撃波胆石破砕術
・腹腔鏡下肝切除術
・腹腔鏡下肝切除術（亜区域切除、１区域切除（外側
区域切除を除く。）、２区域切除及び３区域切除以
上のもの）
・体外衝撃波膵石破砕術
・腹腔鏡下膵腫瘍摘出術　腹腔鏡下膵体尾部腫瘍切除術
・早期悪性腫瘍大腸粘膜下層剥離術
・腹腔鏡下直腸切除・切断術（切除術、低位前方切除
術及び切断術に限る。）（内視鏡手術用支援機器を
用いる場合）
・体外衝撃波腎・尿管結石破砕術
・腹腔鏡下腎悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を
用いるもの）　腹腔鏡下尿管悪性腫瘍手術（内視鏡
手術用支援機器を用いるもの）
・膀胱水圧拡張術　ハンナ型間質性膀胱炎手術（経尿道）
・膀胱頸部形成術（膀胱頸部吊上術以外）、埋没陰茎
手術及び陰嚢水腫手術（鼠径部切開によるもの）

・腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機
器を用いるもの）
・腹腔鏡下膣式子宮全摘術（内視鏡手術用支援機器を
用いる場合）
・腹腔鏡下子宮瘢痕部修復術
・輸血管理料Ⅰ
・輸血適正使用加算
・人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算
・胃瘻造設時嚥下機能評価加算
・医科点数表第２章第10部手術の通則の16に掲げる手術
・麻酔管理料（Ⅰ）
・麻酔管理料(Ⅱ)
・放射線治療専任加算
・外来放射線治療加算
・画像誘導放射線治療（ＩＧＲＴ）
・体外照射呼吸性移動対策加算
・高エネルギー放射線治療 一回線量増加加算
・強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ）
・強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ） 一回線量増加加算
・体外照射 高エネルギー放射線治療
・直線加速器による放射線治療 定位放射線治療
・直線加速器による放射線治療 定位放射線治療呼吸性
移動対策加算
・悪性腫瘍病理組織標本加算
・病理診断料 病理診断管理加算２
・看護職員処遇改善評価料
・外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)
・入院ベースアップ評価料
・地域歯科診療支援病院歯科初診料
・歯科外来診療感染対策加算4
・歯科外来診療医療安全対策加算2
・歯科疾患管理料 総合医療管理加算
・歯科治療時医療管理料
・医療機器安全管理料（歯科）
・歯科口腔リハビリテーション料２
・クラウン・ブリッジ維持管理料
・口腔病理診断料 口腔病理診断管理加算2
・歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)

・日本内科学会認定医制度教育病院
・日本内分泌学会内分泌代謝科認定教育施設
・日本臨床腫瘍学会認定研修施設
・日本消化器病学会専門医制度認定施設
・日本肝臓学会認定施設
・日本循環器学会認定循環器専門医研修施設
・日本呼吸器学会認定施設
・日本アレルギー学会アレルギー専門医教育研修施設
・日本膵臓学会認定指導施設
・日本乳房オンコプラスティックサージャリー学会
エキスパンダー実施施設
・日本脳神経外科学会専門医制度連携施設
・呼吸器外科専門医合同委員会連携施設
・下肢静脈瘤に対する血管内レーザー焼灼術の実施
基準による実施施設
・浅大腿動脈ステントグラフト実施施設
・日本整形外科学会研修施設
・日本形成外科学会認定医研修施設
・日本小児科学会小児科専門医研修施設
・日本産科婦人科学会専門研修連携施設
・日本産科婦人科内視鏡学会認定研修施設
・日本耳鼻咽喉科学会専門医研修施設

・日本皮膚科学会認定専門医研修施設
・日本乳がん検診制度管理中央機構マンモグラフィ
検診施設画像認定施設
・日本放射線腫瘍学会認定施設
・日本麻酔科学会麻酔科認定病院
・日本病理学会研修認定施設
・日本超音波医学会認定超音波専門医研修施設
・日本肥満学会認定肥満症専門病院
・日本糖尿病学会認定教育施設
・日本消化器内視鏡学会指導施設
・日本胆道学会認定指導医制度指導施設
・日本心血管インターベンション治療学会認定研修施設
・日本不整脈心電学会認定不整脈専門医研修施設
・日本呼吸器内視鏡学会認定施設
・日本消化器外科学会専門医修練施設
・日本外科学会外科専門医制度修練施設
・日本乳癌学会認定施設
・日本乳房オンコプラスティックサージャリー学会
インプラント実施施設
・日本脳卒中学会専門医認定制度研修教育病院
・三学会構成心臓血管外科専門医認定機構基幹施設
・腹部ステントグラフト実施施設
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・胸部ステントグラフト実施施設
・下肢静脈瘤に対する血管内治療実施基準による実
施施設
・日本リウマチ学会教育施設
・日本熱傷学会熱傷専門医認定研修施設
・日本女性医学学会専門医制度認定研修施設
・大阪府医師会母体保護法医師研修機関
・NITPを実施する医療機関（連携施設）

・日本眼科学会専門医制度研修施設
・日本泌尿器科学会専門医教育施設
・日本医学放射線学会放射線科専門医総合修練機関
・日本医学放射線学会画像診断管理認証施設
・日本核医学会専門医教育病院
・日本口腔外科学会専門医制度認定研修施設
・日本臨床細胞学会認定施設
・日本がん治療認定医機構認定研修施設

（６）外来部門
診　療　科　　33科（R4．4．1）
内科、循環器内科、消化器内科、呼吸器内科、神経内科、代謝・内分泌内科、血液内科、リウマチ科、腫
瘍内科、緩和ケア内科、腎臓内科、精神科、小児科、皮膚科、外科、消化器外科、乳腺外科、整形外科、
脳神経外科、心臓血管外科、呼吸器外科、泌尿器科、産婦人科、耳鼻咽喉科、眼科、形成外科、歯科口腔
外科、救急科、放射線科、放射線治療科、麻酔科、リハビリテーション科、病理診断科
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２．機　　　構

院内組織構成図
（R7. 4. 1 現在）
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３．委　員　会
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４．病院職員
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５．防災体制
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動　員　計　画

1.	 災害時における職員の服務

（1）	職員はこの計画の定めるところにより、上司の指揮に従って防災活動に従事しなければならない。

（2）	勤務時間以外においても、職員は配備指令が出されたときは、配備区分に従いすみやかに所定の勤務場所に参

集しなければならない。

2.	 配　備　区　分

（1）	Ａ号配備（準備体制）

①	 配備時期

ア	 災害発生のおそれがあるが、時間、規模等の推測が困難なとき、または小規模の災害が発生したとき

イ	 その他必要により市長が当該配備を指令するとき

②	 配備内容

水防その他災害の発生を防御するため、通信情報活動、物資器材の点検整備等または小規模の災害対策を実施

する体制

（2）	Ｂ号配備（警戒体制）

①	 配備時期

ア	 相当規模の災害が発生し、または発生するおそれのあるとき

イ	 その他必要により市長が当該配備を指令するとき

②	 配備内容

災害に対する警戒もしくは応急対策を実施する体制

（3）	Ｃ号配備（非常体制）

①	 配備時期

ア	 大規模の災害が発生し、または発生のおそれがあるとき

イ	 その他必要により市長が当該配備を指令するとき

②	 配備内容

市の総力をあげて防災活動を実施する体制

なお、Ａ号～Ｃ号招集のほか、市長は必要に応じ必要な課の職員に配備指令を発することがある。
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医療局の現況と研究研修事項



《概要》
■組織・スタッフ
常勤医 3名、専攻医 2名で運営しました。
常勤医

花岡郁子
日本糖尿病学会専門医、研修指導医、学術評議員
日本糖尿病協会糖尿病認定医
日本内分泌学会専門医、指導医、評議員
日本肥満学会肥満症専門医、指導医
日本内科学会認定医、総合内科専門医、指導医、近畿支部評議員
京都大学医学部臨床教授
内分泌代謝・糖尿病内科領域研修指導医

山下貴史
日本糖尿病学会専門医、研修指導医
日本内分泌学会専門医、指導医
日本内科学会認定医、総合内科専門医、指導医
内分泌代謝・糖尿病内科領域研修指導医

朝井勇晶
日本専門医機構認定内科専門医

専攻医
杉本浩嗣
AHA-ACLS インストラクター

山本翔也

《方針・実績》
■活動実績・目標
●内分泌疾患
当科は2名の内分泌専門医・指導医がいます。泉南地域全体では内分泌専門医が少ないため、地域の診療所
のみならず中堅病院からも多くの症例が当科に紹介されてきます。副腎疾患は原発性アルドステロン症7例、
クッシング・プレクリニカルクッシング症候群6例、褐色細胞腫・パラガングリオーマ3例が受診され精査・
治療を行いました。非機能性副腎腺腫23例、副腎皮質機能低下症24例が受診されました。下垂体疾患は下垂
体機能低下症13例、成長ホルモン分泌不全1例、尿崩症4例、SIADH3例、プロラクチノーマ3例が受診しまし
た。甲状腺疾患はバセドウ病、橋本病、亜急性甲状腺炎等が多数受診。免疫チェックポイント阻害剤による無
痛性甲状腺炎も数例ありました。副甲状腺疾患は副甲状腺機能亢進症17例受診され手術、内服治療されてお
り、副甲状腺機能低下症は1例でした。（2025年新規外来患者数：参照）

●糖尿病
○当科では糖尿病の予防や治療継続の重要性を認識し、地域の基幹病院として色々な取り組みをしています。

各診療科

代謝・内分泌内科
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地域のかかりつけ医と役割分担してK2糖尿病地域医療連携パスを行っており、参加医院は40カ所です。
○糖尿病医療チーム部会では、糖尿病患者の1次及び2次予防、合併症予防に関する検討を行っています。糖
尿病透析予防のための外来では医師・看護師・栄養士の指導のもと、血糖や腎機能の改善を認めている症例も
増えています。
また口腔外科医師と歯科衛生士と協力して、糖尿病教育入院患者と外来患者を対象とし歯周病予防のための歯
科口腔外科受診を行っています。
○11月14日は世界糖尿病デーです。当院でも2016年から糖尿病の予防や治療継続の重要性について市民の皆
様に理解をしてもらい、糖尿病とその予防について考える機会となることを期待し、世界糖尿病デーのイベン
ト【みんなで支えるブルーサークルwith you】を開催しています。11月1日から11月28日まで正面玄関のモ
ニュメントのブルーライトアップとホスピタルストリートに医師・看護師・栄養士・検査技師・理学療法士・
歯科衛生士による糖尿病に関するポスターを展示しました。また11月14日に世界糖尿病デーのイベントを開
催しました。同日市民公開講座：医師「糖尿病の過去・現在・未来」と看護師「備えあれば守れる命がある～
糖尿病と生きる人の災害対策～」も行い、好評を得ました。
〇血糖測定器と連動したインスリンオーダーシステムの充実した活用により、インスリンに関するインシデン
トは減少し、他科との連携も図っています。
インスリンやGLP-1受容体作動薬等の外来での新規導入や入院で注射を開始した患者の外来継続パスも行っ
ています。妊娠糖尿病は27例紹介があり、妊娠中の血糖管理を行っています。また注射を行っている患者を
対象にFreeStyleリブレによる持続血糖モニタリングにて血糖管理を行い、血糖が改善している症例もありま
す。
○患者会である千亀利会は現在11名の方が入会しており、活動を行っています。
糖尿病の治療は既存の内服薬やインスリン治療はもとより、新しい薬が多く発売され、血糖コントロールはか
なり改善してきています。EBMに沿った治療を行いながらより良い血糖コントロールを目指しています。
（2025年新規外来患者数：参照）

●肥満症
これまで肥満症の治療薬はサノレックス（マジンドール）や防風通聖散しかありませんでしたが、適応や効
果に限りがありました。今回厚生労働省より肥満症を対象としたウゴービ皮下注（セマグルチド、GLP-1受動
体作動薬）、ゼップバウンド（チルゼパチド、GIP/GLP-1受動体作動薬）が承認され、当科でも使用が可能に
なったため2024年4月より肥満外来を開設しました。肥満の原因（単純、二次性、遺伝性）を鑑別し、耐糖能
障害、脂質異常症、高血圧症などの肥満に伴う合併症を検索し、医師・栄養士の指導のもと減量のサポートを
行います。肥満症の症例は87例受診され、減量だけでなく脂肪肝や内臓・皮下脂肪面積の改善を認めていま
す。

■研修・教育実績
初期研修医・内科専攻医は主に入院患者を担当しています。糖尿病教育入院はパスに沿って診療を行い、合
併症の把握や食事・運動・薬物治療の指示が出来るように教育しています。内分泌疾患に関しては負荷試験の
施行や疾患への理解を深めるようにしています。教育活動の一環として常勤医3題、専攻医3題、初期研修医3
題を学会で発表しました。

《今後の展望》
今後も地域医療に役立つ専門科として、努力していきます。
［症例数］
2025年　外来実患者数　2189例　外来延患者数　10084例
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2025年　新規外来患者数
＜糖尿病関連＞

＜内分泌・その他＞
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血液内科

《概要》
■組織・スタッフ
常勤医師2名、非常勤医師1名体制、各種造血器疾患に対する検査および治療を最新のガイドラインやEBM
にのっとり行っている。
井上　宏昭：血液学会血液専門医、総合内科専門医
岩田　吉生：血液学会血液専門医、総合内科専門医
芹澤憲太郎：血液学会血液専門医、総合内科専門医、がん薬物療法専門医

■診療・業務概要
造血器疾患全般に対する検査および治療、その後のフォローアップまで各種ガイドラインなどに則り行っている。

－17－
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《方針》
■方針・目標
泉州二次医療圏において血液疾患を診療できる病院は極めて限られており、当院の果たす役割は非常に大き
いと考えている。そのため地域医療連携室を介して可能な限り広く患者の受け入れを行っている。また、PET
検査、骨髄検査など造血器疾患の診断、治療に関する設備も整っており、可能な限り当院での診断、治療を
行っている。また、各造血器疾患に対する分子標的治療も積極的に導入し、治療成績向上に寄与している。さ
らに自家末梢血幹細胞移植および血縁同種末梢血幹細胞移植も引き続き積極的に実施できている。今後はこれ
まで実施困難であった高齢患者さんへも積極的に新規薬剤を導入し、泉州二次医療圏での血液疾患治療をリー
ドしていきたい。

《実績》
■活動・統計実績
入院では主に造血器悪性疾患を中心に展開した。泉州二次医療圏外の患者様も積極的に受け入れ、昨年を上
回る入院患者の診療実績および売上を達成している。

《今後の展望》
近隣医療施設への当院の診療実績を知ってもらい、さらに積極的に血液疾患診療を行っていきたい。

②刊行論文・著書
なし
③学会発表・講演、院内研修会等
1.	 井上宏昭
院内輸血認定看護師研修会講義

消化器センター・消化器内科

《概要》
■組織・スタッフ
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■診療・業務概要
当科は外来診療、入院患者診療に加え、内視鏡検査・治療が業務の多くを占める。
近年、内視鏡は通常検査（上部及び下部内視鏡検査）に加え、ポリープ切除、粘膜下層剥離術（ESD）による
早期癌治療といった治療内視鏡の比重が高まっており、胆膵領域では内視鏡的逆行性膵胆管造影（ERCP）の
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手技を応用した総胆管結石除去や胆道ドレナージも日常的に行われている。
救急診療に消化器内科疾患が占める疾患も多く、吐下血に対する内視鏡的止血術、急性胆管炎に対しての内
視鏡的ドレナージは平日時間外、休日・夜間を問わず消化器内科スタッフが行わねばならず多くの労力が必要
である。
働き方改革による労働環境の変化の中、地域からの紹介患者は増加傾向にあり、業務の効率化およびタスク
シフトが求められている。スタッフの高齢化が進む中、優秀な非常勤医師を採用し診療の量および質の向上を
図っている。

消化器内科週間予定表　 
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《方針》
■方針・目標
消化管疾患はもちろん当院の特性として肝胆膵疾患の診療に重点を置いてきたが、ひきつづき癌を中心に紹
介患者の増加を目指している。高度医療であるESD（食道、胃、大腸）は引き続き積極的に推し進め、大学か
らの派遣医師の協力を得ながらスタッフ全体の技術を向上させたいと考えている。
内視鏡検査については患者にやさしい検査を目標に鎮痛・鎮静の環境整備を進めているが、ニーズはまだ十
分には満たせておらず引き続き改善を進めたい。
数年滞っていた内視鏡関連機器の更新についても進み始めており、診断・治療への寄与はもちろん、ハード
面の改善により若手スタッフの増員にもつなげていきたい。

《実績》
■活動・統計実績
令和7年度の外来患者数は延べ16049人で昨年とほぼ同数、地域からの紹介患者数1382人、救急患者784人
で横ばいとなっている。
令和7年度の入院患者総数は1008人、平均在院日数は10.2日であり、コロナによる減少、スタッフ減員に
よる影響に歯止めがかかり微増している。平均年齢が73.6歳であり、昨年度の73.4歳と同様に高齢化が著し
い。
上部消化管内視鏡検査は2613件と昨年の2544件よりやや増加している。ピロリ菌感染者の減少とともに消
化性潰瘍、胃癌が減少傾向であり上部内視鏡は減少傾向にあるが、岸和田市胃癌内視鏡検診が昨年開始とな
り増加の要因となっている。下部消化管内視鏡検査は1378と昨年との1312件よりも微増した。鎮痛・鎮静を
希望する患者のニーズは強く、改善に取り組んでいる。ERCPは307件、ERBDは114件と多い状況が続いてい
る。これは総胆管結石、膵癌、胆管癌の増加に伴い急性胆管炎や閉塞性黄疸などの膵胆道疾患が増加傾向に
あり、近隣に緊急対応できる施設が少ないことによると思われる。上部ESDは胃癌の減少とともに減少傾向で
あったが昨年は30件とやや増加、下部ESDは横ばいの状態である。
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年別主な検査、治療件数推移
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2025年（令和7年）入院患者統計
以下の数値は当科に入院し、2025年1月-12月に入院した患者の統計を示している｡

A.悪性腫瘍			 
食道癌　19例、胃癌　49例、大腸癌67例、肝細胞癌 60例、胆管癌40例、胆嚢癌7例、膵臓癌49例
B.主な消化器疾患(除悪性腫瘍)	 
a)消化管
胃潰瘍　14例（出血 11例）、十二指腸潰瘍 5例（出血 5例）、胃・食道静脈瘤　12例、大腸ポリープ　95
例、虚血性腸炎 17例、潰瘍性大腸炎　3例、クローン病　1例、イレウス・腸閉塞 31例、大腸憩室炎 17例、
急性腸炎64例、IPMN 10例、大腸憩室出血 19例、胃瘻造設・交換 22例
b)肝臓
急性肝炎　7例、肝硬変36例、肝膿瘍　13例
c)膵胆道系
膵炎（急性・慢性）　42例、急性胆嚢炎36例、総胆管結石症 141例

■研修・教育実績
学会活動にも重点を置き、教育活動としては各自学会発表や論文作成を必須としている。

《今後の展望》
スタッフ数が減少して以降、働き方改革による労働時間の制約もあり、効率よい診療体制を構築する必要が
ある。当直・宅直体制をはじめ消化器内科医としてすべきこと、co-medical、事務、他科に協力を求めるべき
ことを考えていく必要がある。
消化器内科医として経験すべき症例の質および量、検査機器、指導体制については何ら不足はなく、若手ス
タッフを獲得し次世代につなげていきたい。内視鏡治療手技、殊にESDおよびinterventional EUSについては外
部からの非常勤講師により質・量とも上向きであり引き続き向上を図りたい

循環器センター・循環器内科

《概要》
■組織・スタッフ
令和7年は、常勤医師・非常勤医師共に移動があり、1月末日で田口医師が、3月末日で上垣内医師が、12月
末日に笹医師が退職した。4月1日から福田医師が、8月1日から山田医師が入職した。塩路医師、岩室医師、
出原医師、河合医師の4名には移動がなかったが、4月〜7月の間は6名での診療となり診療に困難をきたし
た。月曜日、土曜日と日曜日1回は、杉岡医師および京都大学循環器内科大学院生が当直していただいたが、
4月〜8月の間は一部の休日で緊急カテーテル検査の受け入れを停止した。
なお、上垣内医師退職に伴い、令和7年4月から出原医師が集中治療室　室長に就任した。

■診療・業務概要　活動・統計実績
令和7年の年間入院患者数は993名（男 / 女　429/ 564）で昨年より減少した。
緊急入院429名、予定入院564名(緊急入院率43.2％)で、昨年と同様の緊急入院の割合となった(図1)。70歳
以上の患者は689名と69.3％を占め、今年度も約7割であった(図2)。特に90歳代以上も92名入院しており、
今年も常に病棟に90代患者がいる状況である。90代であっても自立している患者の場合は、経皮的冠動脈形
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成術は行なっており、リードレスペースメーカの出現により徐脈性不整脈に対するデバイス治療も行なって
いる。心房細動に対するカテーテルアブレーションに関しても、高齢者では合併症リスクは高いものの，心
房細動の抑制効果は非高齢者と大きな差はないと考えられるため2024年の日本循環器病学会　不整脈日薬物
治療ガイドラインでは高齢者（80歳以上）であるという理由のみでは症候性心房細動に対するカテーテルア
ブレーションの選択肢を排除しないことを推奨するようになったため今年は80歳以上のカテーテルアブレー
ション施行も増えた。
昨年までと同様入院患者の高齢化に伴い入院主病名の治療のみならず併存疾患の合併症に対して細心の注意
が必要となる症例が多くなっており、また、入院による廃用により自宅退院率も低下し、リハビリ転院率が高
くなっている。令和3年8月～開始した天の川病院とWebカンファレンスを現在も毎月継続し、スムーズな転
院が可能となっている。
月別の入院数に関しては、5月〜8月が減少しているが、これはスタッフ減少に伴う受け入れ困難が影響し
ており、9月以降は、例年の入院数に回復している(図3)。
虚血性心疾患、急性心不全、不整脈疾患といった循環器3大疾患が当科の方針通り今年もバランスよく診療
でき、地域医療に貢献できたと自負している。
昨年度発足した心不全チーム部会を今年も継続し、院内での心不全チーム医療の推進が計られた。また、院
内講演会を開くことにより他職種の連携が向上した。またその講演内容をホームページにアップすることによ
り当院の心不全診療を公開することができた。
令和4年3月～心不全地域連携コアミーティングを当院で開催し、天の川病院、渡辺医院、桜台クリニック
の先生とともに心不全連携を今も取り組んでいる。そして、今年も心不全地域連携パスと地域連携診療計画加
算算定のため年3回の心不全連携講演会を岸和田徳洲会病院と協力して行った。
心臓リハビリは、岩室医師及び河合医師、看護師、リハビリ技師でチームを作り行っている。今年も述べ件
数2866件で昨年より減少した。CPX件数は今年64件と昨年の66件と変化なかった。
虚血性心疾患に関しては、2024年12月〜2025年3月アンギオ装置の入れ替えのため心臓カテーテル検査室
の使用が制限されたため件数は減少した。PCI件数は175件で昨年（232件）と比べて減少した。
カテーテルアブレーション治療は、3月よりパルスフィールドアブレーションが導入され、時間が短縮さ
れ、件数も一日3件可能となった。心臓カテーテル検査室の使用が制限されたにもかかわらず、昨年212件か
ら10件施行件数が増加し222件となった。
デバイス治療は過去最大施行件数82件となった。ペースメーカは新規48件（経静脈リード20件、リード
レス28件）で今年初めてリードレスペースメーカ植え込みが頸静脈リードペースメーカ植え込みを上回っ
た。ジェネレーター交換18件であった。そのほか新規ICD（経静脈リード、6件）交換4件、CRT-D新規2件、
CRT-D交換2件、CRT-P新規1件施行した。

■方針・目標
今年も虚血性心疾患、急性心不全診療、不整脈診療は3大循環器疾患であるのでスタッフ全員で対応した。
心不全に関しては、心不全チーム部会を介した他職種連携を強化していく。引き続きアップデートされた治療
を情報発信するためそして心不全地域連携パスと地域連携診療計画加算算定取得のため泉州循環器ジョイント
スタデイを含めた講演会を継続する。
来年は、岩室医師が3月末日で退職予定であるが、後期研修医が1名4月〜1年間当院で研修予定である。当
然ではあるが、CCU当直を続け、24時間断らない心臓救急医療を続けるためスタッフの増員に取り組んでい
く。

■研修・教育実績
京都大学循環器内科と協力して臨床研究の益々の充実をはかるとともに、全国医師主導型研究にも、継続し
て参加しており、CURRENT-AS registry, QUALITY-HF研究、PREVAIL HCM研究に参加及びOPERATION研究に
参加している。当科が参加したSPEEDY-PCIは論文発表となった。
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循環器科検査数の推移を示す
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図1　入院患者数の推移

図2　年代別入院患者数

図3　月別入院患者数
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神経内科

《概要》
2020年1月から常勤医が不在となり、非常勤医師の体制で外来診療を行っております。
2025年1月～12月の外来延べ患者数1,735人、うち新患数71人です。

呼吸器センター・呼吸器内科

《概要》 
■組織・スタッフ
令和7年3月末に古郷摩利子医師は自ら退職し医療法人秀英会神戸朝日病院に転勤した。医局人事ではない
ため後任の医師はない。総合内科に所属していた元呼吸器外科医師である山中秀樹医師が希望され令和7年4
月から呼吸器内科に転属した。さらに藤本佳菜、名取大輔の2名の後期研修医呼吸器内科専攻医師が令和7年4
月からスタッフ医師となった。したがって令和7年度スタッフは高橋憲一、岩嶋大介、山中秀樹、西健太、岡
森仁臣、藤本佳菜、名取大輔の7名であり、人数として令和6年度のスタッフ数を維持することになった。 
今後西健太医師は令和8年3月末に大阪赤十字病院へ転勤予定であり、岡森仁臣医師は令和8年4月から父親
の診療所を継承予定である。人事面は厳しい局面が続く。 
外来非常勤医においては引き続いて古下医師、砂留医師、出原医師、北岡医師に、外来業務を助力していた
だいた。 

■診療・業務概要
機器がそろい手技の研修が終了したため令和7年にはクライオバイオプシーが稼働を開始した。間質性肺炎
の診断に貢献している。呼吸器科は入院数が病院全体の6分の1（令和6年17%、令和7年度16％）、外来数が
12分の1（令和6年度8%、令和7年度8％）、医業収益が8分の1（令和6年度13%、令和7年度12.5％）程度占
めているが患者入院単価は58331円と少し少ない。誤嚥性肺炎・単なる肺炎・社会的長期入院など患者入院単
価の低い患者が比較的多いと考えられる。一方外来患者外来単価は36644円と比較的高く、化学療法や在宅酸
素療法や在宅NPPV療法、気管支喘息への生物学的治療が単価を押し上げているのであろう。 

《方針》 
■方針・目標
スタッフ数は維持し入院患者数外来患者数は維持しているが、稼働できる病床の限界に達している。基本は
維持を目標としていくしかない。また外来ブースも外来看護師数も限界があり、外来患者の増加も難しい。外
来・入院とも数を維持していくしかないであろう。 

《実績》 
■活動
若手を中心に積極的に学会、地域医師会にて講演し、呼吸器センターを認知していただくように努めてき
た。 

■研修・教育実績
京都大学、神戸大学、和歌山医大からの学生臨床実習にも積極的に協力してきた。最近近畿大学の臨床実習
を多く受け入れている。 
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《今後の展望》 
令和8年3月末に西健太医師と岡森仁臣医師が転勤退職予定である。日常診療の活性化、患者数のさらなる
増加のためにスタッフを維持していく必要があり、京都大学医学部呼吸器内科医局への働きかけを行いつつ、
呼吸器内科医を独自に募集していく。 
 
《資料》 
■令和7年1月1日から令和7年12月31日まで　呼吸器内科のみで1127名入院
緊急入院は614名（54％） 
入院中死亡例は92名（8％） 
COVID-19は68名（6%）うち死亡例8例（全体の1%） 
悪性疾患は537名（48％） 
COVID-19を除く感染性疾患は374名（33％） 
気道系疾患（COPDやBA）は162名（14％） 
間質性肺炎は179名（16％） 
胸膜疾患は113名（10％） 
呼吸不全（SASやNPPV）は26名（2％） 
その他は54名（5%）　【重複あり】 
気管支鏡検査（週2回午後枠）は288件 

消化器センター・外科・消化器外科

《概要》
■組織・スタッフ
令和7年3月末に8年目の宮崎医師　7年目の佐藤医師が、京都大学大学院　野江済生会病院に異動となった
が、令和7年4月に和田医師（医長：近大・大腸外科）が入職した。令和7年4月の時点では顧問の西嶌医師を
含め常勤医師5名（宇山　中右　高木　和田）・後期研修医2名（立津　北堀）の合計7名で診療を行ってい
る。令和6年10月に入職した北堀医師（和歌山赤十字病院外科　後期研修医）は令和7年9月に和歌山赤十字病
院に異動となり、かわりに令和7年10月に椿山医師（和歌山赤十字病院外科　後期研修医）が入職した。令和
7年10月の時点では顧問の西嶌医師を含め常勤医師5名（宇山　中右　高木　和田）・後期研修医2名（立津　
椿山）の合計7名で診療を行っている。
令和6年4月に入職した立津医師（兵庫医科大学外科　後期研修医）、椿山医師　和田医師は、令和8年3月
に兵庫医大　肝胆膵外科、徳洲会病院に異動となった。診療は昨年同様、がん治療、救急医療を中心に行って
きた。

■診療・業務概要
胃癌・大腸がんを中心とした消化器がん治療と虫垂炎、胆のう炎、消化管穿孔を中心とした急性腹症手術を
中心の診療を行ってきた。症例数は昨年同様であった。胃がん・大腸がん手術症例の多くは昨年同様、内視鏡
手術で行った。ロボット手術に関しては中断していた直腸がん（2例）で再開し、胃がん（1例）　肝がん（2
例）を行うようになった。急性腹症手術も昨年同様の症例数で、おおむね腹腔鏡手術にて治療が行えた。肝胆
膵領域がんの件数はほぼ横ばいであった。来年度からはロボット肝切除にも力を入れていきたい。膵臓がんに
関しても症例数が減少しており、より積極的に地域の膵がん治療に関わっていくよう、広報活動にも力を入れ
ていきたい。
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《方針》
■方針・目標
泉州地域の基幹病院として消化器がんに対する手術および急性腹症に対する緊急手術を積極的に行っていく
ことが重要であると考えている。特に悪性・良性含めた消化管領域での内視鏡手術治療の高い割合を維持し、
患者様の手術負担を減らす努力を継続的に行っていくことが重要であると考えている。また、専門性の高い領
域である食道、肝臓、胆道、膵臓領域の悪性腫瘍に対する治療に対しては、消化器内科、腫瘍内科、放射線
科、放射線治療科とともに最善の治療方針を検討し、時代に合った集学的治療を行っていくことが重要である
と考えている。近隣病院に比べ、肝臓、胆道、膵臓領域の悪性腫瘍に対する手術症例が多い傾向認めているた
め、これらの領域に関しては泉州地域の基幹病院となるよう、より一層努力していく。
現状の課題としては、症例数、マンパワーが挙げられる。症例数に関しては、より地域の開業医の先生方と
積極的に信頼関係を形成していき、紹介患者を増やし、地域貢献していくことが重要と考えている。マンパ
ワーに関しては、本年は病棟業務や手術にかかわるスタッフが10年目以降が4人、後期研修医2人の合計6人
で行ってきたが、来年度も同様で6人態勢で行っていくことになる。人数は変わらないが、ロボット手術の指
導医が入職予定であり、仕事の質は上がると思われ、あとは10年目以下の医師をコンスタントにことにリク
ルートすることが重要である。

《実績》
■活動・統計実績
全手術件数は551件、全身麻酔505件、腹腔鏡手術は388件、緊急手術140件であった。具体的には、食道
悪性腫瘍0件、胃悪性腫瘍33件、大腸悪性腫瘍63件、肝胆膵悪性腫瘍41件、であった。消化管悪性腫瘍の腹
腔鏡手術割合は9割以上と高い水準を維持している。令和7年度と比べ、どの領域も手術件数も横ばいからや
や減少傾向であり、新たな症例数確保が必要である。

■研修・教育実績
指導医体制としては、消化器外科専門医が2名、技術系認定医が2名（肝胆膵外科高度技能専門医　および　
内視鏡技術認定医　大腸）が在籍し、高い診療レベルを維持するよう心がけている。今後、後期研修医または
後期研修終了した若手の医師に当院に来て働いてもらうためには、消化器外科専門医や技術系認定修得する
医師数を増やす必要があると考えている。来年度4月には内視鏡技術認定医（大腸）ロボット手術指導医（大
腸）が入職する予定である。前期研修医教育に関しては、外科手術に対する興味をもってもらうために、縫合
トレーニングを外科全体で行うほか、購入した腹腔鏡手術トレーニングセットを用いて研修医に腹腔鏡手術の
基礎を教えている。また、後期研修医教育に関しては、できるだけ手術症例を持ってもらい、手術を指導医の
下で行ってもらっている。昨年度は、鼠径ヘルニア、胆石症、虫垂炎のほか胃悪性腫瘍、大腸悪性腫瘍に対す
る手術なども執刀してもらった。

《今後の展望》
来年の目標としては、①定期手術件数の増加　②施設認定の取得　③若いスタッフの確保　を掲げている。
手術件数には大きな変動はない。緊急手術も、がん症例も横ばいである。原因としては患者数の減少も考えら
れるが、他病院へ流れていることも考えている。広報活動を通して紹介患者を増やすよう努力したい。手術件
数が後期研修医または後期研修終了した若手の医師が選ぶ際の基準にもなっているため、症例数増加のために
は今後、消化器内科と外科が一緒になって戦略を考える必要があると考える。また、地域の開業の先生方との
交流を増やすため、研究会の増加や医院訪問などを増やしていきたい。
また、当科の臨床レベルを市民や開業の先生方にわかっていただくため、さまざまな施設認定に挑戦してい
きたいと考えている。また、若手の医師リクルートにおいても施設認定は重要と考えている。まずは、近隣に



－ 30－

はない肝胆膵外科高度技能認定施設に選ばれるためには肝胆膵領域悪性疾患の手術件数増加に力を入れようと
思っている。ロボット支援下手術に関しても、消化管臓器のみならず、肝胆膵領域疾患にも広げ、時代にあっ
た治療が当院で行えるよう努力していく。
最後に、スタッフの確保は、働き方改革が進んでいく上で重要である。特に5-10年先のことを考えると、
若手医師のスタッフ獲得は必要である。初期研修医募集の際から、将来当院で働いてくれる外科医師を確保す
るつもりで臨んでいきたい。

乳腺外科

《概要》
■組織・スタッフ
常勤医師1名（吉村吾郎）と非常勤医師2名（住吉一浩、谷野裕一）の体制で診療を行っている。

吉村　吾郎：日本外科学会専門医、日本乳癌学会乳腺専門医、日本乳癌学会乳腺指導医、日本がん治療認定医
機構認定医、日本臨床腫瘍学会暫定指導医、検診マンモグラフィ読影認定医

住吉　一浩：日本外科学会専門医、日本乳癌学会乳腺専門医、日本消化器病学会消化器病専門医、日本臨床細
胞学会細胞診専門医、日本がん治療認定機構認定医、検診マンモグラフィ読影認定医

谷野　裕一：日本外科学会専門医、日本乳癌学会乳腺専門医、日本乳癌学会乳腺指導医、日本がん治療認定医
機構がん治療認定医、日本臨床腫瘍学会暫定指導医、検診マンモグラフィ読影認定医

■診療概要
原発性乳がんの診断・手術・術前後薬物療法と、進行再発乳がんの薬物療法を中心に診療を行っている。

《方針》
■方針・目標
乳がんは女性悪性腫瘍罹患率の第一位であり、地域がん診療拠点病院において乳がんを専門に取り扱う乳腺
専門医は必須の存在である。当院では乳腺専門医が一貫して乳がん診療を担当している。具体的には、（１）
画像診断ガイド下生検による正確な乳がん確定診断とサブタイプ診断、（２）マンモグラフィ・超音波検査・
MRI検査・PET-CT検査による正確な乳がん広がりと病期診断、（３）症例毎のがん広がりと病期に応じた術
前後薬物療法、（４）整容性に優れた乳房温存手術、（５）乳房切除例では乳房再建手術、（６）進行再発乳
がんの薬物療法、（７）緩和医療を行っている。当然のことながら、診療内容に応じて病理専門医・形成外科
専門医・放射線治療専門医・緩和医療専門医、およびがん看護・化学療法看護・がん性疼痛の認定看護師と連
携して診療を行っている

《実績》
■診療実績
2025年1月から12月までの手術実績は以下のとおりである。
○原発性乳がん手術　計125件
     乳房温存　66件
     乳房切除  59件
○原発性乳がん手術125件中
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     センチネルリンパ節生検実施84件、うち腋窩リンパ節郭清省略77件
     術前化学療法実施19件
     乳房再建3件（いずれも組織拡張器を用いた一次二期再建）

■研修・教育実績
当院は日本乳癌学会認定施設である。乳腺認定医・専門医の取得を目指す若い医師をいつでも受け入れられ
るよう、認定施設を維持している。

脳神経外科

《概要》
■組織・スタッフ
2025年8月までは常勤医3名、9月以降は常勤2名、非常勤4名(外来および日当直)で勤務しております。ス
タッフ全員が日本脳神経外科専門医、指導医資格を有しています。日本脳神経血管内治療学会専門医は1名在
籍しております。2026年4月より常勤3名体制となる予定です。

川上　理：日本脳神経外科学会専門医・指導医、日本脳神経血管内治療学会専門医、日本脳卒中学会脳卒中専
門医・指導医、日本脳卒中の外科学会技術指導医、日本神経内視鏡学会技術認定医、日本脊髄外科
学会認定医、脊椎脊髄外科専門医

梶原基弘：日本脳神経外科学会専門医・指導医

■診療・業務概要
脳血管障害、脳腫瘍、外傷性疾患に関して、外来、入院、救急診療を行っている。
泉州地域の脳卒中輪番日を平日週1回（木曜）、月1-2回金曜（第2週、5週（ローテート））、週末2日（第
4土曜、5週（ローテート））担当している。

《方針》
■方針・目標
脳卒中診療を中心として、地域医療に貢献していく。

《実績》
■活動・統計実績
スタッフ減のため業績に影響の多い1年でした。2025年（1月～12月）の年間入院数は延べ373名と前年の
383名からやや減少した。手術数は2024年の127件（直達手術81件、血管内治療46件）から132件（直達手
術90件、血管内治療42件）と維持できている。常勤医数減のなか、実績は維持できていると考えられる。
急性期脳梗塞症例へのrt-PA静注療法並びに急性期脳血行再建術に関しても積極的に対応している。救急外
来においても2022年より開始している”コードストローク“と呼ばれる脳卒中診療体制を継続している。rt-PA
静注療法や急性期脳血行再建術が疑われる症例に関しては、救急部医師の他、脳神経外科医師も救急車到着前
より対応を開始するようにしている。これにより本療法が適応となる症例へ積極的に治療介入している。超急
性期脳梗塞に対する血栓回収療法は前年12件から本年12件と維持されている一方、rtPA静注療法は前年25件
から本年14件と前年より減少した。更なる件数増加が期待される。
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治療成績

■研修・教育実績
1年次ローテーター3名の研修を2週間ずつ担当した。脳卒中患者を中心に担当してもらい、病態の理解を深
めて頂いた。今後も2026年3月までに1年次ローテーター2名を2週間受け入れ予定である。モーニングレク
チャーおよび外科レクチャーを1件ずつ担当した。

《今後の展望》
コロナの影響から少しずつ改善し、脳卒中急性期治療を中心に地道な活動を継続し、治療実績は着実に増加
することができた。
近年、脳卒中超急性期の血栓溶解療法や血栓回収術はその実施のみではなく、より早期に開始できるように
時間的な要求も高まっている。症例増加により、院内体制などもより質を上げていく必要がある。

刊行論文、著書
なし
院内研修会
川上 理
急性期脳卒中治療について
モーニングレクチャー、2025年12月24日

呼吸器センター・呼吸器外科

《概要》
■組織・スタッフ
2022年4月以降、呼吸器外科は横見瀬裕保院長・松本和也・今村直人の3名体制となっていましたが、大
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阪医科薬科大学より石原宏弥（令和3年卒）が2024年10月より着任し、2025年1月上旬で今村が退職しまし
た。以降は呼吸器外科の臨床的実務に関しては主に松本・石原が担当しています。
 
横見瀬裕保（院長）：日本外科学会認定医・専門医・指導医、呼吸器外科専門医・指導医、日本胸部外科学会

認定医・指導医

松本　和也（部長）：日本外科学会専門医、呼吸器外科専門医、日本胸部外科学会認定医、日本外科学会認定
医、日本がん治療認定医機構がん治療認定医

石原宏弥（専攻医）

■診療・業務概要
肺癌（原発性・転移性）、縦隔腫瘍、嚢胞性肺疾患(気胸・巨大肺のう胞)、呼吸器炎症性疾患、胸部外傷
などの胸部・呼吸器疾患の外科治療を主とする診療を実施しています。主たる業務として、週に2日の外来
（火：松本、金：石原）および手術（主に月・水）を行っています。横見瀬院長は呼吸器カンファレンスにア
ドバイザーとして参加し、セカンドオピニオン外来を担当しています。

《方針》
■方針・目標
南泉州地域には呼吸器内科・外科医師が常駐する病院は少数であり、がん診療連携拠点病院として、特に呼
吸器悪性腫瘍に対しては呼吸器内科、腫瘍内科、放射線治療科、緩和ケア内科と密に連携して個々のケースに
最適な治療を行うことを念頭に診療にあたっています。週に1回（火）の呼吸器合同カンファレンスの他、週
1回（金）のミニカンファレンス（気管支鏡症例、重症症例等の検討）を関連他科とともに行っています。

《実績》
■活動・統計実績
2025年の呼吸器外科の手術症例数は2024年に比べておよそ15%の増加がありましたが未だコロナ禍直前
の水準までは復しておりません。現状の増加ペースが持続すれば2年後にはその水準を上回ることが可能です
が、近隣の競合する病院の影響もあり現状以上の増加は容易ではないと思われます。
呼吸器外科の年間の全身麻酔手術症例数は全113例でした。手術の内訳は原発性肺悪性腫瘍65例、気胸20
例、転移性肺腫瘍6例、縦隔腫瘍7例などで、術式別では肺葉切除55例、肺区域切除7例、肺部分切除30例、
縦隔腫瘍切除7例などでした。全手術のうち鏡視下手術は104例でした。

■研修・教育実績
呼吸器外科希望の初期研修医の指導を行っています。また、呼吸器内科ローテート中の初期研修医のうち希
望者に手術に入ってもらっています。2025年4月には近畿大学医学部の学生1名が希望にて当科での研修を実
施しました。

《今後の展望》
まずは安全な医療を心がけた上で症例数増加を図る所存です。関連諸科と連携して局所進行症例に対する周
術期治療を伴う外科治療にも今後積極的に取り組んでいきたいと考えています。また原発性肺癌に対するロ
ボット支援手術の導入を準備中です。

院内研修会等
松本和也
　胸部外傷（呼吸器外科領域）について
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　外科系・内科系レクチャー、2025年12月24日

石原宏弥
　チェストドレーンバッグの管理と評価
　モーニングレクチャー、2025年6月26日

心臓血管外科

《概要》
■組織・スタッフ
常勤医師　4名体制　
心臓血管外科領域全ての治療に対応
緊急手術にも対応 

藤井公輔　
日本外科学会外科専門医・指導医
心臓血管外科専門医認定医機構　修練指導者
心臓血管外科専門医認定医機構　心臓血管外科専門医
日本循環器学会循環器専門医
日本血管外科学会認定血管内治療医
日本脈管学会専門医・研修指導医
下肢静脈瘤に対する血管内灼熱術の実施基準による実施医・指導医
浅大腿動脈ステントグラフト実施医
経カテーテル的大動脈弁置換術実施医
腹部ステントグラフト実施医・指導医
胸部ステントグラフト実施医・指導医

田中宏衛
日本外科学会専門医・指導医
三学会構成心臓血管外科専門医認定機構心臓血管外科専門医・修練指導者
経カテーテル的大動脈弁置換術実施医　指導医
腹部ステントグラフト実施医・指導医
胸部ステントグラフト実施医・指導医

清水理恵
日本外科学会専門医
下肢静脈瘤に対する血管内レーザー焼灼術の実施基準による実施医

尾上雅彦
日本外科学会専門医・指導医
三学会構成心臓血管外科専門医認定機構心臓血管外科専門医・修練指導者
日本胸部外科学会認定医認定制度指導医
下肢静脈瘤に対する血管内レーザー焼灼術の実施基準による実施医
植込型補助人工心臓治療関連学会協議会認定植込型補助人工心臓実施医
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■診療・業務概要
心臓血管分野の全ての疾患に対する手術加療を中心とした診療を行なっている。今まで他院へ紹介されてい
た、又は手術不能と判断されていた症例にも対応できる。

■方針・目標
当院の人員、施設で可能な治療は全て対応する。高度先進的な技術や手術術式に関しては、関連施設のス
タッフの協力のもと可能なかぎり当院での治療実施を行う。また緊急手術にも対応できるよう他関連施設とも
スタッフ交流を行いながら診療体制を維持している。
心臓血管外科分野のほぼ全域の外科的治療に対応している。心臓疾患は、当院循環器内科が、手術症例の供
給源となっている。循環器内科と緊密な連携を取りながら循環器疾患全体の診療を行なっている。他の近隣施
設からも患者紹介が増加するように連携を図る。基本的に断らない診療体制を構築する。地域の循環器疾患に
対する基幹病院として生き残りをかけ積極的な診療体制構築に貢献していく。

《実績》
手術術式を大幅に増加させ、手術件数は2019年127例　2020年113例であった
が　2021年152例　2022年には179例と2023年276例　2024年280例　2025年328件と大幅な手術件数
増加が可能となった。心臓手術に関しては、冠動脈バイパス術を心拍動下バイパス術に基本にしている。僧帽
弁疾患に関しては、僧帽弁形成術を基本術式として対応している。また小開胸手術（MICS）での術式を基本
術式としている。複合弁膜症や複合手術を数多く実施することができるようになり、より重症な症例に対して
も対応できている。胸部瘤・大動脈解離　胸腹部大動脈瘤に関しては、超低体温循環停止選択的脳環流手術の
術式をスタッフ含めて標準術式として対応できるようになった。また継続してハイリスク奨励にはカテーテル
治療を含めたハイブリット治療を積極的に行っている。末梢血管治療に関しては昨年同様、昨年度同様、カ
テーテル治療を充実させ、より重症な四肢末梢の虚血性潰瘍や壊死を伴った症例に対してもバイパス治療・カ
テーテル治療・潰瘍治療、足趾・四肢切断を含めてより積極的な血行再建・集学的治療を行うようにした。
手術件数は令和7年1月から令和7年12月末までに328例の手術を実施することができた。他院へ紹介せざる
を得なかった心臓大血管の症例もほぼ無くなり、多くの疾患・病態に対して対応可能となっている。手術枠と
しては現状でも飽和状態で、今後も引き続き定期手術枠の増加が必須である。ハイブリット手術や血管内治療
を行える最新の手術環境構築が今後の課題である。

《今後の展望》
手術件数の増加のため未だ手術枠を超えた手術件数となっている。さらに手術枠の増加が必要である。本
年、心大血管手術件数は84例であったが、心大血管手術症例100例/年　かつ　PSPC/ECMO症例数　20例/3
年を満たせば、補助循環用ポンプカテーテル・経皮的補助人工心臓（インペラ　IMPELLA）の施設基準を満
たすことができるため、目標としている。さらに重症症例へも対応できる施設を目指す。
緊急患者への対応が可能となったが、院内取り決めの手術ストップ　カテストップ等で　緊急対応に時間を
要する症例が少なからず実在する。また手術室看護師不足・臨床工学士の当直体制がないことや放射線技師の
人数不足のため当科手術に対応できるスタッフ不足等スタッフの人員不足が表面化している。他部署を含めて
体制強化を継続して要望する。また、当科としても医師の働き方改革への対応も行わなければならず、より日
常の業務を効率化することが急務である。超勤時間は多く、さらなる日常業務の効率化が求められる。現状当
院は、心臓血管外科修練基幹施設となっているが、2024年度より順次認定条件が厳しくなり、現状の手術件
数では基幹施設維持が難しい。修練医を独自に雇用できず十分な研修をできない施設となりうる。診療レベル
の維持のため、また他施設と医療水準の格差解消のためには、大幅な手術件数増加が今後も必須である。加え
て心臓血管外科分野の半数が、透視下や低侵襲手術へ移行している。ハイブリット手術環境を整えること小切
開手術に使用する機器の購入など早急に対応しなければならない事項が多い。
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整形外科

《概要》
■組織・スタッフ
常勤医師：5名体制、松下哲尚（部長）、上田晃久（主任医長）、岡尚宏（医長）、宮里雅晃（専攻医）、鶴
上隆浩（専攻医）
非常勤医師：3名、村上哲平、家村駿輝、田中雅博

松下　哲尚：日本整形外科学会専門医、日本リウマチ学会指導医・専門医、日本整形外科学会スポーツ医、日
本骨関節感染症学会ICD

上田　晃久：日本整形外科学会専門医
岡　　尚宏：日本整形外科学会専門医、日本がん治療認定機構がん治療認定医
荻原　　哲：日本整形外科学会専攻医
石原　寿真：日本整形外科学会専攻医
村上　哲平：日本整形外科学会専門医、日本骨粗鬆症学会専門医
家村　駿輝：日本整形外科学会専門医、日本整形外科学会脊椎脊髄病医
田中　雅博：日本整形外科学会専門医、日本骨粗鬆症学会専門医、日本整形外科学会脊椎脊髄病医、リハビリ

テーション医、リウマチ医、スポーツ医、日本リハビリテーション医学会認定医　他
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■診療・業務概要
整形外科疾患全般に対応している。外来は月曜日を3診制（初診2診、再診1診）、火～金曜日は2診制（初
診1診、再診1診）、水曜日は関節専門外来とし、松下が担当。効率よく手術症例を増やすため完全予約制と
している。手術は月～金曜日の毎日施行。月曜日はZoomを用いた他施設合同カンファレンスを、火曜日は術
前・術後カンファレンスを、木曜日は抄読会、入院カンファレンスを施行している。関節疾患に関して、膝関
節疾患については、温存可能なものは温存するとの方針の元、関節鏡視下手術や膝周囲骨切り術など関節温存
手術を積極的に施行している。人工関節置換術についても単顆型人工関節や前後十字靱帯温存人工関節置換術
も積極的に導入しており、3D術前計画ソフトを用いて綿密な術前計画を立て、術中は高精度、低侵襲を心掛
け、症例に応じてポータブルナビゲーションを使用している。また、2025年7月よりロボット支援人工膝関節
置換術を開始している。また、PRP（多血小板血漿）を2023年10月より新規導入し、手術回避の可能性も模
索中である。股関節疾患についても同様に高精度、低侵襲を心掛けた人工関節手術を施行している。
外傷については救急医、当直医との連携を密にし、症例数増、早期手術を心掛けている。また、大腿骨近位
部骨折については二次性骨折予防継続管理を2023年4月より新規導入し、受傷後48時間以内の早期手術を目
標に多職種連携の元対応している。また、二次性骨折予防継続管理のオブザーバーとして骨粗鬆症専門医の田
中雅博先生を招聘し、2025年10月より月2回木曜日午後に専門外来を開始している。
日本整形外科学会をはじめ、膝関節学会、スポーツ学会、人工関節学会など専門学会の参加、発表や、手術
見学などを行っている。2024年4月からの働き方改革を受け、当直明けの手術などの業務免除をほぼ全例に行
い、有休休暇をとりやすい環境を整え、男性医の育休も取得させ、働きやすい環境を整えている。

《方針》
■方針・目標
当院は手術を中心とする急性期病院で、スタッフは変性疾患の執刀を、専攻医は外傷の執刀から変性疾患、
専門性の導入を目標に、一丸となり精進している。泉州・南大阪地域の地域機関病院として、紹介患者を広く
受け入れ、可能な限り手術依頼の転院要請を受け入れ、救急受診した外傷症例も日中は初診医、夜間当直中は
待機医が対応し、即時入院や翌日整形外科外来受診を促進し、症例増に貢献している。

《実績》
■活動・統計実績
2025年の手術件数は634件（重複あり）で新型コロナ感染症発症前の2019年の463件と比較し増加とな
り、2024年の511件より増加した。コロナ禍で減少した手術件数はコロナ前以上に増加している。2024年4
月より火曜日に脊椎専門外来を開始し、脊椎手術も再開した。さらに、骨粗鬆症性椎体骨折の低侵襲手術であ
る経皮的椎体セメント注入術（BKP）も再開している。担当医の専門より関節症例は増加している。内訳は以
下の通り。
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■研修・教育実績
当科は日本整形外科学会の専門研修指定病院であり、日本整形外科学会専門医を取得することが可能で
2017年より近畿大学整形外科研修プログラムの関連研修施設となっている。
外傷症例の診断、治療のみならず、関節や脊椎疾患の治療に参画することで幅広い研修を提供している。
現在専攻医2名体制で、外傷症例など執刀は約300例である。執刀医養成病院として研鑽を積むだけではな
く、毎週の抄読会や学会などにも積極的に参加・発表し、最新の知見を深めている。

《今後の展望》
2025年7月より人工膝関節手術専用のロボットを導入し、全関節可動域での内外バランスを術中に骨切り前
に予測する、0.5度、0.5mmの精度で正確な手術、患者本来のアライメントを再現することを重視した人工関
節置換術を施行している。2024年 4月から岡尚宏が赴任し、関節外科を専門に取り組んでいたが2026年3月
で大学に異動となる。4月より脊椎専門の正覚展央が赴任し、毎週火曜日の家村駿輝脊椎専門医とともに脊椎
症例は増加するであろう。上田晃久、専攻医2名は3月で退職するが、新たに3名の専攻医が就任し、外傷症例
の執刀、専門医取得の指導を行っていく。

形成外科

《概要》
■組織・スタッフ
2025年3月末に常勤医の浦川が退職し、4月から9月の半年間は常勤医2名と関西医科大学形成外科学講座か
ら派遣していただいた診療応援医2名とで診療にあたった。10月から常勤医として岡浦が入職し、再び常勤医
3人体制となった。
2025年12月末現在の診療体制は下記の通りである。
（部長）竹本剛司：日本形成外科学会専門医・領域指導医
　　　　　　　　日本形成外科学会皮膚腫瘍外科分野指導医・レーザー分野指導医
　　　　　　　　日本レーザー医学会レーザー専門医
　　　　　　　　日本熱傷学会熱傷専門医
　　　　　　　　日本創傷外科学会専門医
　　　　　　　　日本美容外科学会教育専門医
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　　　　　　　　日本抗加齢医学会専門医
　　　　　　　　関西医科大学臨床教授
（医長）前川恭慶：日本形成外科学会専門医
　　　　　　　　日本抗加齢医学会専門医
　　　　　　　　日本医師会認定産業医
（医員）岡浦　廉 
（診療応援医）益岡弘、櫻井裕章

■診療・業務概要
紹介患者数が前年と比べ減少し、それに比例して手術件数も昨年に比べて減少した。中身を見ると、入院手
術が前年から約20件増加した一方、外来手術（日帰り手術）は約80件減少した。しかしながらこの結果は、
本来当科の担うべき入院治療が必要な症例（侵襲の比較的大きい症例）を紹介いただけているものと解釈でき
る。手術件数が減った分、個々の症例について、よりきめ細やかな治療を行う方向で進んでいきたいと思う。
診療実績ベースでは昨年とほぼ同じか、少し良い成績を上げることができた。

《方針》
■方針・目標
この数年で泉州地区に形成外科常勤医のいる施設が増えてきた。そのため、これまで一定数あった数百床規
模の病院からの紹介が減った。本年地域連携室経由で紹介いただいた患者のほとんどが、当院周辺の医院やク
リニックからのものであった。来年以降もこの傾向は続くと考えられるので、多岐にわたる形成外科的専門的
治療を安全に行うことで、地域からの信頼を得られるよう、さらに診療技術を高めていきたい。

《実績》
■活動・統計実績
2025年の入院手術は、全身麻酔、局所麻酔手術合わせて209件で、昨年の188件から約20件増加した。外
来手術は594件で昨年の671件から約80件減少した。
入院全身麻酔手術件数は112件で、昨年の104件から微増した。
N C D(National Clinical Database)分類による主要項目区分で、「外傷」は昨年より約30件増加し73件、
「腫瘍」は昨年より約1割減少し463件、「瘢痕・瘢痕拘縮・ケロイド」「難治性潰瘍」は昨年とほぼ同数で
あった。また、「レーザー治療」は103件であった。
これらの詳細を表１に示す。

■研修・教育実績
日本専門医機構による新医師研修システムに則り、関西医科大学形成外科専門研修プログラムにおける専門
研修連携施設の一つとして、形成外科専門医の育成にあたっている。特に週に1回手術症例検討会の時間を設
けて、より深く症例を掘り下げながら議論することを心がけている。
また、関西医科大学5回生3名と近畿大学5回生3名の合計6名、延べ18週間の臨床実習を行った。大学病院
では経験できない疾患を中心に学んでもらえるようにプログラムを工夫し、また他職種間の連携など臨床現場
の機動力についても学んでもらいたい。

《今後の展望》
本年10月から常勤医が3名に戻ったことで、マンパワーの不足は解消された。来年は今以上に腰を据えた診療がで
きると考えている。地域医療の拠点病院として当科の果たす役割が大きいことを自覚し日々の診療にあたりたい。
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表１

（院内研修）
　1. 前川恭慶
　　縫合実習
　　外科系レクチャー、2025年7月16日
　2. 前川恭慶
　　創傷治癒について
　　モーニングレクチャー、2025年10月16日

産婦人科

《概要》
■組織・スタッフ
メンバーは一名変更となったが、常勤医師5名で変更はなかった。当直業務については当院でスタッフとし
て勤務経験のある大阪公立大学及び関連病院からの応援医師を中心に確保している。

松本　佳也(部長)：	日本産科婦人科学会専門医・指導医　母体保護法指定医　日本婦人科腫瘍専門医・指導医　
がん治療認定医　日本遺伝性腫瘍学会専門医　臨床遺伝専門医

中川　倫子(医長)：	日本産科婦人科学会専門医・指導医　母体保護法指定医　がん治療認定医　日本遺伝性腫
瘍学会専門医

札場　　恵(医長)：	日本産科婦人科学会専門医・指導医　母体保護法指定医　日本周産期・新生児医学会周産
期専門医　新生児蘇生法「専門」コースインストラクター　日本産科婦人科内視鏡学会腹
腔鏡技術認定医　日本内視鏡外科学会技術認定医　日本女性医学学会女性ヘルスケア専門
医

島崎　郁司(医長)：	日本産科婦人科学会専門医　母体保護法指定医　検診マンモグラフィー読影認定医　日本
旅行医学会認定医

植木　麻友(医員)：	日本産科婦人科学会修練医

■診療・業務内容
週3日の手術日を設定している。常勤医はそれぞれの曜日で外来を担当する。



－ 41－

月・火・金　の外来は1診制で産婦人科外来で当日の緊急症例も含め初診患者に対応する。　水・木　は1
診にて婦人科と初診、2診にて産科を中心に診療している。
木曜午後にゲノム診療室部門として　遺伝性疾患　遺伝性腫瘍　NIPT(非侵襲性出生前遺伝学的検査)　に対
応して　遺伝カウンセリング外来を受け持っている。

《方針》
■方針と目標
当院は公立病院であることを踏まえ　地域社会への貢献が必要である。現在当院が岸和田市で唯一の分娩可
能な病院であること、地域がん診療拠点病院、がんゲノム医療連携病院で大阪府難病診療連携拠点病院である
ことを念頭に診療を行うのが基本方針である。その中でスタッフがそれぞれの個性を伸ばしスキルアップする
ことを目標としている。
婦人科としては、地域医療に貢献するべくHPVワクチン外来を開設した。当院で対応できない部分は、積極
的に子宮頸がんの発生を抑える方向で意見の一致する近隣の産婦人科　小児科を紹介している。婦人科では膣
式手術　開腹手術　腹腔鏡下手術　ロボット支援下手術　子宮鏡下手術を行っている。また悪性腫瘍の薬物治
療としては分子標的薬が標準治療に組み入れられ、腫瘍内科の協力を得て対応している。
地方都市である岸和田市において分娩施設として唯一機能している産科は、医療福祉相談部及び岸和田市の
協力を得て、出産後の養育において支援が特に必要と認められる特定妊婦に市内で唯一対応している。他科と
連携して合併症妊娠にも可能な範囲で対応している。また週1回の助産師外来を設定し　きめ細やかな指導や
対応に配慮している。
ゲノム診療室(遺伝カウンセリング外来) は　がんゲノム医療連携病院の指定条件であり、この部門は産婦人
科で主宰している。遺伝性腫瘍や指定難病を含む遺伝性疾患や NIPT(非侵襲性出生前遺伝学的検査)の診療に
あたり、近畿大学から臨床遺伝カウンセラーの応援を得て臨床遺伝カウンセラーコースの大学院生の指導にも
当たっている。

《実績》
■研修・教育実績
本年は産婦人科修練医　一名を迎え　それぞれの専門性を生かした分野において個々の医師が研鑽を積み、
研修医の教育活動も行っている。今年は日本産科婦人科内視鏡学会認定研修施設の指定を受け、産婦人科医1
名が研修中である。
臨床研修医の教育方針としては、基本的な問診と診察による診断と基本的手技を身につけることを中心にし
ている。内診　経腟超音波検査、開腹手術　腹腔鏡下手術　分娩後の止血縫合処置を実地指導し、カンファレ
ンスでの症例提示やMRI等画像検査の読影などを行っている。

《今後の展望》
当院が岸和田市唯一の分娩取り扱い病院となった。岸和田では産婦人科開業医が多くないので、積極的に市
民や他院の医師との交流を深め　広報活動　医師会行事には積極的に参加して地域内で当科を認知していただ
くが必要があると考えている。
現在　分娩の保険診療化について議論が進んでいるが方針が見えてこないため、新たな取り組みを行いにく
い。2025年には　RSウィルス感染症予防ワクチン　アブリスボ、出生前診断（NIPT）を導入し定着した。
2026年に導入を検討している事項として　産後ケア事業への参入、腹腔鏡下悪性子宮腫瘍手術の導入　妊
娠中絶薬メフィーゴパックの導入、プレコンセプションケアとしての　地域における性教育などの導入につい
て検討している。

■分娩実績・手術実績
ロボット手術は10件前後で安定している。腹腔鏡下手術の増加が目立ち　全体では婦人科手術は200例前後
で安定している。悪性腫瘍手術の一部を腹腔鏡手術に変更し、来年度は腹腔鏡手術を増やす予定である。
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分娩数は　コロナウィルスの影響が小さくなったことと、近隣の産婦人科の医療体制の変化があったことに
より増加し200例を超え増加傾向にある。帝王切開術率は比較的低く抑えられている。

■悪性腫瘍手術
症例数の増加は今のところみられない。本年度から開復で行っていた悪性腫瘍症例の一部を腹腔鏡として行
えるよう準備中である。

小児科

《概要》
■組織・スタッフ
令和7年4月の時点での小児科常勤医師は川崎英史（部長）、井手見名子（主任医長）、黒川智子（医長）
の3名であった。令和7年9月から祝原賢幸（医長）が1名加わり合計4名となった。小児科専門研修連携施設と
して、専門研修基幹施設の京都大学病院から小児科専攻医(卒後5年目)1名（令和7年4月〜9月　平田朋広）、
北野病院から小児科専攻医（卒後3年目）3名（令和7年7月～9月 秋山蒼、令和7年10月～12月田中和音、令
和8年1月〜6月片井悠太）、兵庫県立尼崎総合医療センターから小児科専攻医（卒後4年目）1名（令和7年12
月〜令和8年2月　藤本香）が着任した。
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川崎　英史：日本小児科学会小児科専門医・認定小児科指導医
　　　　　　日本アレルギー学会アレルギー専門医（小児科）
　　　　　　日本小児科学会出生前コンサルタント小児科医
　　　　　　医療機関向け虐待啓発プログラムBEAMS講師
　　　　　　日本医師会認定産業医
　　　　　　日本医療メディエーター協会認定医療対話推進者
井手見名子：日本小児科学会小児科専門医・認定小児科指導医
　　　　　　日本小児神経学会小児神経専門医
　　　　　　日本小児科学会出生前コンサルタント小児科医
祝原　賢幸：日本小児科学会小児科専門医
　　　　　　日本周産期・新生児医学会周産期（新生児）専門医
　　　　　　日本小児科学会出生前コンサルタント小児科医
　　　　　　日本周産期・新生児医学会新生児蘇生法インストラクター
　　　　　　日本新生児育成医学会暫定フォローアップ認定医
　　　　　　日本化学療法学会抗菌化学療法認定医
　　　　　　日本医療機能評価機構医療対話推進者
　　　　　　日本医師会認定産業医
黒川　智子：日本小児科学会小児科専門医
　　　　　　日本小児精神神経学会認定医
　　　　　　子どものこころ専門医
　　　　　　ICD
　　　　　　特別支援教育士
　　　　　　日本小児科学会出生前コンサルタント小児科医

■診療・業務概要
午前診は一般外来を2診体制で行っており、午後診は専門外来を主にアレルギー外来、神経外来、神経発達
症外来、慢性疾患外来、予約外来、予防接種、乳児健診、食物負荷試験を行っている。また、非常勤医師によ
る心臓外来、神経外来を設けている。配分病床は6階西病棟に一般小児15床である。
小児救急については、泉州地域小児救急医療病院輪番に加わり、第1,3,5木曜日（令和7年12月から毎週木
曜日に拡大）、第3,5日曜日準夜帯・深夜帯ならびに第2日曜日日勤帯の小児救急医療を担当している。

《方針》
■方針・目標
泉州地域の中核病院小児科として、小児疾患全般にわたって幅広く診療し、可能な限り当科で対応できるよ
うに努めている。高度・専門医療を要する疾患については大阪母子医療センター、大学病院などの高次の医療
機関に診療を依頼している。

《実績》
■活動・統計実績
2025年1年間（1月～12月）の外来受診患者総数は8,984名で、前年と同程度であった。そのうち時間外救
急受診患者数は1,014名で前年の1,227名より17%減少した。時間外救急受診患者の減少は少子化や近隣小児
科クリニックの先生方のお力添えによるものであると考える。2025年の小児科入院患者数は356名（そのう
ち新生児76名）で前年の339名（新生児55名）より5%増加した。入院患者の増加の要因として輪番体制の変
更ならびに近隣分娩施設の減少などによる分娩数の増加によるところが考えられる。
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2025年の小児科患者の主要集計結果を表1に示した。
2025年の小児科入院患者の主病名分類を表2に示した。

■研修・教育実績
当院初期研修医4名、和歌山医科大学付属病院初期研修医3名が当科を選択され、各4週間の小児科初期研修
をおこなった。
京都大学医学部医学科、関西医科大学医学部医学科1年生の早期体験実習（学外実習）を受け入れた。

《今後の展望》
2025年も、様々な感染症が流行し、入院患者の分布と例年通りとなった。分娩数の増加に伴い新生児の入
院が増加したのが今年の特徴である。小児科スタッフが1名増員となり、救急輪番当直を以前と同様のレベル
まで体制を整えることが可能となった。また増員となった1名が新生児専門医であり新生児関連についてより
一層医療体制として充実したものになって行くことが予想される。これまで通り各人がそれぞれの専門性に特
化した外来を展開することが可能で、小児アレルギー、発達障害、小児神経など特色のある外来を実施してい
る。令和8年も引き続き、小児・周産期急性期医療、救急医療の維持、小児アレルギ－、発達障害、小児神経
など特色ある診療機能の充実に努めていきたい。

《院内研修会など》

　1. 川﨑英史

　　BEAMS stage1

　　虐待対応研修、2025/4/7、岸和田市

　2. 黒川智子

　　抗菌薬について

　　ICT研修会　2025/4/7、岸和田市

　3. 井手見名子

　　小児の蘇生　成人との相違点を踏まえて

　　モーニングレクチャー（2025年度）、2025/9/5　岸和田市

表１　2025年（令和7年）の小児科患者集計
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表２　2025年(令和7年)小児科入院患者(入院356名)の主病名分類

耳鼻咽喉科

《概要》
■組織・スタッフ
常勤医師4人体制で、泉州2次医療圏の耳鼻咽喉科領域の疾患の最終病院として機能していたことは前年度
と同様である。
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梶川　　泰　　副院長：学会 専門医・指導医、日本頭頸部外科学会頭頸部がん専門医・指導医
山田誠二郎　　医長：日本耳鼻咽喉科学会専門医
赤澤　和之　　医長：日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会 専門医・指導医、日本めまい平衡医学会めまい相談医
牧　　亮平　　医長
黒川　雅史　　応援医師：日本内科学会認定内科医、結核・抗酸菌症認定医、日本耳鼻咽喉科学会専門
奥中美恵子　　応援医師：日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会 専門医・指導医、日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会 

補聴器相談医

■診療・業務概要
泉州2次医療圏における耳鼻咽喉科疾患の最終診療科としての役割があると意識しながら診療にあたってい
る。地域からの緊急の受診依頼や入院・手術を必要とする耳鼻咽喉科疾患はほぼすべて受け入れており、なか
でも耳科手術と頭頸部腫瘍手術が得意分野となる。また専門外来として応援医師によって嚥下外来と幼児難聴
外来を設けている。

《方針》
■方針・目標
入院および手術加療が可能な耳鼻咽喉科は泉州2次医療圏において非常な貴重な存在で、当科の役割は耳鼻
咽喉科疾患の最終診療科であると考えられる。そのためには幅広い分野で専門的な治療を行う必要で、専門的
な知識を持った耳鼻咽喉科医が数名常在し、さらに放射線治療科、腫瘍内科、口腔外科、形成外科、緩和ケア
科と連携を深め集学的な診療を行うことが必須である。また、この地区における耳鼻科咽喉科医療の将来をに
なう若手医師の育成も重要な課題となっている。

《実績》
■活動・統計実績
令和7年度は令和6年度と変わらず4人体制のままであった。吉田医師は専門医研修プログラムで奈良医大に
転出したままとなっている。尚、近畿大学医学部耳鼻咽喉科より週2名の非常勤医師の派遣を受けている。手
術は月平均手術件数36件とコロナ禍以前の9割程度に回復した。耳鼻咽喉科領域の手術もそれぞれ領域でバラ
ンスよく行われており順調である。当科は頭頸部がん専門医制度の指定研修施設に認定されており、週1回木
曜日には腫瘍内科・放射線治療科・口腔外科・病理診療科・緩和ケア内科・放射線科・専門および認定看護師
と合同に頭頸部カンファを開催しており、頭頸部がん治療においてより高度な集学的医療を実現している。全
国的に見ても先進的な多職種連携のチーム医療が行えていると自負している。外来診療では紹介患者数は院内
最多で1714件と安定している。また嚥下外来と幼児難聴外来を設けより専門性の高い診療を行えるようにし
ている。以上のように泉州2次医療圏における耳鼻咽喉科疾患の最終診療科であるべく今後も努力していこう
と考えている。

■研修・教育実績
当科は日本耳鼻咽喉科学会研修指定施設であるとともに頭頸部がん専門医指定研修施設に認定されており専
門医の育成を行っている。頭頚部癌の集学的治療についてはキャンサーボードを通して研修指導を行ってい
る。また、耳科手術においても鼓室形成術を中心とした中耳手術に加えアブミ骨手術やめまいの手術などの内
耳手術も積極的に行い指導している。「千亀利耳鼻咽喉科研究会」において地域の先生方と紹介していただい
た症例の検討を年2回開催している。近畿大学医学部からの臨床実習生や非常勤医師の派遣は例年通り受けて
いる。また兵庫医大より常勤医派遣が安定していることは当科としては非常に有意義である。
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《今後の展望》
現在、常勤医は4人制であるが救急対応などさらに余裕のある耳鼻咽喉科診療を目指して5－6人制への増員
を図っていきたいと考えている。

眼科

《概要》

■組織・スタッフ

常勤医師　2名；

園部　智章：日本眼科学会専門医   

西口　馨士

■診療・業務概要

外来は2診体制で行っている。水曜日、金曜日は、外来診察以外に、レーザー治療、硝子体注射などの予約

処置日としている。

月曜に入院手術、火曜、木曜に主に日帰り白内障手術を行っている。

■方針・目標

①難症例の白内障を積極的に受け入れる。

②緊急性のある硝子体手術以外は極力当院にて施行する。

■活動・統計実績

2025年

・白内障手術	 218件

・硝子体手術	 8件

・緑内障手術	 4件

・眼瞼手術	 1件

・その他	 2件

総計	 220件

2025年	 処置件数

・網膜光凝固術	 17件

・YAGレーザー	 9件

・硝子体注射	 196件

《今後の展望・課題》

コロナ禍が明けてきたが、コロナ前ほどに戻っていないのが課題である。

外来は足りない機械や古い機械も多く今後整えて行く必要がある。

外来スタッフを非常勤ではあるが増員できたが、徐々に勤務回数を増やしていく必要がある。

眼科独自の電子カルテの導入も必要である。
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皮膚科

《概要》
■組織・スタッフ
皮膚科の医師は常勤医が徳田一三、中西諒の2名と非常勤医が吉田益喜の1名。
常勤医：徳田一三、中西諒
非常勤医：吉田益喜

■診療・業務概要
外来は常勤医の徳田、中西、非常勤医の吉田（火曜）による2診体制。
木曜日の手術・処置日以外は午前・午後に外来を行っている。入院受け入れ可。

《方針》
■方針・目標
足白癬、慢性湿疹、ウイルス性疣贅、蕁麻疹などのcommon diseaseに関しては近位皮膚科で診てもらうよ
うにする。高齢化に伴い、皮膚悪性腫瘍が年々増加している。当院は地域がん連携拠点病院を掲げているた
め、皮膚科でも皮膚がん患者を受け入れるよう努力する。PET、CT、エコーなど診断に必要な検査も充実して
いる。また、地域の先生方からのニーズが高いアトピー性皮膚炎対する生物学的製剤の使用にも対応してい
る。市民病院皮膚科の常勤医師が不足している南泉州地域から広く紹介がある。2021年度から再び常勤2名体
制になり、柔軟な対応が可能である。

《実績》
■活動・統計実績
皮膚科診療の中核は外来診察である。地域からの紹介患者は年700件を維持し、手術も189件(皮膚生検137
件)と積極的に診療に励み、泉州地域では傑出している。入院患者は主に皮膚悪性腫瘍の手術症例、皮膚感染
症、帯状疱疹、円形脱毛症の入院であった。
今年度は2件、論文を投稿した。

《今後の展望》
2021年度から近畿大学より常勤医師が派遣され2人体制となった。2024年度より専攻医2名体制の診療と
なり、生物学的製剤使用の承認施設を満たさなくなったため、乾癬・掌蹠膿疱症・化膿性汗腺炎に対し生物学
的製剤を導入する際は他院を紹介している。アトピー性皮膚炎、難治性蕁麻疹、結節性痒疹については引き続
き新規導入が可能であることを周知していく。
岸和田徳洲会病院の皮膚科常勤医の減少、その他市中病院での皮膚科常勤医退職などに伴い重症皮膚疾患に
関して当科の需要は増加すると見込まれる。

泌尿器科

《概要》
■組織・スタッフ
令和7年度は昨年と変わらず児玉、松浦、鍋嶋の常勤医師3名体制で診療を行っている。非常勤医は毎水曜
日に小牧医師、毎金曜日に西畑医師が外来診療応援に来て下さっており、休診なく外来診療を継続できてい
る。
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児玉　芳季（部長）：日本泌尿器科学会専門医、指導医、日本泌尿器内視鏡・ロボティクス学会、腹腔鏡技術
認定医、日本内視鏡外科学会技術認定医、泌尿器ロボット支援、手術認定、泌尿器ロ
ボット支援手術プロクター（指導医）認定、日本癌治療、学会癌治療認定医、医学博士

松浦　昌三（医長）：日本泌尿器科学会専門医、泌尿器ロボット支援手術認定　
鍋嶋　優太（医員）：日本泌尿器科学会専門医、泌尿器ロボット支援手術認定

■診療・業務概要
当院は泉州地域の中核病院であり泌尿器疾患全般にわたって対応している。なかでも悪性疾患に対して手術
療法はもとより抗がん剤治療や放射線治療を組み合わせた集学的治療も可能である。また低侵襲検査・治療を
目指しており、軟性膀胱鏡検査、内視鏡手術、腹腔鏡手術、ロボット支援下手術を積極的に行っている。
なお、近隣の病院にない特色としては、尿失禁外来、手術では前立腺肥大症に対するHoLEP（ホルミウム
レーザー前立腺核出術）、ADLが低下している患者や抗血栓薬を休薬できない患者に対するPUL（経尿道的前
立腺吊り上げ術）を行っている。また、大きな腎結石に対する細径腎盂鏡を用いたECIRS（経皮・経尿道的同
時内視鏡手術）を行っている。さらにロボット支援手術については前立腺癌、腎癌、腎盂尿管癌だけでなく、
令和8年1月より筋層浸潤性膀胱癌に対する膀胱全摘除術も導入している。

《方針》
■方針・目標
これまでどおり泌尿器疾患全般に対応することを基本方針とし、検査・治療における新しい機器の更新によ
り外来部門診療体制の充実をはかり、若手医師の研修施設としてふさわしい基幹病院となるように努めてい
く。

《実績》
■活動・統計実績
年間外来患者数のべ13424人、年間新患数508人、入院患者数のべ367人と前年度とほぼ横ばいであった。
手術件数（ESWL除く）は317件と前年度の265件を上回った。尿路結石に対する内視鏡手術（TUL、ECIRS）
の件数が大きく増加したことによるものと考えられる。
手術の内訳を見ると、ロボット支援手術は前立腺が20件、腎癌が5件、腎盂尿管癌が7件と全体としては微
増となった。腹腔鏡手術及びロボット支援手術の合計でも43件と昨年度と比べ微増となった。開腹手術では
膀胱全摘除術が6件（尿管皮膚瘻2件、回腸導管3件、回腸利用新膀胱1件）と増え、尿路内視鏡手術では膀胱
砕石術が14件、経尿道的膀胱腫瘍切除術（TUR-Bt）が73件、HoLEP＋PULが37件、経尿道的腎・尿管結石手
術（TUL）が92件、経皮・経尿道的同時内視鏡手術（ECIRS）が17件と軒並み増加した。体外衝撃波結石破砕
術（ESWL）は10症例に対して施行し、前年度件数（11件）と比較してほぼ横ばいだった。主な外来検査と
しては、前立腺生検が76件と前年度に比べ大幅に増加した。
尿失禁外来は、需要は決して多くはないが、2013年（平成25年）10月から導入された干渉低周波治療器を
用いて、今後も頻尿・尿失禁患者に対する専門外来を継続していく。
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2025年（令和7年1月1日～令和7年12月31日）に施行した主な手術
［副腎・腎・腎盂尿管腫瘍］
　　腹腔鏡下根治的腎摘除術	 8件
　　ロボット支援腹腔鏡下根治的腎摘除術	 5件
　　腹腔鏡下単純腎摘除術	 1件
　　ロボット支援腹腔鏡下腎尿管全摘除術	 7件
　　腹腔鏡下副腎摘除術	 2件
［腎・尿管・膀胱結石］
　　TUL	 92件
　　ECIRS	 17件
　　膀胱砕石術	 14件

［膀胱腫瘍］
　　膀胱全摘除術＋尿管皮膚瘻造設術	 2件
　　膀胱全摘除術＋回腸導管造設術	 3件
　　膀胱全摘除術＋回腸利用新膀胱造設術	 1件
　　TUR-Bt	 73件
［前立腺腫瘍］
　　ロボット支援腹腔鏡下前立腺全摘除術	 20件
［前立腺肥大症］
　　HoLEP	 34件
　　PUL	 3件
［その他］
　　ESWL	 10件

《今後の展望》
これまで通り近隣住民の需要に対し可能なかぎり対応しつつ、当院で治療を完結していくことを目標とし
日々努力していく。
泌尿器悪性疾患については全てロボット支援手術で可能になったため、今後症例数をさらに増やしていく。
また、若手医師の多彩な症例経験を増やすと共に、学会発表や論文執筆等の活動も行っていきたい。

精神科

2024年4月から常勤医が不在となり、非常勤医師による入院対診のみ行っております。
2025年1月～12月の入院対診延べ患者数は426人です。

放射線科

《概要》
年度末に血管造影機器2台の更新を行った。
木寺英太郎医師が第17回日本核医学会久田賞・金賞を受賞した。
次年度はPACS更新予定。CANON（東芝）からFUJI FILMへ。

■組織・スタッフ
堂畑慶之医師が令和7年3月末に退職。
高橋駿介医師が令和7年4月1日に着任。
高橋駿介医師が同年9月から日本医学放射線学会放射線診断専門医を取得。

常勤
魚川　享資：日本医学放射線学会放射線診断専門医
　　　　　　日本核医学会PET核医学認定医
　　　　　　日本核医学会核医学専門医
木寺英太郎：日本医学放射線学会放射線診断専門医
高橋　駿介：日本医学放射線学会放射線診断専門医
藤澤　一朗：日本医学放射線学会放射線診断専門医
（顧問）　　京都大学臨床教授
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■診療・業務概要
画像診断加算２を取得しており、相当の業務を行っている。

《方針》
慢性的な人員不足であるが、質の高い読影を行うことを目的としたい。

《実績》

昨年よりやや全体に検査件数が減少。原因不明。
中長期の推移で見るとDSA, PETの減少が著しいが別要因と考える。

■研修・教育
本院研修医の希望者に研修を行っている。
CT, MRI, 一般撮影の読影を基本としている。
希望があれば核医学も可能である。
本年のローテーターは2週間の研修が1名であった。

《今後の展望》
現状では画像診断加算２の維持は困難である。
病院常勤医の定義に関し事務の柔軟な対応を期待する。
各科協力の下、PET件数を600件/年程度に戻したい。

放射線治療科
《概要》
■組織・スタッフ
2012年度より診療科独立し、常勤医師1名、非常勤医師1名、2015年度より常勤医師1名、非常勤医師2
名、2017年度より常勤医師2名、非常勤医師1名、非常勤医学物理士1名、2019年10月からは、基本的に常勤
医師2名、非常勤医師2名、非常勤医学物理士1名の体制となった。
小倉　昌和：部長。放射線科認定医、放射線治療専門医、日本がん治療認定医機構がん治療認定医（2012年4

月～）
亥埜　亜希：副医長。放射線科認定医（2024年4月～常勤）
渡邊　　翼：京都大学複合原子力科学研究所より非常勤医師として派遣（2019年10月～）
佐藤　玄基：京都大学より非常勤医師として派遣（2022年4月～）
平島　英明：京都大学より非常勤医学物理士として派遣（2019年4月～）

■診療・業務概要
2012年8月に増築・移転した放射線治療室において外来診察ならびに外部照射を実施している。高精度照射
技術となる画像誘導放射線治療、頭部定位放射線治療、体幹部定位放射線治療を順次開始し、2017年より泉
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州地域内で初めて保険診療での強度変調放射線治療（IMRT）を開始した。2018年12月には、去勢抵抗性前
立腺がん骨転移に対するラジウム内用療法を開始した。2024年12月から2025年6月まで、治療装置および併
設システムを更新するため外部照射を休止し、2025年7月4日より当院3代目となる新装置での業務を開始し
た。

《方針》
■方針・目標
1.	 当院は、地域がん診療連携拠点病院であり、その推奨要件となっているIMRTや外来核医学治療（RI内用療
法）を含む放射線治療を実施しており、この体制を維持していく。

2.  外来診察においては、患者への丁寧な説明を行い、納得して治療を受けて頂けることを心がける。治療期
間中だけでなく、治療後も可能なかぎり定期的なフォローアップを行い、治療効果や急性期、晩期の放射
線障害を評価し、対処していく。

3.  近年の高精度化した放射線治療は、複雑で多重な手順により実施される。また、医師、診療放射線技師、
医学物理士、看護師、事務員など多職種がかかわるチーム医療として患者に提供される。事故なく安全確
実に実施するためには、品質管理作業とチーム内連携がきわめて重要である。定期的なミーティングなど
により、コメディカルと綿密にコミュニケーションをとりつつ協働し、治療の質の担保につとめる。

4.	 がん治療において、手術、薬物療法、放射線治療を適材適所に選択したり組み合わせたりして用いる集学
的アプローチが必須であり、他診療科との連携が欠かせない。キャンサーボード等の多診療科多職種カン
ファレンスで、症例ごとのディスカッションに積極的に関与する。

以上の方針・取り組みにより、泉州地域のがん治療に貢献していくことが当科の目標である。

《実績》
■活動・統計実績
2025年7月に外部照射を再開した。新システムに搭載されている、体表面画像誘導照射や多発脳転移に対
する単一アイソセンタ多発標的一括定位照射、といった新規技術を導入した。また、フラットニングフィルタ
を外した高線量率モードの使用により定位照射にかかる時間の大幅な短縮が実現した。照射にかかる装置使用
時間が短縮した分、IMRTのプランQAなど品質管理に使用する時間が確保できるようになったため、IMRTを
積極的に用いて行うことにした。その結果、放射線治療新患数は185人、再治療とあわせたのべ患者数は213
人であり、稼働期間が6ヶ月間であったため、前年より約45％減少したものの、IMRT件数は76人と前年並に
なった（表1）。
研究会・学会での研究発表などの院外活動や多施設共同臨床研究にも参加している。

■研修・教育実績
なし。

■学会発表・講演
なし。

《今後の展望》
新治療装置による安全確実な放射線治療を患者に提供していく。近隣の放射線治療施設において装置更新と
なったり、特定のがん種が診療停止となっているところもあり、当院として可能な限り患者を受け入れてい
く。
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表1

（文責　小倉　昌和）

麻酔科

《概要》
■組織・スタッフ
常勤医6名（谷本、井上、東、黄、上田、高橋）で臨んだ。久しぶりに1年を通じて常勤医師の異動がな
かった。
非常勤医は近大麻酔科から1-3月のみ東方（千船病院）を派遣してもらった。4月以降の非常勤医は、月
曜：湯浅（近大歯科）、火曜：水津（京都医療センター）、宇佐美（歯科麻酔）、水曜：武内（フリーラン
ス）、木曜午後：井上（歯科麻酔）、金曜：伊藤（京大大学院）となった。吉藤（緩和ケア内科）が、2025
年4月から木曜に麻酔科に出張してくれた。
2025年4月1日時点の常勤医は以下の通りである。
谷本　圭司：日本専門医機構認定麻酔科専門医、日本集中治療医学会集中治療専門医
井上麻意子：日本専門医機構認定麻酔科専門医
東　恵理子：日本専門医機構認定麻酔科専門医
黄　　輝広：日本専門医機構認定麻酔科専門医
上田　　圭：日本専門医機構認定麻酔科専門医
高橋　和代：麻酔科専攻医



－ 54－

■診療・業務概要
麻酔科の診療業務のほとんどは手術室で行う麻酔管理である。循環器内科、脳外科、心臓外科の依頼に応じ
てアンギオ室で全身麻酔を行うこともある。麻酔担当医は手術前日に病棟または手術室の麻酔説明室で術前診
察を行う。手術を安全に終えるよう麻酔管理を行い、翌日以降に術後回診を行う。金曜午前には、土日に入院
して月曜に手術を受ける患者を対象に術前外来を行っている。さらに集中治療室をはじめとする他病棟からの
さまざまな応援要請（緊急挿管、抜管支援、ライン確保その他）に応じている。

《方針》
■方針・目標
手術を安全に終えてもらい、早期離床の妨げになる術後の嘔気嘔吐や体動時痛を最小限にする麻酔を心掛け
ている。

《実績》
■活動・統計実績
麻酔科管理件数と診療科別の内訳は以下のとおりである。最下段には当科管理も含めた総手術件数を示し
た。本年も麻酔科管理件数は昨年を超えた。この5年は増加傾向が続いている。本年はとくに整形外科と泌尿
器科の増加が著しかった。

■研修・教育実績
初期研修医1年目5名が4週間、2年目4名が3-4週間研修した。
2018年から救急救命士による気管挿管実習を再開し、今年も岸和田消防の2名を受け入れた。

《今後の展望》
2026年は、1月に上田が産休に入り常勤医数5人で臨むことになる。時短勤務者3人を抱え、そもそも夕方
17時まですべての予定手術を維持できる体制になっていない。予定手術5列をこなすためには非常勤医師1名
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以上は絶対に必要である。京大派遣の非常勤医2名（水津、伊藤）は3月で終了が決まっており、4月以降の京
大からの派遣は未定である。病院は緊急手術の増加を目論んでいるが、今後はマンパワー不足で緊急手術の受
け入れ困難が予測される。

リハビリテーション科

《概要》
■組織・スタッフ
2025年3月末に常勤言語聴覚士1名が定年退職し、4月に常勤言語聴覚士1名が採用された。6月末に常勤
理学療法士1名が退職、同6月に会計年度の理学療法士1名が採用された。作業療法士のうち1名は引き続き産
休となっている。また、10月に常勤の理学療法士が1名補充された。スタッフはリハビリテーション科医師1
名、理学療法士9名、作業療法士5名(産休含む）、言語聴覚士2名、看護師2名（心臓リハビリ）の体制で、急
性期リハビリテーションを担ってきた。
濱西　千秋：リハビリテーションセンター長、医師（日本整形外科学会専門医、日本リウマチ学会リウマチ専

門医、日本脊椎脊髄病学会指導医、日本整形外科学会リウマチ医）
梶原　次昭：技士長、作業療法士（離床アドバイザー、3学会合同呼吸療法認定士、ドライビングセラピス

ト）
村井　謙蔵：主幹、理学療法士
南　　信次：主任、理学療法士（心臓リハビリテーション指導士、心不全療養指導士、3学会合同呼吸療法認

定士）
菅原　弘樹：主任、理学療法士（大阪糖尿病療養指導士、日本糖尿病療養指導士、3学会合同呼吸療法認定

士、リンパドレナージセラピスト、認知症ケア専門士、介護支援専門員、腎臓リハビリテーショ
ン指導士）

久保　侑平：主査、理学療法士（心臓リハビリテーション指導士、認定理学療法士・呼吸、3学会合同呼吸療
法認定士）

勝元　和也：理学療法士（3学会合同呼吸療法認定士、心臓リハビリテーション指導士、心不全療養指導士）
佐田　青空：理学療法士(6月退職)
小松　航平：理学療法士（3学会合同呼吸療法認定士）
佐嶋　義高：理学療法士（3学会合同呼吸療法認定士、日本糖尿病療養指導士、介護支援専門員、認知症ケア

指導管理士、弾性ストッキング圧迫療法コンダクター）
加来　大地：理学療法士(6月採用会計年度)
近藤　翔太：理学療法士（認定理学療法士・循環器・スポーツ・運動器、住環境コーディネーター）（10月

採用常勤）
奥村　彩乃：作業療法士（認知症ライフパートナー）
大竹　征子：作業療法士（園芸療法士資格、ドライビングセラピスト）
中野　堅司：作業療法士（園芸療法士資格、LSVC BIG認定資格、心臓リハビリテーション指導士）
塚本こころ：作業療法士
操野　葉子：主任、言語聴覚士
仲谷　史織：(4月採用常勤)

■診療・業務概要
すべての疾患別リハビリテーションに於いて施設基準Ⅰの認可を受け、急性期病院としての役割を担うべ
く、術後合併症や廃用症候群、認知機能の低下などの予防に向けて、総合的なリハビリテーション施設として



－ 56－

早期介入を推進している。
対象疾患は多岐に渡り、脳梗塞や脳出血などの脳血管疾患、骨折・靱帯損傷や変形性脊椎症・変形性関節症
などの運動器疾患、心筋梗塞や弁膜症などの循環器疾患、心臓血管外科疾患の術後療法、肺炎や慢性呼吸器疾
患などの呼吸器疾患、がん疾患等のリハビリテーションが中心となるが、近年は患者の高齢化に伴い老齢期の
リハビリテーションの比率も高まっている。
また、手術目的の入院患者に対しては患者支援センターと協力して、術前リハビリテーション指導を行い、
円滑にリハビリへの導入と機能回復が得られるよう援助している。

■方針・目標
急性期病院におけるリハビリテーション部の役割として、十分なリスク管理のもと身体機能の回復と生活機
能の維持向上を目指し、積極的な早期離床を図りながらリハビリテーション治療を推進している。
当院は集中治療室入室後早期からリハビリテーションに係るチーム設置と早期離床のシステムを構築してお
り、入室後24時間以内のリハビリテーションを推進している。
外科的治療が必要な患者様には術前・術後早期から廃用症候群によるADL（日常生活動作）低下や術後合併
症を予防し、積極的なアプローチを進めている。また、疾患別リハビリテーションは医師の指示のもと看護師
とリハビリ専門スタッフが協力して、できる限り早い段階でリハビリテーションを行い、在宅復帰を目指して
いる。
医師、看護師、医療ソーシャルワーカーとの合同カンファレンスを充実させ、多職種が連携して治療方針の
決定や情報共有を行い、入院当初から回復期病院を経て在宅復帰に至るまで、適切なリハビリテーションが切
れ目なく提供されるように連携を重視した体制づくりを推進している。
さらに、急性期からのリハビリテーションを行う上で信頼できる安全な医療，根拠に基づく質の高い医療を
提供するために、部署内の勉強会を継続し、各種研修会への積極的な参加を推奨し自己研鑚を怠ることが無い
ように体制を整えている。

■活動・統計実績
理学療法部門は、総患者数18,068人、総単位数25,231単位であった。
作業療法部門は、総患者数7,031人、総単位数9,982単位であった。
言語聴覚療法部門は、総患者数4,473人、摂食嚥下訓練3,155件、言語障害・高次脳機能障害1,445単位・呼
吸リハビリ1,558単位であった。
看護師による心臓リハは総患者数409人、総単位数734単位、外来CPXは45件（入院を含めた合計は64件）
行っている。
2025年は処方数、延べ患者数ともに増加したが、職員に子育て世代が多く、退職・入職による入れ替わり
や産休・育休が重なったことなどが影響し、単位としては少し減少する結果となった。
これは人員の不足により休暇の職員の単位を出勤している職員でカバーできていない状況を反映している。
患者支援センターと協力しながら取り組んできた、入院前術前指導は、主に廃用予防体操、呼吸訓練、筋
力強化訓練、嚥下訓練等の指導を中心に実施した。指導数も2025年は111人であり安定した流れとなってい
る。
また、病院フェスタを11月に経験しチームとしての協力体制がより強固に構築された。

【投稿】
　1. 管原弘樹
　　「肥満症の運動療法」
　　千亀利会会報誌　2025年5月22日
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【実習生受け入れ】
理学療法士の養成校（畿央大学、関西福祉科学大学）より計3名の実習生の受け入れを行った。
作業療法士の養成校（白鳳短期大学、河崎リハビリテーション大学）より計2名の実習生の受け入れを行った。
言語聴覚士の養成校（大阪医療福祉専門学校）より　計1名の実習生の受け入れを行った。

■今後の展望
2025年も療法士の増員は無かったが、患者数は増える一方で、人員不足は慢性的な問題となっている。障
害の重度化や患者の高齢化に伴う介助力の必要性はひしひしと感じる部分であり、マンパワーの充実は喫緊の
課題であるが、患者サービスの低下にならない様に各人が工夫と努力を重ねる所存である。
2026年度は診療報酬改定が予定されており、休日リハへの評価などが盛り込まれているが、どこまで対応
できるかは十分な検討を要する。
変わらず2026年度もリハビリテーションの適応と必要性を吟味して、介入頻度の検討と調整を行いながら
必要な対象者への介入を維持できるよう努力する。
かねてよりの増員希望が認められ2026年度は4月より1名増での運用が叶い、患者サービスの向上と職員の
負担軽減を期待している。
今後も疾患別リハビリテーションの質の向上を目指し、各認定資格取得や学会発表・研修会等にも参加し個
人の専門性を高めていく様努力する。

歯科口腔外科・口腔管理センター

《概要》
■組織・スタッフ
2025年に人員の変更はなく常勤医は紙谷、植埜歯科医師、田中歯科医師、非常勤医に島歯科医師の4人体制
で運営した。口腔管理センターは河野歯科医師が専任で行い、顎補綴外来は伊﨑歯科医師が、顎関節外来は覚
道歯科医師が昨年に引き続き行った。

■診療・業務概要
外来診療は火～金までの午前に3診体制で行っており、初診患者や紹介患者を受け入れている。月曜終日と
木曜の午後は全身麻酔管理での手術、火曜、水曜の午後は局所麻酔下での外来手術を行っている。また、専門
外来として顎補綴外来を月曜の午前（伊﨑歯科医師）、顎関節外来は第1、3、5週木曜の終日と第2、4週木曜
の午後に覚道歯科医師が行っている。口腔管理センターでは地域口腔管理連携パスの患者や入院中のがん患者
の口腔管理を行っている。

《方針》
■方針・目標
歯科口腔外科がある医療機関は少なく、泉州地域の中核病院として口腔外科疾患全般にわたって可能な限り
当科で対応できるよう努めている。がん拠点病院として悪性腫瘍に関しては形成外科、大阪医療センターの先
生の協力で再建が必要な手術も可能であり、腫瘍内科、放射線治療科、耳鼻咽喉科、緩和ケア科などと連携し
て集学的な治療を行っている。顎変形症の手術についても対応している。口腔管理センターにおいては、対象
患者を広げ、より多くの患者の口腔環境の改善に努めていきたい。
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《実績》
■活動・統計実績

口腔管理連携パス症例

　
外来手術症例は61件減少，入院手術症例は13件増加であった。口腔管理連携パスは前年より減少した。

■研修・教育実績
太成学院歯科衛生士専門学校、大阪府歯科医師会付属専門学校、大阪歯科大学医療保健部口腔保健学科、関
西医療学園専門学校から実習生を受け入れている。

《今後の展望》
全身麻酔症例は若干増加したが、内訳として抜歯手術の数が増加しており、悪性腫瘍手術は減少していた。
外来手術も含め手術件数を増やすことはもちろん、悪性腫瘍手術や顎変形症手術を積極的に増やしていきた
い。口腔管理センターにおいては放射線機器の更新に伴い放射線治療が半年間中断していたため、対象患者が
減少し件数が減少したが，啓蒙活動を続け、受け入れる患者の窓口を広げ件数を増やしていきたい。

病理診断科

《概要》
■組織・スタッフ
病理専門医2名からなる体制で診断を行なっている。非常勤医師は、5.5人／週であった。
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■診療・業務概要
患者からの依頼に応じ、主治医・担当医を通して提供された医学的臨床情報と検体から得られる病理組織学
的情報を総合し、治療前最終診断の一助となる病理診断（組織診断、細胞診断、術中迅速診断、病理解剖）を
主に行っている。

《方針》
■方針・目標
病理診断科としては、地方の基幹病院の一つに相応しい病理診断をするように心がけている。医師として患
者に期待されることを専門家として愚直に応えられるよう、患者ごとに丁寧に論理的に考えて診断するように
している。
また、都道府県がん診療連携拠点病院の大阪国際がんセンター、奈良県立医科大学、大阪大学等と連携し、
診断困難例のコンサルテーション、骨髄生検病理診断、遺伝子検査、精度管理等を通して協力を受けている。

《実績》
■活動・統計実績
診断実績は別表の如くであった。本年の診断件数は、2015-2019年の平均と比較し、およそ80％程度で推
移した。しかし、悪性リンパ腫などの、基幹病院が対処すべき重要な疾患（労力と時間を要する疾患、医療資
源を多く必要とする疾患）については、減っている印象を受けなかった。

診断件数（年別、1月1日〜12月31日）

[関連団体・学会]
日本病理学会
日本臨床細胞学会

■研修・教育実績
大阪国際がんセンターにおいて定期的な研修・情報交換を行っている。

《今後の展望》
かつて、当科は泉州地域におけるがん診療の診断における最後の砦として、それに応えるため、誠心誠意、
頑張ってきたつもりであった。現在では、泉州がん診療連携協議会は、当科の知らないうちに、病理部会を設
置していた。このことから、泉州医療圏のがん診療や当院において、当科はあまり重要な役割を果たせていな
かった、少なくとも、意見を聞くに値するほどに価値があると思われていなかったと顧みている。今後は、最
後の砦などとは気負わず、泉州医療圏における基幹病院の一つとして、病理診断を丁寧にすることを目標とし
たい。医療圏は泉州だけではないのだから、今後は、広い視野を持つべき時なのだろう。
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救急センター・救急科

《概要》
■組織・スタッフ
常勤医師は2025年1月から12月までは2名体制だった。2026年1月からは1名体制となる。
非常勤医師（京都大学初期診療・救急医学分野）による1～2日/週の応援を得て診療を行った。
　芝　誠次：日本救急医学会救急科専門医
　北山淳一：日本救急医学会救急科専門医、日本リハビリテーション認定臨床医

■診療・業務実績
岸和田市、忠岡町、貝塚市を中心として、泉州二次医療圏における二次救急医療機関である。救急搬送患者
だけでなく、自己来院患者の診療にも携わっている。
小児科および産婦人科は初期診療より各診療科で診療を行っている。特定の診療科が初期診療を行うべき症
例以外は、救急センターで救急科が初期診療を行い、各々の専門診療科に引き継いでいる。
積極的に研修医指導を行っている。その影響か、2年次研修医3名が選択期間で救急科を選択した。

《方針》
■方針・目標
2次救急病院では、幅広い知識と経験に基づいた診療、既存の診療科の枠にとらわれない診療が求められ
る。
近年では、病院前から急性心筋梗塞や急性期脳卒中への迅速な対応を求められるようになってきている。そ
のような中で、問診、診察、12誘導心電図や超音波画像、ポータブルX線画像、などを駆使したベッドサイド
での病態把握や診断、初期治療を行いながら、ふさわしい専門診療科に引き継いでいく。
帰宅可能と判断した場合、当院の各専門診療科に診察を依頼するだけではなく、かかりつけ医にあてて積極
的に診療情報提供書を作成して報告し、病診連携を強化する。

超高齢化社会、また生涯未婚率の上昇などの社会情勢の変化に伴い、救急搬送された時点で人生の最終段
階と考えられる症例が増加傾向にある。救命のための診断、治療ではなく、アドバンスケアプランニング
（Advance Care Planning：ACP）を行うことで、治療方針だけではなく、最期の時をどこでどのように迎え
るかという方針まで決定する必要に迫られる機会が増加している。患者本人の意思を尊重する、あるいは家族
や知人などとともに推定しながら、方針決定を行っていく。

《実績》
■2025年実績
診療実績
常勤医師2名＋非常勤医師（概ね2日/週）というマンパワー不足のもとではあるが、救急搬送受け入れ数は
（4989）件（2024年）から（4474）件（2025年）と大きく減少した。
その原因としては、①循環器内科医の減少に伴い2025年3月から6月まで緊急処置を行えずにいたこと、②
脳神経外科医の減少（3名から2名）に伴い、日中、夜間を問わず脳卒中超急性期の症例を受け入れられなく
なったこと、③夜間および休日の応需率が50～60％程度と急性期病院としてはあり得ないほどの低下したこ
となどが挙げられる。これらにより、消防機関からの信頼を失ってしまったことが救急搬送受け入れの減少に
つながったと考えられる。
　①に関しては、循環器内科医は再び増加し、心臓血管外科の応援を受けながら24時間365日体制確保でき
た。②に関しては、2026年度の増員を待つことになった。③に関しては、病院長が岸和田市消防局を訪問し
て現状を理解し、幹部会や医局会などを通じて救急応需率を改善させようと取り組みを始めたところである。
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夜間および休日の救急搬送患者の応需率を90％程度に改善させることが急務である。
近隣医療機関からの紹介に関しても、十分に対応できておらず、信頼を失っていると考えられる。
自己来院患者は引き続き減少した。選定療養費徴取の影響が反映されていると考えられる。その結果、「救
急搬送受け入れや入院加療を要する患者の診療を行う」傾向が明らかとなった。急性期病院が担うべき役割を
果たせる方向へ転換できつつあると考える。
常勤医師が1名の時があることや、診療スペースが少ないことなどから、救急搬送の応需率の改善は困難で
あると考えている。
　
初再診受付や地域医療連携室を経由して情報が乏しいまま（診療情報提供書がなく、あるいはトリアージさ
れないまま）救急医に診療を求められることが全く改善しておらず、「何でも救急医に丸投げ」という当院の
多くのスタッフの思考、行動に変容がみられないことはとても残念である。
さらに、訪問診療を行われている患者に関し、診療情報提供書を作成することなく「救急車を呼びなさい」
とだけ指示し、急性期病院の救急部門に患者を「丸投げ」する医療機関が増加している。ほとんど情報がない
ままに診療時間は延長し、診療の質は低下してしまうため、地域医療連携室より関係する医療機関に改善を求
めるよう依頼している。

2026年1月からは再び救急科常勤医師は1名体制となるため、「いつでも、何でも診られる」訳ではなく、
優先順位をつけて診療を行う必要がある。
また、救急搬送の応需率の改善や紹介患者の受け入れに関しては、すべての医師の協力がなければ改善はあ
り得ず、当院の組織、風土の改革が必要であると考えられる。

研修医教育の面では、ベッドサイドでの診断学、診察技法、超音波検査、外傷症例に対する創傷処理や固
定、脱臼整復、法合法などを指導した。時間が限られるが、引き続き研修医に実践的な教育を行っていく方針
である。
救急室内に研修医向けの教科書や雑誌を置き、患者が途切れた隙間時間に知識を増やし、手技の確認を行え
るように心がけている。

2025年3月5日（火）と12月9日（火）に、岸和田三部会（岸和田市消防、岸和田徳洲会病院、市立岸和田
市民病院の三者および葛城病院、藤井病院が参加する症例発表会兼講演会）に参加した。
12月5日には芝が演題発表を行った。「だんじり、外傷、熱中症、それだけですか？」というタイトルで横
紋筋融解症とそれに伴う急性腎障害の診断と治療について講演した
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■学術実績
学術集会参加
芝が日本救急医学会総会・学術集会（2025年10月27日～29日、於：大阪府大阪市、現地参加）に現地参
加した。
北山医師が第28回日本臨床救急医学会総会・学術集会（於：神奈川県横浜市、パシフィコ横浜）に現地参
加し、演題発表（演題名：COVID-19と診断された日に血液培養を採取する意義）した。第62回日本リハビリ
テーション医学会学術集会（2025年6月12日～14日、於：京都府京都市、京都国際会館）に現地参加した。

《今後の展望》
初期治療室を1室から2室に一般診察室を2室から3室に増床するよう、検討中であったが、頓挫している。

日中の自己来院患者に関しては、緊急性の乏しい患者が多いのが現状である。トリアージを行い、緊急性の
乏しい内科系患者は内科系救急当番医師に診療を依頼する（元々のルール）ように変わりつつある。
救急搬送受入数や応需率のさらなる増加を目指すために、診療スペースの確保について検討したい。

ラベルプリンター（検体ラベルを印刷する機械）の不都合により印刷が滞ることが頻繁に生じているため、
新しい機械を導入して、ラベルを貼付したスピッツが出てくるように変更するよう検討中である。
血液ガス分析に関して、「パニック値報告」がなされないことや、「測定できない」ことについても報告さ
れないことが変わらないままであり、救急センターに血液ガス分析装置を設置し、迅速に検査結果を確認して
診療に役立てるよう検討中である。
救急診療の妨げとなる問題が山積みとなっているため、一つずつ改革していく所存である。

透析センター・腎臓内科

《概要》
■組織・スタッフ
2025年度は常勤医1名が新規に赴任し腎臓内科での入院対応を開始、外来非常勤医2名で診療を行った。透
析センターの運営については、非常勤医師に応援を依頼し、主に入院血液透析を中心に月水金曜日に透析を施
行している。
常勤医
清水葉子：内科認定医・総合内科専門医・指導医、腎臓専門医・指導医、透析専門医
外来非常勤医
坂口美佳：内科認定医、腎臓専門医、透析専門医・指導医
倉橋聡司
透析応援医
高橋果里：内科認定医・総合内科専門医、腎臓専門医、透析専門医
中　美紀：内科認定医、腎臓専門医、透析専門医
水崎浩輔
味村泰幸

■診療・業務概要
2025年からは常勤医が1名就任し、入院治療を開始した。慢性期の腎臓病患者の溢水加療、肺炎や脱水に
伴う急性増悪、透析導入等を中心に入院対応を行っている。現時点では腎生検には対応しておらず、近隣の対
応施設に紹介を行っているため、ネフローゼ症候群や腎炎症候群への入院対応は腎生検困難症例等に限られる
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が、少数ながら症状・血清学的に疑いの強いANCA関連腎炎患者の治療も対応した。また他科入院患者の腎疾
患新規発症・合併例にも対応している。

《方針》
■方針・目標
当院は多数の専門科を備えた地域基幹病院であり、他科および地域医療機関との連携を行いながら全身的な
治療を行うことを目指している。今後常勤医が増員した際には診療の幅を広げより地域医療に貢献できるよう
腎生検の開始を検討している。

《実績》
■活動・統計実績
2025年4月1日～2026年12月31日
入院患者数

主な入院病名：
急性腎障害 11 (脱水6、感染3、高Ca血症1、腎後性1)
リウマチ性多発筋痛症1、ANCA関連腎炎1、特発性多中心性キャッスルマン病1
代謝性アシドーシス2
CKDを背景とする溢水 6、CKD 6
ネフローゼ3
低アルブミン血症1

外来患者数
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腫瘍内科

《概要》
■組織・スタッフ
当院常勤医師4名（尾崎智博、野長瀬祥兼、中山智裕、望月翔仁）および非常勤医師2名による診療体制
で、外来診療および入院診療はこれまで通りの運営で行っている。
■診療・業務概要
常勤医4人での診療体制となり、外来診療・入院診療を行っている。診療の中心はがん患者の診療・薬物治
療である。対象疾患は胸部悪性腫瘍、頭頸部腫瘍、消化器腫瘍、胆・膵腫瘍、肉腫などを中心とした固形腫瘍
である。治療方針の決定や治療、緩和ケアを行っている。具体的に、入院化学療法の実施、その副作用に対す
る外来、入院治療、がんの症状緩和を中心とした緩和治療、また、肺癌などの多施設共同臨床試験や治験も
行っている。2015年12月に免疫療法が肺癌に対して承認され、更にはその適応が拡大しており、免疫療法に
よる副作用対策が課題となっている。

《方針》
■方針・目標
腫瘍内科は日本にはまだ少数の科であり、一般市中病院にがん薬物療法専門医が所属して入院、外来診療と
もに本格的に稼働している病院は特に少数である。当院ではがん診療のコーディネーターとして呼吸器腫瘍、
消化器腫瘍、頭頸部腫瘍を中心に関連各科と診断、治療について協力しながらの最適な治療を目指す。当院は
国指定の地域がん診療連携拠点病院であり、放射線治療設備・スタッフおよび緩和ケア病棟設備・スタッフが
そろう病院である。当科としてはこれらの設備を活用し、日本の市中病院における腫瘍内科のあり方のロール
モデルとなることを目指す。

《実績》
■活動・統計実績
外来化学療法の実施件数は年間約2000件のペースで行っている。入院診療としては主病棟である4階東病棟
を中心に合計20床の病床を有している（新型コロナウィルス感染における病棟再編成あり）。がんに関連す
る合併症による緊急入院や、多岐にわたるがん種の化学療法や臓器特異的な症状対応などを行った。肺癌にお
いては多施設共同臨床試験（国際共同試験を含む）を施行し、参加希望し同意された患者さんに対して治験治
療を行った。平成22年10月14日より定期開催している院内キャンサーボードは、隔週木曜日に多職種参加で
行っている。

■研修・教育実績
当科は臓器横断的な診療科であり、加えてがん患者はさまざまな合併症を有することから幅広い内科的知識
が必要である。初期研修医に対しては腫瘍内科である前に内科としての診断、治療の考え方、プレゼンテー
ションの行い方、患者さんへの説明、接遇などを中心にした指導を目標としている。また、処置や手技も診療
の性質上多く、医師として必要な身に着けるべき基本的処置の習得も行っている。

■今後の展望
これまで通りの診療体系および規模を維持しながら、外来数、通院治療センター件数、入院患者数なども増
加させる診療を継続していく。新たながん治療の創生に貢献することも当科の重要な使命であるため、国際共
同臨床研究、他施設臨床研究、治験などに参加し、泉州地区のがん患者に対してより良い最先端の治療を提供
できるよう尽力する。地域からの紹介症例も増加しており、今後も泉州地域における当科のニーズの高まりが
予想される。今年度も病院外への発信も積極的に行うことで、当院のがん診療への関心が深まるよう努力す
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る。

緩和ケア内科

《概要》
■組織
スタッフは常勤医師2名と非常勤医師1名で緩和ケア病棟と緩和ケア外来の診療を行っている。また緩和ケ
アセンターと緩和ケアチームでの活動にも取り組んでいる。
川島正裕：部長。日本緩和医療学会認定医、日本外科学会認定登録医、日本胸部外科学会認定医
吉藤正泰：医長。日本麻酔科学会麻酔科専門医、麻酔科標榜医。2025年日本緩和医療学会専門医試験に合格
牧村ちひろ：非常勤医師。日本緩和医療学会専門医、指導医、日本臨床腫瘍学会がん薬物療法専門医認、日本

内科学会認定内科医、日本がん治療認定医機構がん治療認定医

■診療・業務内容
緩和ケア外来は火曜日、水曜日、木曜日の週3回と緊急時は随時対応している。緩和ケア病棟入棟面談以外
に、痛みなどの身体症状のつらさや、気持ちのつらさを外来で診察対応している。またBSCになり身体症状は
ないが、これからの過ごし方に不安をもつ患者さんのフォローも行っている。最近はがん治療の継続が困難な
症例への意思決定支援やアドバンス・ケア・プランニング（ACP）を実践している。

《方針》
■方針・目標
緩和ケアは、がんを始め、心不全、呼吸不全、肝不全、腎不全など生命にかかわる疾患に伴うさまざまなつ
らさを、身体的苦痛、精神的苦痛、社会的な苦痛、スピリチュアルペインを通じて包括的にアプローチ、治
療、ケアを緩和ケア外来や緩和ケアチームを通じて実践している。保険診療上の制約から緩和ケア病棟では悪
性腫瘍患者の苦痛の緩和を行い、一般病棟に入院中の非がん患者は緩和ケアチームで対応している。

《実績》
■活動・統計実績
外来新規患者数は2024年に比べ17%増加したが、延べ入院患者数は横ばいだった。また入院患者数に占め
る死亡退院の割合が84%で病状が厳しい症例の入院が多かった。
緩和ケアや緩和ケア病棟を市民の方にわかりやすく伝えるために地域向けの広報誌への執筆や講演会で情報
発信を引き続き行った。泉州地域の緩和ケアの普及、がん患者が希望する場所で療養ができるために地域連携
強化を目指し、2016年より「緩和ケアの充実に向けた泉州地域連携検討会」を年に2回開催し、事務局も務め
ている。これまでWED版の緩和ケアマップの作成、アップデート継続。介護職との連携のための研修会の開
催などの活動を例年通り継続した。
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緩和ケア病棟利用状況と緩和外来新患患者の推移	

■研修・教育実績
初期研修1年目研修医は緩和ケア外来と緩和ケア病棟で3週間の実習でがん患者の痛みなどの身体的症状の
評価と治療、がん終末期の患者の変化の観察、患者との対話を通じて患者主体の医療ケアを体験する機会を提
供している。また例年通り緩和ケアの普及のために上智大学グリーフケア研究所で緩和ケア概論の講師を担当
し、緩和ケア研修会の講師・ファシリテータとして参加を継続している。

《今後の展望》
2025年3月末で川島と吉藤が退職のため、緩和ケア医の確保と、新たな体制での緩和ケアチームと緩和ケア
病棟の運営を模索

リウマチ・膠原病内科

《概要》
■組織・スタッフ
令和7年は、常勤医師2名体制で、関節リウマチ、全身性エリテマトーデス、シェーグレン症候群、炎症性
筋疾患、全身性強皮症、血管炎症候群、IgG4関連疾患、成人Still病、自己炎症性疾患など、膠原病・リウマチ
性疾患全般の診療にあたった。外来診療、入院診療、他科紹介患者への院内コンサルト対応を通じ、地域基幹
病院における膠原病診療の中核的役割を担った。
山本　敦弘：日本内科学会認定医
芦田　千聖：日本リウマチ学会専門医

■診療・業務概要
当科では、膠原病・自己免疫疾患全般を対象として、診断未確定例の精査から、診断後の長期管理、再燃時
対応、感染症や臓器障害を含めた全身管理まで幅広く対応している。外来では、関節リウマチや膠原病の継続
加療に加え、発熱、不明炎症、自己抗体陽性、関節痛、皮疹、間質性肺炎、腎障害、神経障害などを契機に紹
介される症例の診断を行った。
入院診療では、膠原病の初発例、再燃例、感染症との鑑別を要する症例、免疫抑制療法導入例、血管炎や膠
原病関連間質性肺炎などの臓器障害を伴う症例に対し、他科と連携しながら診療を行った。腎病変については
腎臓内科、呼吸器病変については呼吸器内科、神経障害については脳神経内科、皮膚病変については皮膚科な
どと連携し、多面的な評価と治療方針決定に努めた。
また、当院で対応困難な高度専門治療、集中治療管理、特殊検査・処置を要する症例については、大学病院
や専門性の高い連携医療機関へ適切に紹介し、紹介後も地域での継続診療を担う体制を維持した。
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《方針》
■方針・目標
膠原病診療では、単一臓器ではなく全身を診る視点が重要であり、また感染症、悪性腫瘍、代謝性疾患、加
齢性疾患などとの鑑別が常に求められる。当科では、病歴聴取、身体診察、基本検査を重視しつつ、自己抗
体、画像検査、病理所見を適切に組み合わせ、過不足のない診断と治療を目指している。
治療面では、ステロイド、免疫抑制薬、分子標的治療薬、生物学的製剤などを患者ごとの病態、年齢、臓器
障害、感染リスク、社会的背景に応じて選択し、安全性に配慮した個別化医療を実践している。
さらに、地域基幹病院の膠原病内科として、膠原病患者の全身管理を担うことに加え、院内各科からの相談
窓口としての役割、研修医・若手医師への教育、診療科横断的な知識共有にも力を入れている。2名体制とい
う限られた人員の中でも、診療の質を維持し、地域医療に継続的に貢献することを目標とした。

《実績》
■活動・統計実績
令和7年における当科の診療実績は以下の通りである。外来・入院ともに、関節リウマチをはじめとする慢
性疾患管理に加え、診断未確定の炎症性疾患や多臓器病変を伴う症例の評価依頼が多く、膠原病内科に求めら
れる診療範囲の広さをあらためて示す一年であった。

【主な対象疾患】
関節リウマチ、全身性エリテマトーデス、シェーグレン症候群、全身性強皮症、多発性筋炎・皮膚筋炎、混
合性結合組織病、ANCA関連血管炎、高安動脈炎、巨細胞性動脈炎、Behçet病、成人Still病、IgG4関連疾患、
再発性多発軟骨炎、抗リン脂質抗体症候群等

【院内連携】
　主な連携診療科：腎臓内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、脳神経内科、皮膚科、整形外科、血液
内科、等
2名体制という制約の中で、一般的な膠原病疾患を幅広く診療し、外来・入院・院内紹介に対応した。関節
リウマチなど慢性疾患の継続加療だけでなく、発熱や炎症反応高値の精査、自己抗体陽性例の診断、間質性肺
炎や腎障害を伴う全身性疾患の評価など、診断的役割の比重も大きかった。
また、高齢患者や多疾患併存患者も多く、免疫抑制療法の適応判断や感染症管理、他科治療との両立など、
総合的判断が求められた。地域の紹介患者を受け入れつつ、専門性の高い医療機関との連携を図ることで、地
域完結型医療と高度専門医療の橋渡し役としての役割を果たした。

■研修・教育実績
研修医、専攻医に対しては、膠原病診療に必要な病歴聴取、身体診察、自己抗体の解釈、鑑別診断の進め
方、ステロイド・免疫抑制薬使用時の注意点などについて、日常診療を通じて指導を行った。特に、発熱、不
明炎症、関節痛、筋力低下、皮疹、腎障害、呼吸器症状など、膠原病を疑う契機となる所見の整理を重視し、
初期対応能力の向上に努めた。
院内カンファレンスや他科との症例検討を通じて、膠原病の全身性、多様性、診断の難しさ、感染症との鑑
別の重要性について共有した。必要に応じて、免疫抑制療法導入時の注意点や、膠原病患者の周術期・感染症
管理などについても院内教育を行った。

《今後の展望》
今後も、地域基幹病院における膠原病内科として、一般的な膠原病疾患全体を幅広く診療しつつ、診断未確
定例への対応、他科横断的診療支援、重症例の初期対応と専門施設への適切な紹介を継続していく必要があ
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る。
高齢化に伴い、膠原病患者においても感染症、悪性腫瘍、フレイル、心血管疾患、腎機能障害などを併せ持
つ症例が増加しており、従来以上に全身管理能力と他科連携が重要になると考えられる。また、生物学的製剤
や分子標的薬の選択肢が拡大する中で、安全性と有効性の両立を図るため、よりきめ細かな患者評価と長期
フォローが求められる。
限られた人的資源の中でも、診療の質を維持し、教育機能を担い、地域に信頼される膠原病診療体制を継続
することが当科の重要課題である。今後も院内外の連携を強化しながら、地域医療への貢献を続けていきた
い。

■刊行論文・著書
該当なし

総合内科

《概要》
■組織・スタッフ
常勤医師1名体制で2024年10月から2025年3月まで外来、入院対応を行った。
山中　秀樹：呼吸器外科専門医、呼吸器専門医、気管支鏡専門医、外科専門医。

■診療・業務概要
総合内科宛て紹介患者様、担当科が不明な症例、紹介状のない症例、ウォークインの救急受診患者様の一
部、あるいは救急搬送患者様の一部、救急患者の後日外来受診症例の一部、などへの対応を行った。

《実績》
■業務実績
2025年1月～3月の外来延べ患者数65人、うち新患数11人であった。同期間の入院延べ患者数203人、新入
院患者数9人であった。

集中治療科

《概要》
■組織・スタッフ
上垣内　敬：日本内科学会認定内科医・総合内科専門医・指導医
　　　　　　日本循環器学会循環器専門医
　　　　　　日本心血管インターベンション治療学会認定医

■診療・業務概要
当院集中治療室は基本的にはCCU 3床、ICU 5床で構成されている。急性心筋梗塞、心不全、不整脈、
ショック、大動脈解離などの循環器科患、心停止、意識障害、呼吸管理の必要な病態 （急性呼吸不全、気管
支喘息重積状態など）、脳卒中（脳梗塞、脳出血、くも膜下出血など）、代謝疾患、腎不全、心臓血管外科・
外科等の術後患者、その他呼吸循環管理が必要な救急患者・重症患者、院内急変患者等が入室する。
施設基準は「特定集中治療管理料4」を取得し、看護体制は2：1、25名の看護師(集中ケア認定看護師、特
定看護師、呼吸療法士、NST専門療法士、心不全療法士を含む)、さらに臨床工学士に医療機器管理・運用、
理学療法士に早期リハビリ、管理栄養士に早期栄養介入、口腔ケアチームに口腔機能管理を依頼し、チーム医
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療を行い可能な加算も算定できている。

《方針》
■方針・目標
集中治療室は入室患者数、患者重症度の波が大きく、各科からの入室要請、救急重症患者、院内急変患者等
の受け入れのため効率的な病床管理が必要です。一般病床との中間施設として2022年5月よりHCU病棟が開
設され運営も軌道にのり、毎朝患者情報を交換しベッドコントロールに努めています。

《実績》
■活動・統計実績
2025年1月より2025年12月末までにICUへ入室した患者は438名であった。

※刊行論文・著書　学会発表　記載なし
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刊行論文・著書

消化器センター・消化器内科
論文

急性膵炎に徐脈性心房細動を併発した一例

宮島 真治、上垣内 敬、高谷 晴夫、山東 剛裕、福永 豊和

日本高齢消化器病学会誌27巻2号 Page60-63(2025.03)

心臓血管外科
Shintaro Yukami, Kosuke Fujii, Rie Shimizu, Takako Nishino, Toshio Kaneda, Yoshio Yamamoto, and Masahiko 

Onoe

Journal of Coronary Artery Disease 2025;31(4)

A Case of a Papillary Muscle Rupture Suspected to Have Been Caused by the Occlusion of One of the Three 

Diagonal Branches

小児科
発表論文 

1.	 Yusuke Ikushima，Katsuya Hirata，Takayuki Iwaibara，Shinya Hirano，Kazuko Wada．

Transition from high- frequency oscillation ventilation to neurally adjusted ventilatory assist in extremely 

preterm infants．

Pediatr Int. 2025; 67:e70189. https://doi.org/10.1111/ped.70189

2.	 諫山哲哉，祝原賢幸，海野信也，菊地範彦，杉浦弘，谷垣伸治，中西秀彦，山下有加，矢本真也，和田友

香．一般社団法人日本周産期・新生児医学会周産期母子医療センター働き方改革調査WG．

JSPNM2024年度周産期母子医療センター働き方改革調査　最終報告書．2025；https://www.jspnm.jp/

uploads/files/guidelines/wsreform_2024.pdf. 

3.	 海野信也，井田孔明，伊藤友弥，伊藤隆一，今井一徳，祝原賢幸，上杉泰隆ら．

「周産期・小児医療提供体制に関する研究」報告．

令和六年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）「大規模災害時におけ

る地域連携を踏まえた更なる災害医療提供体制強化に関する研究」分担研究報告書，2025年

著書 

1.	 祝原賢幸，伊藤友弥，賀来典之，岬美穂，清水直樹．

第4章：災害時に活動する支援チームや各職種の役割・機能を知ろう 2各学会・団体の活動 Ⓖ日本小児科

学会．災害支援における多職種連携 保健・医療・福祉活動の総合調整をめざして．

小井土雄一，石井美恵子編，医学書院，東京，2025年2月

2.	 祝原賢幸．

知る・活用する・実践する；こどもと家族のための災害対策　災害医療に関する制度，団体の取り組み　

④災害時の情報管理と大規模災害対策情報システム（PEACE）；小児科掲示板を含めた活用．

小児看護．来生奈巳子編，へるす出版，東京，2025年6月
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3.	 祝原賢幸．

身近に感じられる新生児領域の診療報酬-NICU入院から退院までの流れで整理！ 特別企画 出生からNICU

退院後まで関わる診療報酬と利用すべき医療制度．

with Neo，vol.38，メディカ出版，大阪，2025年

4.	 祝原賢幸．

身近に感じられる新生児領域の診療報酬-NICU入院から退院までの流れで整理！ 総論．

with Neo，vol.38，メディカ出版，大阪，2025年

5.	 伊東幸恵，竹内宗之，祝原賢幸，平田克弥．NICU・PICUで活躍する臨床工学技士になろう　Ⅱ知ってお

くと役立つ新生児・小児の解剖生理のポイント　

新生児・小児の呼吸器学．Clinical Engineering，vol.36(8)，Gakken，東京，2025年

研究

1.	 令和六年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「大規模災害時における地域連携を踏まえた更なる災害医療提供体制強化に関する研究」  

研究協力者　祝原賢幸

分担研究者　海野信也

研究代表者　小井土雄一

テーマ：周産期・小児医療提供体制に関する研究

皮膚科
論文

1.	 徳田一三，中川浩一，加藤麻衣子，中嶋千紗，中山智裕，大塚篤司

Thymoma-associated multiorgan auto-immunityの1例

西日本皮膚科(2026年度掲載予定)

2.	 徳田一三・中西　諒・中川浩一・中嶋千紗・牧　亮平・大塚篤司

広範な顔面浮腫を呈し，深部浸潤と多発転移を伴った顔面血管肉腫の1例

西日本皮膚科(掲載日未定)

放射線科
Minamoto Y, Sasai Y, Yamashita Y, Yamagami K, Fujisawa I, Kanamoto N

Acute Sheehan Syndrome With Distinctive Arginine Vasopressin Secretion and Magnetic Resonance Imaging 

Findings 

JCEM Case Rep. 2025;11;3(8):luaf13

放射線治療科
1:	 Sakanaka K, Fujii K, Kokubo M, Ogura M, Itasaka S, Sakamoto T, Araki N, Takagi T, Kosaka Y, Okumura S, 

Yamauchi C, Inoo H, Abe H, Ishikawa H, Mizowaki T; Kyoto Radiation Oncology Study Group.

Improvement in Quality of Life and Dysphagia After Palliative External Beam Radiotherapy for Malignant 

Esophageal Stenosis of Esophageal Cancer.

JCO Oncol Pract. 2025 Sep;21(9):1306-1315. doi: 10.1200/OP.24.00429. Epub 2025 Mar 13.
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病理診断科
【英語論文】

1.	 Tomoyuki Otani, Chiyoko Terada-Ikeda, Junpei Koge, Hisao Shimizu, Manabu Matsumoto, Kisaki Amemiya, 

Yoshihiko Ikeda, Keiko Ohta-Ogo, Emi Date, Norishige Iizuka, Akihiko Yoshizawa, Kinta Hatakeyama.

Vegetations and cerebral emboli of non-bacterial thrombotic endocarditis are overwhelmingly platelet-

dominant: a possible histological clue for the diagnosis from an autopsy study.

Cardiovasc Pathol. 2025 Jun 18:107746.

2.	 Norishige Iizuka, Yoshihiko Hoshida, Atsuko Tsujii Miyamoto, Hotaka Shigyo, Akira Nishigaichi, Gensuke 

Okamura and Shiro Ohshima.

Immunosuppressants/Immunomodulators and Malignancy.

J Clin Med. 2025 Jul 21;14(14):5160.

3.	 Takahiro Shiratori, Hiroaki Inoue, Norishige Iizuka.

An Unusual Case of EBV-Positive Lymphadenopathy and Cutaneous Nodules

Indian J Dermatol. 2025 Nov-Dec;70(6):395.

【日本語論文】

1.	 伊達恵美, 畠山金太, 北岡文, 平山寛, 高橋憲一, 飯塚徳重

胸腺腫合併肺癌に免疫チェックポイント阻害薬を投与し, 筋炎・心筋炎を発症した1剖検例

病理と臨床　2025年臨時増刊号

救急科
論文発表

北山　淳一：「COVID-19と診断した日に採取した血液培養の意義」日本救急医学会雑誌
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学会発表・講演

代謝・内分泌内科
1.	 市立岸和田市民病院　代謝・内分泌内科1)　循環器内科2)　

山本翔也1)　山下貴史1)　葉山僚哉1)　杉岡紗千子2)　花岡郁子1)

遷延性低血糖を呈した2型糖尿病の1例

第247回　日本内科学会近畿地方会

2025年3月　京都　ハイブリッド開催

2.	 市立岸和田市民病院　代謝・内分泌内科

山下貴史　葉山僚哉　花岡郁子　 

多剤併用療法からセマグルチド・チルゼパチド単独治療に変更でき、著明な肥満症の改善が得られた2型

糖尿病の1例

第68回　日本糖尿病学会年次学術集会

2025年5月　岡山　ハイブリッド開催

3.	 市立岸和田市民病院　代謝・内分泌内科1)　循環器内科2)　

葉山僚哉1)　山下貴史1)　出原正康2)　花岡郁子1)　

SGLT2阻害剤内服中にCOVID-19に罹患し、糖尿病性ケトアシドーシスを発症した1型糖尿病の1例

第68回　日本糖尿病学会年次学術集会

2025年5月　岡山　ハイブリッド開催

4.	 市立岸和田市民病院　代謝・内分泌内科1)　 耳鼻咽喉科2)　循環器内科3)　 

病理診断科4)　 東北大学医学系研究科　病理診断学部門5)

山下貴史1)　葉山僚哉1) 赤澤和之2)　梶川泰2)　河合喬文3)　塩路圭介3)

伊達恵美4)　山崎有人5)　笹野公伸5)　花岡郁子1)

低酸素脳症により汎下垂体機能低下症を呈した肥満症の2症例

第98回　日本内分泌学会年次学術集会

2025年6月　千葉　ハイブリッド開催

5.	 市立岸和田市民病院　代謝・内分泌内科1)　大阪赤十字病院2）

朝井勇晶1)2)　武呂誠司2）

甲状腺乳頭癌術後にSITSHが出現し、TSH産生腫瘍が明らかになった1例

第98回　日本内分泌学会年次学術集会

2025年6月　千葉　ハイブリッド開催

6.	 市立岸和田市民病院　代謝・内分泌内科1)　 耳鼻咽喉科2)　 血液内科3)　

二階堂祐也1)　山下貴史1)　山本翔也1)　 杉本浩嗣1)　朝井勇晶1)　

山田誠二郎2)　岩田吉生 3)　花岡郁子1)

気道狭窄に対して緊急手術を行い診断された甲状腺原発悪性リンパ腫の1例

第26回　日本内分泌学会近畿支部学術集会

2025年11月　和歌山

7.	 市立岸和田市民病院　代謝・内分泌内科1)　 循環器内科2)　 耳鼻咽喉科2) 

消化器内科3) ゲノム診療科4)

杉本浩嗣1) 山下貴史1)　山本翔也1)　葉山僚哉1) 朝井勇晶1)　岩室あゆみ2)　

赤澤和之 3)　 田中裕一4) 松本佳也1)　花岡郁子1)

ケトアシドーシスを契機に判明したMIDDの1例
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第35回　日本内分泌学会臨床内分泌代謝Update

2025年11月　松本

8.	 市立岸和田市民病院　代謝・内分泌内科1)　腫瘍内科2)　 血液内科3)　 

近畿大学医学部消化器内科4)

久徳佑樹1)　朝井勇晶1)　 山下貴史1)　山本翔也1)　杉本浩嗣1)　

望月翔仁2)　井上宏昭3)　 大本俊介4) 花岡郁子1)

悪性リンパ腫治療後に糖尿病悪化を契機に膵癌と診断した糖尿病の1例

第62回　日本糖尿病学会近畿地方会

2025年11月　大阪

9.	 市立岸和田市民病院　代謝・内分泌内科1)　 耳鼻咽喉科2)　

森本嶺1)　山下貴史1)　 杉本浩嗣1)　朝井勇晶1)　 山本翔也1)　山田誠二郎2)　花岡郁子1)

チアマゾールによる肝障害で手術したバセドウ病の2症例

第250回　日本内科学会近畿地方会

2025年12月　大阪　ハイブリッド開催

消化器センター・消化器内科
1.	 診断に苦慮した十二指腸ブルンネル腺過誤腫の1例

千田 美紀、福永 豊和、池田 智哉、田中 裕一、宮島 真治、高谷 晴夫、山東 剛裕

第123回日本消化器学会総会近畿支部例会、2025年9月13日、京都

2.	 粘膜化腫瘍様の形態を呈した早期胃癌の1例

宮島 真治、池田智哉、合田杏佑、星智子、田中 裕一、高谷晴夫、山東剛裕、福永豊和

第114回日本消化器内視鏡学会近畿支部例会、2025年6月7日、京都

循環器センター・循環器内科
1.	 笹 智樹、杉岡紗千子、河合喬文、田口 護、出原正康、岩室あゆみ、上垣内敬、塩路圭介

AMI の PCI 後に院内で VF となり PCPS 留置したが死亡・その後 WCD 導入の取りくみを行った一例

第23回京都心血管疾患フォーラム2025年1月11日、京都

2.	 出原正康、笹 智樹、河合 喬文、田口 護、岩室 あゆみ、上垣内 敬、塩路 圭介

急性冠症候群患者における急性期積極的脂質管理プロトコルの有用性の検討

第44回 日本心血管インターベンション治療学会 近畿地方会、2025年3月1日、大阪

3.	 福田裕紀、塩路圭介、岩室あゆみ、出原正康、河合喬文、笹 智樹、杉岡紗千子

refeeding 症候群に伴う低カリウム血症・低マグネシウム血症から Torsades de Pointes を呈した一例

第139回日本循環器学会近畿地方会、2025年7月12日、京都

4.	 田村仁彦、福田裕紀、笹 智樹、河合喬文、出原正康、岩室あゆみ、藤井公輔、塩路圭介

unroofed coronary sinus ASD 術後冠静脈起源心房頻拍に対してカテーテルアブレーションを施行した 1 

例

第140回日本循環器学会近畿地方会、2025年12月20日、神戸
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乳腺外科
1.	 吉村吾郎、住吉一浩、梅村定司、櫻井照久、鈴間孝臣

ホルモン受容体陽性/HER2要因性乳癌術後治療における大規模言語モデルChatGPTの有用性の検討

第33回日本乳癌学会学術総会、2025年7月10日-12日

2.	 梅村定司、池田直也、畑和仁、吉村吾郎、櫻井照久、鈴間孝臣

遊離真皮脂肪弁移植による一期的乳房再建後に発生したChronic Expanding Hematomaの1例

第33回日本乳癌学会学術総会、2025年7月10日-12日

3.	 中山智裕、渡邉諭美、住吉一浩、吉村吾

術前化学療法が奏効した腫瘍随伴性Stiff-Person syndrome 合併乳癌の1例

第33回日本乳癌学会学術総会、2025年7月10日-12日

4.	 米川みな子、花木眞里子、金森博愛、萬福充博、亀山伊豆美

腋窩リンパ節の穿刺細胞診で悪性リンパ腫を推定しえた、乳癌と悪性リンパ腫の同時性重複悪性腫瘍の1

例

第33回日本乳癌学会学術総会、2025年7月10日-12日

5.	 鈴間孝臣、櫻井照久、梅村定司、吉村吾郎、櫻井武雄

乳頭温存乳房切除術（NSM）において厚い皮弁作成の工夫により乳頭乳輪部皮膚感覚温存し得た6例

第33回日本乳癌学会学術総会、2025年7月10日-12日

脳神経外科
1.	 内田 拓海、川端 康弘、梶原 基弘、清水 理江、田中 宏衛、川上 理、藤井 公輔

内容:腋窩-腋窩動脈バイパス術後に合併したposterior reversible encephalopathy syndromeについて

日本脳神経外科学会近畿支部学術集会　2025年10月11日　千里ライフサイエンスセンター

呼吸器センター・呼吸器外科
1.	 石原宏弥、森田琢郎、文元聡志、佐藤澄、松本和也、花岡伸治、勝間田敬弘

肺原発多形腺腫の1例

第87回日本臨床外科学会学術集会、2025年11月20日、東京

整形外科
1.	 石原寿真　荻原哲　岡尚宏　上田晃久　松下哲尚

CLAPで投与するゲンタマイシンを過信していいのか

第39回近整会学術集会　2025年1月11日　堺

2.	 岡尚宏、松下哲尚、石原寿真、鶴上隆浩、宮里雅晃、荻原哲、上田晃久、濱西千秋

重度膝痛風結節に化膿性膝関節炎を合併し診断に難渋するもCLAPを併用し治療し得た症例

第48回日本骨関節感染症学会、2025年7月11日、久留米

形成外科
1.	 前川恭慶、益岡　弘、櫻井裕章、竹本剛司　他

魚骨の腸管穿通が疑われた臀部膿瘍の1例

第17回日本創傷外科学会総会・学術集会、2025年7月3-4日、東京
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産婦人科
1.	 松本　佳也　

2025年12月19日　日本人類遺伝学会第70回大会　パシフィコ横浜

Laparoscopic total hysterectomy with bilateral adnexectomy for a client with a pathological germ line 

variant of RAD51D

2.	 2025年12月12日　講演

大阪公立大学医学部/阪神5大学サステナブルがん人材養成プラン

婦人科領域における　がん遺伝子パネル検査とゲノム診療

3.	 中川倫子

2025年11月7日　第7回　南大阪産婦人科手術手技検討会

コメンテーター

4.	 札場　恵

2025年6月8日  大阪府栄養士会の生涯教育研修会

「知っておきたい女性の健康課題について」

2025年7月26日　　NCPR　Sコース　開催　(市立岸和田市民病院)

2025年8月2日　　 NCPR　Sコース　開催　(市立岸和田市民病院)

5.	 島崎　郁司　　

2025年11月16日　令和7年度島根県スポーツ指導者研修会（朱鷺会館　島根県出雲市）

「女性アスリートが抱える疾病等への対応」

小児科
《学会発表》

1.	 井手見名子、黒川　智子、川崎　英史

空手による腹部外傷後に急性腹症として発症した右季肋部の腹膜垂炎の女児例

第128回日本小児科学会学術集会、2025年4月18日、愛知

2.	 井手見名子

短期間に不穏を繰り返した錯乱型片頭痛に対してVPA予防内服を開始した14歳男児

第53回日本頭痛学会総会、2025年11月22日、神奈川

3.	 祝原賢幸

大規模災害時における病院の役割と限界～要配慮者の支援を念頭に～． 

第15回 大阪小児在宅医療を考える会、2025年1月26日、大阪

4.	 三谷裕介，岩﨑秀紀，荒木来太，北野裕之，井上巳香，佐藤仁志，上野康尚，祝原賢幸，今井一徳，和田

泰三．能登半島地震での石川県小児周産期リエゾンによる授乳支援．

第128回日本小児科学会学術集会、2025年4月18日、名古屋

5.	 山田啓迪，稲毛英介，高岡優里，坂口慶太，中林洋介，遠藤明史，祝原賢幸，大山昇一，馬場洋介，工藤

孝広，大塚宜一，東海林宏道．

新型コロナウイルス感染症に伴う小児入院医療機関への影響 -4年間の公開統計分析-．

第128回日本小児科学会総会学術集会、2025年5月19日、名古屋

6.	 Hidehiko Nakanishi，Takayuki Iwaibara，Yuka Sano Wada，Hiroshi Sugiura，Tetsuya Isayama， Nobuya 

Unno．Neonatal Intensive Care in Japan Under “Work Style Reform” Current Realities and Challenges 

Toward Sustainable Practice．
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The 61st Annual Meeting of the Japan Society for Perinatal and Neonatal Medicine

2025.7.13：Osaka，Japan–Korea Joint Symposium

7.	 祝原賢幸，國方徹也，近藤昌敏，清宮綾子，佐藤義朗．

新生児領域における診療報酬の今後の方向性について

第61回日本周産期・新生児医学会学術集会、2025年7月15日、大阪

8.	 和田友香，祝原賢幸，杉浦弘，諫山哲哉，中西秀彦．

新生児医療における働き方改革の現状と課題

第61回日本周産期・新生児医学会学術集会、2025年7月15日、大阪

9.	 林一鷹，木本裕香，田村誠，祝原賢幸，吉田美寿々，平田克弥，野崎昌俊，平野慎也，水島穂波，梅田

聡，奈良啓悟，望月成隆，和田和子．

重度の先天性気管狭窄を有する極低出生体重児に対して保存的管理で低体重での外科的介入を回避できた

1例． 

第61回日本周産期・新生児医学会学術集会、2025年7月14日、大阪

10.	藤尾光，祝原賢幸，吉田美寿々，平田克弥，野崎昌俊，平野慎也，堺大地，野口侑記，奈良啓悟，望月成

隆，和田和子．

VATER連合を合併した総排泄腔遺残症の早産児の一例

第61回日本周産期・新生児医学会学術集会、2025年7月15日、大阪

11.	髙田幸成，平田克弥，祝原賢幸，吉田美寿々，野崎昌俊，望月成隆，林周作，平野慎也，竹内真，和田和

子．

在胎28週未満の超早産児における組織学的絨毛膜羊膜炎と3歳時神経発達予後との関連

第61回日本周産期・新生児医学会学術集会、2025年7月15日、大阪

12.	高久保圭二，平田克弥，木本裕香，祝原賢幸，吉田美寿々，野崎昌俊，望月成隆，平野慎也，和田和子．

在胎27週未満で出生した児の学齢期における神経発達アウトカム：単施設後ろ向きコホート研究

第69回日本新生児成育医学会学術集会，2025年11月13日、横浜

13.	祝原賢幸，小林玲，佐藤義朗．

重症児ケアを進化させるNICU重症児管理料 - 実態調査から見えた課題と展望 -．

第69回日本新生児成育医学会学術集会、2025年11月15日、横浜

14.	小林玲，祝原賢幸，佐藤義朗．

NICU/GCU管理料, 現場とのミスマッチをどう埋めるか - 対象疾患の見直しについて考える -．

第69回日本新生児成育医学会学術集会、2025年11月15日、横浜

15.	黒川智子、井手見名子、川﨑英史

要養育支援妊産婦から出征した児の当院での支援の現状と課題の検討

第9回南大阪小児免疫疾患研究会、2025年2月27日、大阪

16.	黒川智子

外国にルーツがある神経発達症のこどもの困難と支援　環境不適応から抑うつ症状を来し、行動抑制と食

行動障害に対し入院加療した自閉スぺクトラム症の1男児

第134回日本小児精神神経学会、2025年11月7日、大阪

《講演会等》

1.	 川﨑英史

小児アトピー性皮膚炎の治療と対策. 
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和歌山小児科医会学術講演会. 2025年1月11日、和歌山

2.	 川﨑英史

BEAMS stage1

関西電力病院 院内研修. 2025年2月26日、web

3.	 川﨑英史

BEAMS stage1

大阪地方検察庁　研修. 2025年6月13日、大阪

4.	 川﨑英史

BEAMS stage1

福井大学 院内研修. 2025年6月20日、web

5.	 川﨑英史

BEAMS stage1

北野病院 院内研修. 2025年7月10日、大阪

6.	 川﨑英史

BEAMS stage1

高山赤十字病院 院内研修. 2025年7月15日、岐阜

7.	 川﨑英史

BEAMS stage2

大阪地方検察庁　研修. 2025年10月31日、大阪

8.	 川﨑英史

BEAMS stage1

日本子ども虐待医学会WEB. 2025年12月4日、web 

9.	 井手　見名子

市立岸和田市民病院の小児救急の現状と症例報告〜急性腹症を中心に〜

令和7年度岸和田市医師会学術（救急）講演会、2025年9月6日、大阪

10.	祝原賢幸．

新生児集中ケア概論 新生児集中ケア領域における災害対策．

新生児集中ケア認定看護師教育課程、2025年7月1日

泌尿器科
1.	 松浦　昌三、鍋島優太、児玉芳季　　　

びまん性大細胞型B細胞性リンパ腫合併した淡明細胞型腎細胞癌の1例　

第260回日本泌尿器科学会関西地方会、R7年11月21日、吹田

2.	 鍋島優太、松浦昌三、児玉芳季

当院におけるエンホルツマブベドチンとペムブロリズマブ併用療法の初期経験　

第75回日本泌尿器科学会中部総会、R7年11月6日、神戸

放射線科
木寺英太郎医師が第65回　日本核医学総会にて久田賞の受賞講演
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麻酔科
高橋希一、東恵理子、高橋和代、黄輝広、谷本圭司

腰椎手術直後に低髄圧症候群が原因と考えられる全身強直性痙攣が出現した1症例

第71回日本麻酔学会関西支部学術集会、2025年9月13日、大阪

リハビリテーション科
（出前講座）

濵西千秋

「自分で治せる腰痛・肩こり・膝の痛み」

岸和田グランドホール　2025年6月4日　

東岸和田市民センター　2025年7月11日　

東岸和田市民センター　2025年7月18日　

沼町町会館　2025年9月26日　

光陽地区公民館　2025年11月14日

（発表）

1.	 中野堅司

「急性期リハビリテーションの病院ダッシュボードχを用いた分析」

第34回市立岸和田市民病院パス大会　2025年12月4日

2.	 管原弘樹

「糖尿病腎症の運動療法」

世界糖尿病デイ　2025年5月22日

3.	 菅原弘樹（共同演者）

「緩和ケア病棟入院中　がん患者を対象とするOp-rehaガイドを用いた専門的リハビリテーションの有効

性検証のための他施設共同ランダム化比較試験及び観察研究」

JSMO　日本腫瘍学会　2025年3月6日

歯科口腔外科・口腔管理センター
1.	 河野多香子、植埜修司、田中洋充、島　盛隆、紙谷仁之

市立岸和田市民病院口腔管理センターにおける周術期口腔機能管理の現状について

第55回日本口腔外科学会　近畿支部学術集会、2025年7月5日、大阪

2.	 紙谷仁之、植埜修司、田中洋充、河野多香子、島　盛隆

舌に発生した骨髄肉腫の1例

第70回日本口腔外科学会総会、2025年11月14~16日、福岡

3.	 河野多香子、植埜修司、田中洋充、島　盛隆、紙谷仁之

切迫早産を呈した子宮腺筋症合併妊娠患者に対して左側上下顎智歯抜去を施行した1例

第35回口腔内科学会、第38回口腔診断学会、2025年9月5~7日、仙台

病理診断科
1.	 飯塚徳重

Local LLMによる病理診断支援には、アイデアとGPU搭載端末が必須である 
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第114回日本病理学会総会、2025年4月19日

2.	 伊達恵美、飯塚徳重

部門システムDatabaseと連携したFileMakerでの外注検査用帳票印刷システムの開発とタスクシフト

第114回日本病理学会総会、2025年4月19日

緩和ケア内科
講演

1.	 川島正裕

緩和ケアを上手に使いませんか 	

岸和田市生涯学習出前講座．2025.10.22　岸和田市

2.	 川島正裕

「治す」と「和らげる」。がんと上手に付き合い方

市立岸和田市民病院市民講座．　2025.12.6　岸和田市

緩和ケア研修会等　講師・ファシリテータ

1.	 川島正裕

泉州緩和ケア研修会　企画責任者、ファシリテータ　2025.3.1　岸和田市

2.	 川島正裕

岸和田徳洲会病院緩和ケア研修会　「e-learningの復習・質問」講師・ファシリテータ2025.6.14岸和田市

3.	 川島正裕

静岡県立静岡がんセンター緩和ケア研修会　「e-learningの復習・質問」講師・ファシリテータ　

2025.9.6　静岡県

4.	 川島正裕

静岡市立静岡病院緩和ケア研修会　「e-learningの復習・質問」講師・ファシリテータ　2025.10.12　静

岡市

その他、講義

1.	 川島正裕　

先端医療・緩和医療　緩和ケア1,2,3、グリーフケア研究所人材養成講座　資格認定過程

上智大学グリーフケア研究所2025.9.24、10.1、10.8　大阪市



医療技術局の現況と研究研修事項
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薬剤部

2025 年の薬剤部業務
本年の薬剤部年報では、私たち薬剤部が一年を通して取り組んできたさまざまな活動についてご紹介させて
いただきます。
当院の薬剤部は、現在、薬剤師 22 名、医薬品 SPD（Supply Processing and Distribution）4 名、事務員 1
名の計 27名で構成されています。なお、来年 1月からは薬剤師が 1名減となり、21名体制となる予定ですが、
メンバー一人ひとりがそれぞれの専門性を生かし、引き続き力を合わせて医療現場と患者様を支えてまいりま
す。
薬剤部の大切な役割の一つが、入院および外来における調剤業務です。患者様お一人おひとりの病歴や服薬
状況を丁寧に確認し、安心してお薬を使用していただけるよう、日々細やかな配慮を重ねています。また、注
射薬業務においても安全性を最優先に考え、最新の機器を活用しながら、より確実で効率的な運用に努めてい
ます。
病棟では専任の薬剤師を配置し、医師や看護師をはじめとする多職種と連携しながら、患者様にとって最適
な薬物療法を提供しています。入院中のお薬の説明はもちろん、手術前後の不安や疑問にも寄り添い、安心し
て治療を受けていただけるよう支援しています。さらに、抗がん剤の調製や治療計画の管理など、高度な専門
性を要する業務にも積極的に取り組み、患者様が安心して治療に臨める環境づくりを支えています。
また、来年 6月から予定されている診療報酬改定を見据え、病棟薬剤業務のさらなる充実や、薬物療法の質
の向上に向けた取り組みを進めています。現段階においても病院薬剤師への評価は高まりつつあり、これらの
取り組みが薬剤師一人ひとりのやりがいやモチベーションの向上につながることを期待しています。
退院時には、地域のかかりつけ薬局との連携をより一層強化し、患者様が退院後も安心して薬物療法を継続
できる体制づくりに努めています。あわせて、ポリファーマシー対策にも積極的に取り組み、多職種と協力し
ながら、患者様にとって本当に必要な薬物療法の実現を目指しています。
さらに、医療安全への取り組みも薬剤部の重要な役割の一つです。日常業務の中でリスクを見つめ直し、職
員への教育や情報共有を通じて、安全な医療の提供に努めています。加えて、薬学生の実務実習を受け入れ、
将来の医療を担う薬剤師の育成にも力を注いでいます。こうした日々の積み重ねが、患者様や地域医療への貢
献につながることを願っています。
薬剤部一同、これからも「患者様第一」の気持ちを大切にしながら、限られた体制の中でも工夫と連携を重ね、
より質の高い医療を提供できるよう努めてまいります。今後とも、皆様のご理解と温かいご支援を賜りますよ
う、よろしくお願い申し上げます。
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2. 薬剤部業務状況
2.1. 調剤部門
2.1.1. 科別処方箋枚数の推移

2.1.2. 月別処方箋枚数の推移
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2.1.3. 科別院外処方箋枚数
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2.1.4. 科別処方箋枚数（院内・外来）

2.2. 注射部門
2.2.1. 月別返納・破損・請求伝票枚数
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2.2.2. 注射処方箋枚数の推移

2.2.3. 科別処方箋枚数（予約・外来）
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2.2.4. 科別処方箋枚数（常置・外来）

2.2.5. 科別処方箋枚数（定期・入院）
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2.2.6. 科別処方箋枚数（臨時・入院）

2.2.7. 病棟別処方箋枚数（定期・入院）

2.2.8. 病棟別処方箋枚数（臨時・入院）
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2.3. 外来化学療法部門
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2.4. 製剤部門
2025 年　　院内製剤請求伝票枚数

2025 年　　院内製剤　製剤量　月間集計表
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2.5. 医薬品情報業務および服薬指導
2.5.1. 医薬品情報業務

2.5.2. 服薬指導件数（科別）

2.6. その他
2.6.1. 入院予定患者（窓口）持参薬取り扱い件数（曜日別・月別）
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2.6.2. 持参薬依頼表運用による取り扱い件数

2.6.3. 薬剤師外来件数
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2.6.4. 麻薬年間報告書（令和 6年 10月 1日～令和 7年 9月 30日）

2.7.	学会発表・講演等
1.	 宮内実奈絵
岸和田市における薬薬連携の取り組み～がん薬物療法トレーシングレポート作成～ 2025 年　第 35回日本医
療薬学会年会、2025 年 11 月 22日～ 24日、神戸
2.	 中川　雅史
市立岸和田市民病院への外来がん化学療法関連トレーシングレポートの量的変遷についての考察
2025 年　第 35回日本医療薬学会年会、2025 年 11 月 22日～ 24日、神戸
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中央放射線部

《概要》
■組織・スタッフ（2025.12 現在）
診療放射線技師（常勤）	 20 名	 　　　　（男性：16名　女性：4名）
診療放射線技師（再任用）	 1 名	 （男性：1名）
診療放射線技師（非常勤）	 3 名	 （男性：2名　女性：1名）
地域連携画像担当（非常勤）	 1 名

■主な認定及び専門技師数

	

…
■業務概要
近年、公立病院における独立行政法人化や指定管理者制度への移行が全国的に進展しており、泉州地域におい
ても近隣公立病院の建て替えや機能再編が進むなど、地域医療提供体制は大きな転換期を迎えている。
当院においては、建物や一部設備の老朽化という課題を抱えているものの、中央放射線部画像診断センターを
中心に、計画的かつ継続的な検査機器の更新を進めてきた。その結果、最新の医療ニーズに対応可能な画像診
断環境が整備され、高度かつ専門性の高い検査・治療を安定して実施できる体制が構築されている。これによ
り、地域医療機関との連携強化や、急性期から専門的治療まで幅広い診療への貢献が可能となっている。
こうした取り組みの一環として、2024 年末より血管造影装置および放射線治療装置の更新工事を開始した。
血管造影装置については2025年3月に更新を完了し、より高精度かつ低侵襲な血管内治療や検査が可能となっ
た。また、放射線治療装置については 2025 年 7月半ばより稼働を開始しており、治療精度および安全性の向
上に加え、患者負担の軽減にも寄与している。
これらの設備更新により、当院は泉州地域における高度画像診断および放射線治療の中核的役割を担う体制を
一層強化することとなった。今後も、地域医療再編の動向を踏まえつつ、先進的な医療機器の活用と人材育成
を通じて、質の高い検査・治療を継続的に提供し、地域医療への貢献を果たしていく方針である。

《方針》
■方針・目標
医師の働き方改革を踏まえ、タスクシフト／タスクシェアを念頭に置き、告示研修や実地研修への積極的な参
加を継続する。
患者の医療被ばくを低減するため、装置管理および線量管理業務を継続して実施する。
新たな検査への挑戦や医療技術の向上を図るため、学会・研修会などに積極的に参加し、自己研鑽に努める。
加えて、診療に直結する認定・専門技師資格の取得および更新に向けた研修参加を継続し、さらなるスキルアッ
プを目指す。
診療放射線技師が手術室において外科用 C- アームの操作を行うよう求められている。人員の増加は認められ
ないが、可能な限り対応する。
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《実績》
■活動・統計実績
2025 年は各種機器更新の影響で全体の件数が微減となっているが、すでにコロナ前と比較することに意味は
なくなっていると思われる。昨年より放射線治療装置更新がはじまり、7月にようやく稼働したため件数は半
減しているが、月々の件数では 2024 年と同水準にある。また血管造影装置も 2台続けて更新された。懸案で
あった技師の早期習熟も計画的に進めることができたため、予約検査、緊急検査ともに問題なく行うことがで
きた。
CT検査も同水準であり、現状の 2室体制では飽和状態である。件数を増やすには勤務時間延長で対応する他
ない。
新しい業務では、今までは心臓血管外科依頼による手術中の Cアーム操作のみ対応していたが、2025 年より
整形外科手術の立ち合いも始まった。

■臨床治験
本年は、医薬品の臨床試験における画像診断検査の依頼はなかった。

■統計実績



2025 年　一般撮影　検査人数

2025 年　血管造影　検査人数

2025 年　マンモ検査人数 2025 年　骨塩定量　検査人数
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心カテ抜粋
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2025年　放射線治療人数 2025年　放射線治療件数

地域医療

人

高精度照射 （定位照射 SRS,SRT）

人

強度変調治療 IMRT

人

部位別患者数

人 件

2025年　TV　検査人数
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■診療放射線技師 臨床実習生受け入れ
　診療放射線技師養成のための臨床実習病院として、診療放射線技師養成学校 1校から実習生 2名を約 3カ
月間受け入れた。

2025 年　診療放射線技師養成学校よりの臨床実習受け入れ状況

 
《今後の展望》
■以下の項目を達成できるようにスタッフの充実と環境整備を行う。
●医療機器の更新に備えることが課題である。血管造影装置等の更新を受け、新しい人材の育成に引き続き
努める。
●手術室での C- アーム操作を診療放射線技師に依頼されることが増えた。人員の許す限りではあるがより
一層対応する。新しい業務に積極的に取り組む。

■研究会参加や認定資格取得等を積極的に行い、医療従事者として知識・技術の向上に努める。
■法律の改正や市民の意識向上に伴い、医療被ばくおよび従事者被ばくに対する規制が厳しくなり、また関心
も高まっている。従事者は被ばくに対する意識を高め、防護や管理を適切に行い、患者および放射線業務従事
者の被ばく低減に努める。
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中央検査部

《概要》
■組織・スタッフ
中央検査部としての人員枠は正規職員技師 19名と会計年度技師 10名、会計年度看護師 4名の計 33名の
枠として日常業務に従事してきた。
ウィズコロナからアフターコロナ・ポストコロナへと世間は変革してきた。しかし検査部としては検査数や検
査装置に変化はなく、変わらずの人員不足でかなり多忙な日々を過ごしている。しかし患者様や職員の為に日
勤・時間外問わず検査に対応している。

※認定及び専門技師数

■業務概要
中央検査部は、検体検査と生理検査に大別される。検体検査では、尿一般検査、尿沈渣、尿化学検査、血
糖・HbA1c、糞便検査、感染症迅速検査に 3名、生化学検査、免疫検査、輸血検査に 5名、末梢血液一般検査、
血液像、凝固線溶検査、骨髄検査、フローサイト検査に 4名、細菌検査に 4名を配置し、業務を行っている。
今年度より現在勤務している業務以外に他の業務にも参画する為、尿一般検査と生化学・輸血検査、血液検査
と細菌検査が連携して他の業務を行う様にした。これによって各自が 1部署のみでなく多部署の業務が遂行で
きるようになり、少人数での業務の効率化を図ることが可能となりつつある。それに伴い休暇の消化もしやす
くなり計画的な業務が行える。生理検査では、心電図、肺機能、脳波、超音波検査等に 11名を配置し、業務
を行っている。外来採血は、午前 8時から業務を開始し、検査技師 1名、看護師 4名（1名は午前のみ）で
対応している。また、採血室のスタッフは午後より「時間内歩行試験（6MWT）」、尿素呼気試験も担当している。
看護師の負担軽減を目的に入院患者の翌日分採血管準備と検査板の作成を全病棟で実施している。当直業務は、
現在管理職も含めて 16名の技師で対応している。現在も新型コロナウィルス検査は、院内にて 24時間を通
して抗原定量検査を行っている。ＰＣＲ検査においては、救急外来にて入院時などに施行している。今後も地
域の中核病院として救急医療における臨床検査の役割は重要である事をスタッフ一同認識し、的確な情報を迅
速かつ正確に提供できる体制で取組んでいく。

《方針》
■方針・目標
迅速かつ正確な検査情報を提供するために、内部精度管理・外部精度管理の強化（外部精度管理のＤ評価 “0”
を目標）と各検査機器のトラブル防止（定期的なメンテナンスの実施）を重点目標とする。患者サービスの一
環として、検査相談室を活用し、わかり易い検査説明と相談サービスに努める。機器の更新後時間の経過した
ものも多数認めるが、至急項目の検査は検査部到着後 60分を目標にして日々努力している。生理検査におい
ては、原則緊急オーダは断らない事を目標に、予約検査や当日検査に努める。
研修会・学会等へ積極的に参加し、検査技術や知識の向上と専門技師の育成を目指す。適正な在庫管理（試
薬・消耗品）と院内検査と外部委託検査の定期的な見直しを実施し、検査部業務の効率化と経費削減に努める。
パニック値報告に関しては、必ず医師に報告するを原則に、依頼医や各診療科部長、当直責任医師などへの報
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告を徹底している。報告後は検査技師がカルテに報告した項目・値・報告医を必ず記載している。現在はパニッ
ク報告の項目や数値の変更を考えている。

《実績》
■活動・統計実績
2025 年（令和 7年）の中央検査部の総検査件数は 2,454,891 件で対前年比較では、119,324 件の増加であっ
た。検査点数については、総検査点数 90,539,692 点で対前比較では、5,866,880 点の減少であった（資料 1）。
これは外来患者数の減少が一番の原因と考える。
診療科別件数では、循環器内科、消化器内科、呼吸器科、膠原病リウマチ内科、代謝内分泌内科、腫瘍内科、
血液内科、救急科、外科、泌尿器科、腎臓内科という順の検査件数であった。内科系が並ぶ中で外科の依頼件
数が伸びている印象である。（資料 2）。
各部門別検査件数及び点数は、別資料の様に各検査増減していた。（資料 3、4）。
中央検査部が参加している精度管理調査については、令和 7年度も概ね良好な結果であった。外部及び内部
精度管理に関しては、費用が必要になるが日常検査における診断・治療に精度管理は重要であり「臨床検査の
質」を担保するものである。
臨床検査技師養成校の臨地実習については、大阪医療技術専門学校から 2名（4月～ 9月）、関西医療大学
から 2名（9月～ 10月）の学生を受入れた。

■検査項目の採算性検討
臨床検査適正化委員会において採算性の検討を行った。それに伴い試薬消耗品の検討や外注からの院内化及
び院内からの外注化を目指して検討していく。どの項目であっても臨床的には院内検査が望ましいのは理解し
ているが、保険点数より費用がかさむ項目に関しての院内検査は難しい。今後は各項目の年間経費を算出し件
数にて割ると実費用を算出する事が出来るので少しずつでも効率化を目指したい。試薬・消耗品に関しても単
年度単価契約などに協力し、出来るだけコスト軽減に努めている。

《今後の展望》
2025 年は新型コロナウィルス感染症にて落ち込んだ病床利用率の回復のために紹介患者特に地域医療室を
通した紹介がかなり増加した。その為に予約以外の当日至急検査がかなり増加した年である。当日至急や追加
検査が多いという事は検査者的にかなりのストレスをかけてしまうが、患者や紹介元的には何度も行かずにそ
の日に診断治療をする事ができる紹介しがいのある病院ということになる。今後とも全力で迅速な検査に取り
組んでいきたいと考える。今後もさらに充実及び先を読んだ対応を当検査部として目指し実行していく。人員
不足の状態は日常的に続いている。会計年度職員に関しては、継続的な雇用を行っているがやはり高年齢化が
顕著に進んでいる。これを改修するのには、正規職員の増員が課題と考える。そうする事で、日勤⇒当直とい
う24時間勤務を改革することが可能となる。近隣の病院では、早々に二交代勤務を実現している所も散見する。
中央検査部として出来る事はまず適正な臨床検査の実施に取組んでいくこと、ランニングコストの見直しな
どが望まれる。検査項目の重複チェックや項目の減少を中央検査部から臨床に指摘を行える体制の整備を目指
す。入院中の検査は、項目や件数に見直しを進めていきたい。検査の入院外来比率を 3：7程度を目標に取り
組んでいきたい。医師から他職種へのタスク・シフティング（業務移管）についても臨床検査技師で行える業
務・行為を抽出し、具体的な移管方策を検討していく。救急診療の補助として、内視鏡検査の介助、造影超音
波の施行、臨床検査技師ができる病棟業務にも対応できる検査技師の育成など、病院内で中央検査部の立ち位
置を考えながら、運営を目指していきたい。
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病理・細胞診断部

《概要》
■組織・スタッフ
医師１名（病理診断科と兼務）
臨床検査技師（常勤）3 / 4 名（うち、細胞検査士 2名）
臨床検査技師（非常勤）0 / 1 名

■診療・業務概要
病理診断に関わるすべての補助・管理業務と、病理検体を用いる遺伝子検査の準備・管理業務を行っている。
具体例を挙げれば、HE標本作製、細胞診標本作製、術中迅速のための凍結標本作製、免疫染色標本の作製、
特殊染色標本の作製、標本等の貸出業務、診断済みの検体管理、標本管理、解剖補助、凍結標本の管理、外注
検査の管理、貸出検体の管理などである。現在、細胞診のスクリーニング業務、精度管理が求められるHER2
検査、頻度の低い染色、フローサイトメトリー、遺伝子検査、染色体検査等は外注している。

《方針》
■方針・目標
病理業務を以って病理診断・細胞診断に関わり、遺伝子検査の準備・管理業務を以って遺伝子検査に関わり、
患者さんの診療と健康に貢献する。

［基本方針］
1. 基本型に忠実であることを目指す
ここで言う「基本型」とは、きちんとした教科書に載ってしかるべき事柄や規範という意味である。医療は患者
さんを対象とするため定型的でないことがしばしば生じるが、だからこそ、基本となる型が重要になると考える。
2. 一つ一つの業務を大切にする
私達が患者さんにできることは、一つ一つの業務しかない。一つ一つの業務を特定の誰かのためにしている
わけではないが、専門職に値する知識と行動を以って、業務に専念する。このことこそ、患者さんが安心して
病院を利用するために必要なことと考えている。
3. 臨床検査技師の仕事を優先的にできる環境にする
臨床検査技師あるいは細胞検査士としての専門性を伴う仕事に専念できる環境を作っていきたいと考えてい
る。部署内外でのワークフローの見直し、作業環境の改善を慣例に囚われずに絶えず見直している。

《実績》
■活動・統計実績
診断実績は別表の如くであった。

診断件数（年別）
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［関連団体・学会］
日本臨床衛生検査技師会
日本臨床細胞学会
日本病理学会
[ 外部制度管理参加実績 ]
1. 自己採点スライドカンファレンス
　日本臨床細胞学会大阪府支部、細胞検査士会精度管理部
2. 臨床検査精度管理調査細胞検査フォトサーベイ
　日本臨床衛生検査技師会
3. 認定施設精度管理 ( コントロールサーベイ )
　日本臨床細胞学会

《刊行論文》
特になし。

《学会発表》
特になし。

■研修・教育実績
大阪国際がんセンターにおいて、細胞検査士資格認定試験の準備から実務上の相談まで、総合的に協力を受け
ている。

《今後の展望》
病理・細胞診断部は中央診療部門の一角を担う部署であり、病院診療機能を十分に発揮するための基礎を提供
している。そのため、病院の使命とそれに求められる業務内容に相応しい人員の確保と職場環境の整備を進め
る必要がある。また、遺伝子検査の準備・管理業務が増え続け、業務量は増える一方である。本来であれば、
少なくとも 5− 6人の常勤臨床検査技師が必要だと思われるが、現状 4人であり、一部の業務を外注するこ
とにより凌いでいる。一般論として、業務の質や信頼性を求めない、あるいは評価しない組織であれば、とり
あえずなんとかなっているように見えるので、増員の必要性なしと判断されるかもしれない状況である。努力
すると報われない状況に陥っている可能性もあるが、その可能性を検討したところで部署としては対処できる
ことがないのも現実である。
一方、当部門では既存機器の老朽化が進み、機器の故障が絶えない。本来であれば故障する前に定時交換すべ
き機器であっても、病院の方針のため、壊れてから修理になることが多い。故障時に修理不能対象機器である
場合も多い。故障する前に定時的に機器を入れ換えられるように予算の申請はしているが、叶わないのが現実
である。なお、老朽化により 2025 年 6月にバーチャルスライドシステムが停止、2025 年 10 月には病理部
門システムが停止する事態に陥った。それが原因かはわからないが、急遽、それらのシステムを更新すること
になった。
今後も予算不足のため、病理業務の安定供給は不可能である。とりあえずなんとかなっているように見える
のは、スタッフの努力と運が悪くなかっただけである。病院利用者にはご不便をかける可能性はあるが、当部
署としては、今後もスタッフの努力と運で乗り切る以外に術がない。（文責：飯塚　徳重）



－ 109 －

臨床工学部

《概要》
■組織・スタッフ
2025 年 4月のスタッフ構成は、常勤 11名、嘱託 2名、事務員 1名で業務を行っている。

　認定及び専門技士数
4学会合同体外循環技術認定士	 4 名
3学会合同呼吸療法認定士	 4 名
透析技術認定士	 4 名
臨床ME専門認定士	 2 名
心血管インターベンション技師	 3 名
手術関連専門臨床工学技士	 1 名
認定医療機器管理臨床工学技士	 1 名
医療機器情報コミュニケータ	 1 名
不整脈治療専門臨床工学技士	 2 名
植込み型心臓デバイス認定士	 1 名
認定臨床実習指導者	 1 名

■業務概要
ME機器管理業務では、約 1800 台の機器が登録された管理システムを活用し、中央管理機器の貸出・返却
業務をはじめ、機器の保守点検および修理業務を行っている。
また、ME機器の購入時は使用用途や汎用性など考慮し、委員会で審議をしている。
人工呼吸器業務では、使用中点検として毎日ラウンドを実施し、安全な使用環境のサポートを行っている。
心臓カテーテル業務では、ポリグラフの操作や物品の管理も行っている。また、アブレーション業務では、ラ
ボと 3Dマッピングシステムの操作などを行っている。デバイス業務では、ペースメーカの植込み術や外来診
療に携わっている。本年から医師の働き方改革としてタスクシフト /シェアから心臓カテーテルなど循環器内
科関連における分野で清潔業務に参入した。手術室業務では、麻酔器をはじめ様々な周辺機器の始業点検を実
施し、人工心肺装置やナビゲーションシステムの操作、眼科手術装置の操作、手術支援ロボット（da Vinci）
も携わっている。血液浄化業務では、透析センターでの維持透析や白血球除去療法、腹水濾過濃縮療法など、
急性期対応では、集中治療室での持続的血液濾過透析などの血液浄化治療を行っている。

《方針》
■方針・目標
　ME機器の購入方法として臨床工学部運営委員会で検討し、汎用性の機器は関連部門と協議を行い、納得い
く機器購入を目指しコスト削減を目標とした。
　最初の見積額から 5％の削減を目指すため、購入機器については対抗機器を立てた。

《実績》
■活動・統計実績
臨床業務では、デバイスの植込み術の症例件数が年々伸びている傾向にあり、腎臓内科の常勤医が就任したこ
とで、透析件数が増加傾向にあった。
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■活動・統計実績
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■研修・教育実績
より高度な知識・技術の習得さらにチーム医療に貢献するため、学会発表や研修会に参加をした。また、臨床
工学技士養成のための臨床実習病院として、大阪ハイテクノロジー専門学校と藍野大学の実習生を受け入れ教
育指導を行った。

実習受け入れ状況

《今後の展望》
ME機器の購入は、臨床工学技士の介入によりコスト意識を持ちつつ、優先順位を考えながら病院機能に適し
た機器購入を継続的に行う。病棟や手術室や集中治療室での臨床工学技士の必要性をより理解されるよう業務
に努めていく。さらにタスクシフト /シェアで臨床業務の適宜対応に努めていく。
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栄養管理部

《概要》
■組織・スタッフ
栄養管理部部長　1名（代謝・内分泌内科部長）
常勤管理栄養士　4名
非常勤管理栄養士　3名
事務員　1名
各種学会認定　日本糖尿病学会　糖尿病療養指導士 1名
　　　　　　　日本臨床栄養代謝学会　栄養サポートチーム専門療法士 1名

■業務概要
入院時食事療養Ⅰに基づき患者給食の提供を行っている。入院中の食事は治療の一環としてそれぞれの患者の
症状に応じた食事を提供している。季節を感じる食事を召し上がっていただくことを目的とし、年間 12回の
行事食を取り入れている。また、年 2回（夏季・冬季）入院患者に喫食調査を行い、食事の嗜好、給食に対す
るご意見を病院給食に反映させている。
管理栄養士は入院患者個々の状態に応じた栄養管理を行うため、病棟担当制を導入。栄養管理が必要な患者に
対し GLIM基準による低栄養診断を実施、栄養管理計画の立案・実施・評価を行っている。病棟担当管理栄養
士が積極的に関わり、経口摂取不良患者に対して患者への聞き取りや病棟スタッフとのカンファレンスにより、
食事内容を見直し経口摂取増に向けての取り組みや食事相談、栄養指導など栄養介入を行っている。また、重
症患者に対する栄養管理に努め、専任管理栄養士を配置し早期栄養介入管理加算の算定を行っている。
患者が在宅で食事療養ができるよう個人栄養指導を行っている。患者支援センターにおいて術前の栄養指導や
低栄養等の栄養指導を実施するなど、入院前から介入を行っている。必要な患者に対し、入院中・退院後の食
事療養についても介入を実施している。集団栄養指導は「糖尿病教室」にて食生活に関する指導を行っている。
糖尿病患者会「千亀利会」は日本糖尿病協会の支部として会員相互の親睦と健康増進を図ることを目的として
栄養管理部に事務局を置き活動している。

《方針》
■方針・目標
入院中の患者給食は疾病治療の一環として、給食の質向上に努める。また患者サービスの観点からも患者に喜
ばれる食事の提供に努める。
患者個々の状態に応じた栄養管理計画を立案し必要な栄養介入を行っていく。栄養指導や食事相談を充実させ
るとともに、栄養に関する情報を他職種と共有することにより患者の栄養改善に寄与していく。
栄養サポートチーム、糖尿病透析予防、緩和ケアチームに専任管理栄養士を配置している。また褥瘡回診への
参加も行っている。チーム医療の一員として患者の栄養改善や疾病進展予防等に取り組んでいく。

《実績》
■活動・統計実績
1.	 患者給食の提供数（入院時食事療養）＊資料 1
患者給食提供数は延べ 249,742 食で 1日当たり約 680 食提供であった。関係部署と連携して既往歴から特別
食が必要な患者のピックアップを行い、病状に合わせた食事が入院時から提供できる体制を整え特別食の割合
は 40％以上を維持している。
2.	 栄養指導　＊資料 2、図 1、図 2
個人栄養指導は入院・外来を合わせ 1812 件で昨年（1454 件）と比較し増加。がんに対する栄養指導件数は
昨年に引き続き取り組みを強化し、297 件と昨年（265 件）よりやや増加した。外来化学療法室や患者支援



－ 121 －

センター、肥満外来などの栄養指導を積極的に実施し、外来栄養指導は 1052 件と昨年（802 件）より約 1.3
倍増加した。集団栄養は糖尿病教室を入院患者のみ対象として開催した。
3. 早期栄養介入管理加算　＊資料 3
2022 年 12 月から早期栄養介入管理加算（集中治療室）を算定、2025 年 10 月からは早期栄養管理加算（ハ
イケアユニット）の算定を開始した。算定件数は 1276 件（ICU897 件、HCU379 件）であった。その内、
早期栄養管理加算（250 点）818 件、早期栄養管理加算・経腸栄養（400 点）458 件であった。
4. 栄養管理計画書立案件数　＊資料 4
栄養管理計画書の立案件数は入院時 8,129 件、再評価時 8,352 件で合計 16,481 件、昨年（14,885 件）よ
り増加。食事相談やカンファレンスについても 3,246 件と昨年（2,544 件）より介入件数は増加した。
5. 千亀利会事業報告
①　総会　　　　　　　　　　2025 年 5月 22日　　（於）病院講堂　　　　参加者　 5 名
②　秋のレクリエーション　　2026 年春に延期

■研修・教育実績
管理栄養士臨地実習
管理栄養士養成校 4校から延べ 10名の実習生の受け入れを行った。

 

管理栄養士基礎実習
管理栄養士養成校 1校から延べ 3名の実習生の受け入れを行った。

 

《今後の展望》
栄養管理部の取り組むべき課題は、栄養治療の充実や食事サービスの向上である。入院時の栄養
治療の充実においては病院給食が根幹にあり、委託給食会社と協力し給食の質向上に努めていく。
入院患者においては栄養指導や栄養カンファレンス、食事相談等の栄養介入を行い栄養
治療の充実を引き続き図っていきたい。外来患者においては継続的な栄養指導や入院前栄
養指導を実施し、食事療養のサポートを行っていく。チーム医療の参画や多職種との連携
により、患者への適切な栄養管理を実施し、栄養改善や QOL の改善を目指していきたい。

（文責　金谷　幸）

資料１
2025 年　患者給食数
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資料２
2025 年　栄養指導件数

図１．個人栄養指導疾患別割合
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図２．栄養指導件数（推移）

資料３　2025 年　早期栄養介入管理加算算定件数

資料４　2025 年　栄養管理計画書立案件数
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患者支援センター（地域医療センター）

《概要》
■組織・スタッフ
患者支援センター長（医師・顧問）1名
副センター長（看護師・師長）1名
医療福祉相談部：社会福祉士（常勤）6名
看護：看護師（常勤）7名、（非常勤）5名
地域医療連携室：事務員（常勤）2名、（非常勤）8名、手話通訳者（非常勤）1名

■業務概要
患者支援センターは、地域医療連携室・医療福祉相談部・看護・がん相談室（がん相談支援センター）の組織
で構成されている。地域医療連携室では紹介患者の予約調整および返書管理、緊急紹介患者の受け入れ調整、
医療福祉相談部では各種医療・介護・福祉、がんなどの相談対応と入退院・転院支援・調整、看護では緊急入
院のベッドコントロール、MSWと協働した入退院支援・調整、退院前後訪問、初診相談やがん相談などの各
種相談対応、地域連携パスの運用、入院前支援の対応などを実施している。事務・MSW・看護師の 3職種が
連携し、地域の医療機関からの紹介受け入れから退院後のフォローアップと近隣の地域医療機関との連携を含
め、地域医療連携に関する複数の業務を担っている。

《方針》
■方針・目標
地域医療支援病院として紹介率 50％、逆紹介率 70％維持を目標とし、地域医療機関との連携がスムーズにお
こなえるよう調整している。地域医療連携室では当院の登録医となっている医療機関を各診療科部長と共に訪
問して当院に対する要望を確認し、院内へフィードバックするなど、新規紹介患者のスムーズな受け入れ体制
構築の取り組みを行っている。また入院患者がスムーズに次の療養先へ移行できるようMSWと看護が協働し
退院調整を実施している。近隣の医療機関と顔の見える連携を進めるため、後方病院との意見交換も積極的に
行っている。2016 年度より多職種による入院前からの患者支援を開始し、当院へ通院・入院される全ての患
者様への総合支援窓口としての役割を担っている。

《実績》
■活動・統計実績
【地域医療連携室】
　本年も地域医療支援病院として、紹介・逆紹介の推進を強化するための活動に取り組んだ。
〇顔の見える関係作りを強化するため、地域の医療機関訪問を積極的に行っている。2025 年は各診療科医師
と共に 33件、全件で 80件の挨拶訪問を行った。
〇毎月発行している地域連携ニュースを「yori いっ saw」、各診療科特集「sasaL」のデザインをリニューアル。
市民病院の各診療科トピックスを集約した「市民病院 now」も追加発行し広報の強化にも努めた。
〇診療科紹介動画：2025 年はカテーテル室（循環器内科）、放射線治療室の紹介動画を制作。
〇泉州大腿骨近位部骨折地域連携パスの事務局を担当。年３度の会議運営や統計等、泉州二次医療圏での情報
共有や地域連携パスの改訂等の活動を実施。
〇救急患者連携搬送の窓口として各種調整を担当。
〇診療所からの緊急紹介依頼に際し、速やかな受入体制を構築。
〇 ICT 連携においては、診療情報地域連携システム（診療情報閲覧および予約システム）を推進。閲覧同意件
数も増加している。
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〇心不全チーム部会等や各診療科や各部門において新規事業の地域連携サポートを積極的に行った。
〇地域の医療従事者向け講演会を開催し、地域における診断および利用に関する知識の普及・向上や地域医療
連携の推進に尽力した。
〇その他各種地域連携に関わる会議に出席。院内外の多職種連携に係る情報共有を行っている。

《今後の展望》
　地域医療支援病院及び紹介受診重点医療機関として、今後も地域医療連携室の利便性を高め、スムーズな紹
介・逆紹介の推進、地域医療機関との連携強化、広報力の向上、ICT 等更なる地域連携の強化に努めていく。

【医療福祉相談部】
＊地域活動
○岸和田市内 15病院でおこなっている病病連携会議では、療養病棟の見学会を開催。また、高齢者施設と医
療機関での連携上の課題をまとめ、施設部会からの課題を共有した。また、障害者支援相談員より障害者サー
ビスについての講義を依頼し、支援者側との意見交換をおこなった。
〇岸和田市在宅医療介護連携拠点会議の看取りワーキンググループにおいて「意思決定を生活の一部に！」を
テーマに、地域のケアマネジャー、訪問看護師対象の研修会の企画運営に参画した。
〇大阪府難病診療連携拠点病院として府内で開催される難病医療ネットワーク会議の他、泉州 2次医療圏内の
各管轄保健所のネットワーク会議に出席。また、岸和田保健所管轄で難病患者を対象とした就労支援相談会
を随時開催している。
〇認定がん相談支援センターにおいては認定がん相談員 3名を配置し専従、専任、兼任で対応し、面談のモニ
タリングをおこない、国立がん研究センターのコールモニタリング、他院のモニタリングレビュアーの協力
など相談対応の質の担保、向上に努めている。また、岸和田ハローワークの就職ナビゲーターとの協働によ
るがん就労相談、合同患者サロン、講演会などの活動を展開し、地域がん診療連携拠点病院のがん相談員と
しての役割を遂行した。
〇緩和ケア部会の活動として「緩和ケアの充実に向けた泉州地域連携検討会」を開催。泉州 2次医療圏の医療・
福祉の各専門職が参集し、身寄りのない方の意思決定支援、社会的緩和ケアをテーマに研修会の企画・運営
をおこなった。
〇地域の公立病院として、虐待関連、特定妊婦、精神保健、小児在宅医療など、多岐にわたる大阪府、市町村
から依頼される各会議、研修に出席、院内外の多職種と地域の課題について協議し、取り組みに参画している。
〇岸和田市認知症初期集中支援チーム（ローズケアチーム）として自宅や地域の相談機関への訪問をおこない、
地域包括支援センター、地域のサポート医と連携を図った。
〇脳卒中地域連携パス会議に出席。
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《今後の展望》
　患者支援センター看護師とともに、入退院支援を強化しつつ、身寄りのない方やがん患者をはじめとする意
思決定支援、妊産婦の養育支援、虐待事例など社会的背景に問題を抱えるケースに積極的に対応していく。地
域包括ケアシステムの構築に向け、医療介護地域連携や地域連携パス会議など多職種連携を課題とした活動に
参加。院内の認知症ケアチームメンバーとしても、社会背景や退院後の生活者としての課題を共有し、ケア充
実の一助となるよう努めていく。
　緩和ケア部会の活動として「緩和ケアの充実に向けた泉州地域連携検討会」を年 2回開催していたが、運営
メンバーの変更もあり改めて泉州 2次医療圏のがん拠点病院緩和ケア部会にて、今後の活動の方向性について
検討し、継続可能な運営の方法を模索している段階である。院内外の多職種との協働を重視し、患者家族の望
む生活を実現できるよう啓発活動を展開していく。
　がん相談員研修、解決構築アプローチ研修、スーパービジョン研修、中堅者研修など、段階ごとの各専門領
域の研修に参加し、患者家族の福祉に還元できるよう更なる専門的技術の研鑽を継続していく方向である。

【看護】
看護局、医療福祉相談部、地域医療連携室の３職種で構成される多職種のチームで「患者さま・ご家族さま
との話し合いを大切にし、入院される前から退院まで、安心してその人らしい生活が送れるようサポートする」
という合同重点目標を掲げ、地域医療機関や施設等との円滑な連携を図り、患者支援業務の更なる拡大に向け
協働している。
＊入院調整機能：全病棟の空床状況を一括管理し、日中の緊急入院患者の病床調整確保を行う
＊入退院支援・調整機能
・医療ソーシャルワーカーと入院患者の退院支援・調整に関して、情報共有・方針等の確認
・地域医療機関や施設、訪問看護、訪問介護等との退院・転院調整の実施
・各病棟の退院支援ラウンドの実施
・入院時・退院前の合同カンファレンスの調整と参加
・退院前の情報整理と社会資源の活用等については、主治医、病棟看護師、関連する多職種と連携を図り
支援を実施

・予定入院に対する入院前支援の実施（薬剤師による中止薬の確認と薬剤師外来、栄養士による栄養指導、
理学療法士・作業療法士による指導、医療福祉相談の調整、看護師による入院前からのアナムネーゼ聴
取や各種スクリーニング、入退院支援アセスメント）
2025 年 (1-12 月 ) 予定入院に関する入院前支援総数：3492 件

・休日入院に対する麻酔科医師、中央手術室看護師の術前面談の実施
2025 年 (1-12 月 ) 休日入院に関する入院前支援総数：301 件　　　
　　　
【2025 年 (1-12 月 ) 予定入院と休日入院の入院前支援総合計数：3793 件】
・緊急入院パス（大腿骨頸部骨折）の運用
2025 年（1-12 月）の緊急入院パス件数：18件

・救急患者連携搬送の付き添い
2025 年（1-12 月）搬送総件数：	34 件

・転院搬送時の付添い
2025 年（1-12 月）搬送総件数（救急患者連携搬送件数含む）：123 件

＊各種地域連携パス運用推進
がん地域連携パスの患者説明及びデータ管理、各種連携パス（脳卒中、大腿骨頚部骨折、糖尿病、心不
全、口腔管理連携）の推進
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＊外来患者の検査説明
検査項目：胃カメラ、大腸内視鏡、注腸、腹部エコー、気管支鏡、CT、MRI、PET-CT
上記検査説明の 2025 年 (1-12 月 ) 総件数：4492 件

＊総合相談機能
患者・家族・市民の方々からの初診時の症状相談、総合相談、がん相談等の全ての相談業務を、対面、電話、
メールで対応し、総合的な窓口としての役割を担う
上記総合相談の 2025 年 (1-12 月 ) 総件数：2171 件

■研修・教育実績
（学会発表）
 澤近　敦子、咲花　彩、永田　亜弓、小川　結子、篠川　愛実、藤本　乃彩
第 10回院内学術集会
「療養転院調整の業務改善に向けて」（2025/2/14）
 福島　洋子、大家　愛佐子、澤近　敦子
第 10回院内学術集会
「3職種の協働による安全文化の醸成への取り組み」（2025/02/14）
 澤近　敦子
第 16回日本医療ソーシャルワーク学会北九州大会
「なぜ解決構築を学び続けるのか～面接技法を活用した事例の報告」（2025/09/07）

（講演・研修）
1. 西田　志保、咲花　彩、大家愛佐子
第 4回心不全チーム部会勉強会
「紹介受入と入院前支援と退院支援 - 患者支援センターで何しているの？ -」講演 (2025/1/24)
2. 咲花　彩、永田　亜弓
岸和田市地域包括支援センターいなば荘北部　住民啓発セミナー
「がんになっても自分らしく～大切なことを諦めない～」講師（2025/05/29）
3. 大家　愛佐子
地域連携初心者向けセミナー
「前方連携：広報・渉外活動」講演 (2025/5/31)
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4. 大家　愛佐子
全国連携実務者ネットワーク　第 64回全国オンライン連携室
「返書管理が繋ぐモノ～クリニックのニーズに応える 3病院の “ 届ける工夫 ”～」
(2025/8/4)
5. 大家　愛佐子
令和 7年度全国連携ナイトスクール
「連携事務職のホンネ」講演 (2025/8/21)
6. 大家　愛佐子
地域医療ディスカッション～二次性骨折予防～
「泉州大腿骨近位部骨折地域連携パス定例会より - 改訂パス素案紹介 -」
(2025/9/17、2025/9/25、2025/10/2) 市立岸和田市民病院、桜台市民センター
7. 大家　愛佐子
全国連携実務者ネットワーク　第 67回全国オンライン連携室
「連携実務者がちょっと AI 使ってみました〜 ChatGPT、Gemini…一般的な生成 AI を連携業務に活かそう！
〜」(2025/11/6)
8. 大家　愛佐子
二次性骨折予防連携セミナー in 岸和田
「泉州大腿骨近位部骨折地域連携パス定例会の活動～二次性骨折予防標準化への取組み～」講演
(2025/11/13) 波切ホール
9. 澤近　敦子
市民公開講座　がんとの上手な付き合い方
「暮らしの中の緩和ケア」講師（2025/12/06）　　　　　　　　　

（講義・その他）
1. 有井　千恵
福井大学（認定看護師教育課程、大学院生）講師
「呼吸器疾患看護概論」（2025/7/18）
2. 大家　愛佐子
第 17回全国連携実務者ネットワーク連絡会
アイスブレイク・ワーク　ファシリテーター (2025/11/23) 姫路赤十字病院
3. 有井　千恵
出前講座「生活習慣病の予防～『これならできる』健康管理～」
　（2025/6/27、2026/1/20、2026/3/10）
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診療情報管理室（医療マネジメント課）

《概要》
■組織・スタッフ
【医療マネジメント課】
医療計画・診療情報担当　　　正職員 4名
医事サービス担当　　　　　　正職員 1名
診療情報管理室　　会計年度任用職員 5名
（保有資格）
診療情報管理士 6名、医療情報技師 3名

■業務概要
　診療録管理、診療情報統計、DPC 調査及びデータ分析、DPC 統計、クリニカルパス管理、がん登録の運用
管理、臨床指標、入院診療記録の量的・質的点検、診療録貸出閲覧管理、各種コーディング（ICD-10・手術 Kコー
ド・ICD-O-3）、退院サマリー進捗管理、統計データ作成、DPC関連、診療情報管理業務全般、各種データ提供、
公用請求、カルテ開示

《方針》
■方針・目標
2025 年は、診療情報の適切な管理、診療記録質的点検項目の見直しを行い、医療の質や安全性の向上に繋が
るよう努めた。
2026 年は、引き続き診療情報の適切な管理を行い、病院運営の一助となるよう努めていきたい。

《実績》
■業務実績

■活動実績
・2025 年度 JROAD「レセプト及び DPC データを用いた循環器疾患における医療の質に関する研究」事業へ
の調査協力
・2025 年度 J-ASPECT Study「レセプト情報等を用いた脳卒中、脳神経外科医療疫学調査」への調査協力
・国立がん研究センター「院内がん登録とDPCを使ったQI 研究（2023 年症例）」への調査協力
・大阪府「がん登録を基盤とするリアルワールドのがん医療への影響調査」への調査協力
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診療業務支援室

《概要》
■組織・スタッフ
医師の事務的な業務を補助する中央化された部門。スタッフは 28名。

■業務概要
診断書作成補助、救急医療情報入力補助、NCD等症例登録補助、オーダ代行入力、退院サマリー代行入力、キャ
ンサーボード、医局会、CPC 準備、診療科業務補助、チーム医療サポートなどを行っている。

《方針》
■方針・目標
病院勤務医の負担軽減を目的に、精度の高い医師事務作業補助を目標としている。

《実績》
■業務実績
　① 書類作成補助件数（2025 年 1月 1日～ 12月 31日）

　② 症例登録補助件数（2025 年 1月 1日～ 12月 31日）

　③ 救急医療情報入力補助件数　　4,672 件（2025 年 1月 1日～ 12月 31日）
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医療安全管理室

《概要》
■組織・スタッフ
急性期病院として安全でかつ質の高い医療を提供することができるよう、安全管理の側面から活動すること
を目的に設置された部門である。

■活動概要
医療事故の発生予防に重点を置き、本院における 3b以上の重大事故発生の低減をめざし、患者の安全およ
び職員の安全確保のための取り組みと、医療事故発生時における対応を行っている。

《方針》
■方針・目標
医療従事者には、患者の安全を確保するための不断の努力が求められている。さらに、日常診療の過程にい
くつかのチェックポイントを設けるなど、単独、あるいは重複した過ちが、医療事故というかたちで患者に実
害を及ぼすことのないような仕組みを院内に構築することが重要である。
医療従事者の個人レベルでの事故防止対策と、施設全体の組織的な事故防止対策の二つの対策を推し進める
ことによって、医療事故の発生を未然に防ぎ、患者が安心して安全な医療を受けられるよう整えることを安全
管理の指針としている。そこで、「職員の安全意識を高め3b以上のアクシデントを低減する」ことを目標とした。

《実績》
■活動実績
1. 報告制度

1) 年度別報告件数
年々報告件数を伸ばし、2025 年度は
7,302 件と前年度をさらに上回った。
報告文化を有する医療機関は、報告件数の
少ない施設よりも安全であると「WHO患
者安全カリキュラムガイド」に示されてい
る。報告件数の増加は、職員が「報告の意義」
を正しく理解し、安全意識が高まってきて
いる証しである。加えて、未然に防止でき
たレベル 0（ポジティブ）報告が総報告件数の約半数（48%）を占めており Sefety Ⅱ（物事がうまくいっ
た事例から学び、その成功を増やす考え方）といった安全に関する考え方も、院内に浸透してきているこ
とが示唆される。今後も、これを維持するために、安全管理部門として、提出してくれた事例を大切に取
り扱い、報告者や報告部署が、報告した事例が改善につながったことを実感し、自らの報告が医療安全の
向上に寄与していると感じられるような取り組みを進めていきたい。

2) 各局別報告割合
年間報告件数に占める各部門の割合は、看護局（71.4%）と医療技術
局（16.4%）で全体の 88% を占めていた。続いて事務局（8.0%）、医
療局（4.1%）、であった。医療局からの報告割合は前年度の 3.8% から
増加したものの、全日本病院会発行のデータにおける医師の平均報告
割合 5.24% を下回っている。医療安全活動の推進には多職種からの報
告が重要であり、特に医師からの報告促進については引き続き取り組
む必要がある。
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3) 各局別　職員一人あたりの平均年間報告件数
局別の「職員一人あたりの平均年間報告件数」を右図に示す。医療局は年度

による変動は見られなかったものの、看護局を除く全ての局で増加した。

なお、看護局は前年度より減少したが 13.4 件 / 年と目標値である 10件 /

年を上回った。報告システムは、個人の責任追及ではなく、患者の安全対

策や組織の責任対応を目的とし、全職員に報告実績が求められている。次

ページには、各科および各部署の職員一人あたりの報告件数をグラフに示

す。各科や部署間で報告件数に差異が生じており、全く報告がない科もあ

るのが現状となっている。「格差のない報告の文化」の醸成が課題である。

今年度、重要課題としていた「研修医一人あたり年間 10件以上の報告を

する」については、全ての研修医が目標を達成した。

4) 転倒・転落に関する報告
入院患者の転倒・転落発生率は、入院患者の    安全を担保する

ための重要な指標となる。発生を 0にすることは難しいが、

可能な限り発生を防ぎ、発生しても患者への影響を最小限に

することが重要である。

2025 年度も、多職種で構成された転倒・転落予防チーム「転

ばさん隊」がチェックシートを用いた環境ラウンドの実施、

発生時対応への速やかな介入による再発防止に取り組むなど、

積極的に活動を行った。加えて、患者自身にも筋力低下を自

覚し、自ら予防に努めてもらえるよう「ハンドクリップによる筋力低下の早期発見と患者自身の自覚促進」に

も取り組んだ。日本病院会QI プロジェクトが出す 2024 年度の一般病院においての全国平均は、転倒・転落発

生率は 2.93‰、3b 以上の受傷事例発生率は 0.06‰であり、当院のいずれの発生率も平均より減少を認め、特

に 3b 以上の発生率は 0.02‰と大幅に下回った。超高齢者や併発疾患の多い患者を積極的に受け入れる当院に

おいて、 「転ばさん隊」の活動と現場での努力が重要ではあるが、今年度に引き続き患者・家族とのパートナー

シップも有効に活用し 3b以上のアクシデントの低減に努める。

2. 安全管理ラウンド

・各部署・部門の安全行動に対する意識格差をなくすため「院内⑩の安全行動」について

・不遵守防止対策のため「まぁ、いいか！不遵守メソット」を活用し各部署の現状について

・院内自死防止のホットスポット対策（開窓ストッパー等）の確認について

・転倒・転落予防について

・前年度に取り組んだ 5S 活動の継続状況について

・物的環境について

・風化防止対策のため「今日は何の日」メール配信し、その後の周知状況について

以上、ラウンドチームを編成し積極的に実施した。ラウンド結果は、現場スタッフへの直接フィードバックや「ラ

ウンド結果とフィードバックコメント」「ラウンド通信」「転ばさん隊通信」等として電子カルテに掲載し周知した。

3. 5S 活動

単なる美化活動としてではなく作業環境を整え効率性や安全性を高め

気持ちよく業務遂行できるよう、25の部門・部署で 5S 活動に取り組み、

今年度で 11回目を迎えた。その成果を、院内学会でポスター掲示し投

票を行った。
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4. 医療安全確保のための業務改善
各部局で医療安全確保のための業務改善目標と具体的計画をあげ取り組んだ。

5. 安全管理研修の開催
1) 令和 7年度（2025 年度）　医療安全管理関連研修
年度内で計 30回の研修を開催し、延べ参加人数は 4,398 人であった。
2) 安全管理研修（全職員対象の研修）
・テーマ 1：愛され先生の廊下の歩き方

方法：S-QUE 研究会 e- ラーニング
解説：Wマコト 中山真／中原誠

・テーマ 2：身体拘束最小化チーム×医薬品安全管理研修
1部：急性期病院における身体拘束ゼロ病棟達成に向けて
方法：作成動画
講師：身体拘束最小化チーム

2部：“ 眠らせる ” ではなく “ 守る ” ために ～レセプトデータで読み解く地域医療の処方傾向～
方法：外部講師を招き、対面研修
講師：エーザイ株式会社

研修会開催日に出席できなかった職員には、各自で e- ラーニングまたは YouTube で動画を視聴し、アン
ケートの提出または入力をもって受講確認とした。
3) 研修結果

6. 医療安全対策地域連携
1) 加算 1施設間の評価
医療法人 徳洲会　岸和田徳洲会病院より評価を受け、市立貝塚病院の評価を行った。
2) 加算 2施設への評価
医療法人 阪南会 天の川病院、医療法人 良秀会 藤井病院、医療法人 柱信会 羽原病院、以上 3施設の評価
を行った。

7. その他
1) 死亡（死産）事例報告
2025 年度の死亡（死産）事例報告書は 493 件の提出があった。
2) 指針・マニュアル作成および改訂
・「口頭指示メモ運用について」改訂
・「CVポートマニュアル」改訂
・「ハンドグリップによる筋力低下の早期発見と患者自身の自覚促進」掲載
・「転倒転落発生時初期対応シート」改訂
・「安全管理部門 組織図」追記
・「アクセスコール」から「コンタクトコール」へ改訂
・「アナフィラキシーマニュアル」改訂
・「看護師管理薬 管理表」掲載
・「院内急変時記録・テンプレート記録入力手順について」追加
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「院内急変時ハリーコールシステム」改訂
・「内服削除・中断・中止・スキップ処方の処理」改訂
・「生体モニター管理カンファレンス運用基準」改訂
「モニター管理カンファレンス用紙」改訂
「心電図モニターカンファレンス管理表改訂」
・「ネームバンド使用基準」改訂
・「医療安全情報共有のためのグルーピング」改訂
3) 転倒・転落予防対策として、正面玄関に「レインコート脱ぎ場」造設
4) 転倒・転落予防対策として、全病棟に「ハンドグリップ」を導入
5) 対象病棟に「心電図モニター管理カード」を配付
6) アナフィラキシーガイドライン改訂に伴い、救急カートに常置しているボスミン・シリンジのセット内
の「アナフィラキシーカード」を改訂、救急カートにフロー「アナフィラキシー発生時初期対応カード」
を改訂し、携行できる形で設置
7) 添付文書上に「火気厳禁」と記された衛生材料を取り扱っている一部の対象部署に「火気厳禁シール」
を配付
8) 除細動器訓練用パッド生産中止に伴う規格変更
9) 外来各診察室扉等に「患者認証ポスター」掲示
10) 電子カルテ内文書「抗血栓薬休薬の説明・同意書」改訂
11) 外来および病院出入り口へ「輸血を希望されない患者様へ」ポスター掲示

≪今後の課題≫
1. 未然防止（ポジティブ）事例が総報告件数の半数以上を上回り、成功事例を増やすことでインシデント・ア
クシデントの発生を低減する。

2. 院内の有害事象を明らかにするため、過失の有無にかかわらず合併症も含め、積極的に報告してもらえるよ
う意識改革と、再発防止のための仕組みを定着させる。

3. 3b 以上の損傷を負った転倒・転落発生率の低減を図る。
4. 新規マニュアルの周知状況や、再発防止策の検証を行う。
5. 医療安全対策地域連携を推進する。



看護局の現況と研究研修事項
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令和 7年度　看護局目標と活動

令和 7年度　看護局の取り組み

　看護局では、「患者・家族らしさを尊重し、入院前から退院後まで切れ目のない質の高い看護を提供する」

ことを目標に掲げ、以下の 3点を重点課題として取り組んだ。

　1. PFMで切れ目のない看護実践

　　2. 患者・家族のニーズに応える看護実践

　　3. 専門性を発揮した看護実践

1. PFMで切れ目のない看護実践

PFMの考え方に基づき、パンフレットを活用した支援体制の見直しを行った。外来での事前説明と病棟で

の継続した関わりを同一の情報でつなぐ仕組みを整備したことで、患者は入院前から療養生活や治療の見

通しを理解しやすくなり、不安の軽減や家族との情報共有につながった。

また、看護師にとっても説明内容や支援の方向性が統一されたことで、指導の導入が円滑となり、患者の

主体的な療養参加を促すなど、個別性を踏まえた看護実践につながった。

2. 患者・家族のニーズに応える看護実践

患者の療養生活に対するニーズを捉えた看護実践として、患者と療養生活の目標を共有し、その内容を看

護記録へ反映する取り組みを推進した。

一方で、実践状況には部署や個人による差も認められた。患者の思いを確実に看護へ反映するためには、

実践内容を可視化し、評価・確認できる体制づくりが今後の課題である。
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3. 専門性を発揮した看護実践

基本的な援助を確実に提供するための基盤整備として、入院診療計画書やクリニカルパスの適正運用の推

進、看護指示内容の見直し、クリニカルパス非適応患者へのケア対応などに取り組んだ。

DPC Ⅱ期超え症例の分析では、看護ケア不足による入院期間延長は認められず、基本的な看護援助を安定

して提供できる体制が維持されていることを確認した。

まとめ・課題

　これらの取り組みを通して、私たちは「患者の思いを捉えること」と「基本的な援助を確実に提供するこ

と」の両輪によって看護が成り立っていることを改めて認識した。

　令和 8年度は、この基盤の上に立ち、一人ひとりが自ら考え、行動し、看護を実践していくことが求め

られる。そのため「看護の基本に基づき、誠実に患者・家族に向き合い、信頼される看護を実践する」を看

護局目標に掲げ、その実現に向けた看護実践を支える仕組みづくりをさらに推進していく。
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令和 7年 4月 1日　看護職員データ

1. 年齢

2. 卒後年数
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3. 在職年数

4. 採用者・退職者

5. 離職率
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令和 7年度　教育目的・教育重点目標

1. 教育目的

質の高い看護サービスを提供できるよう、看護専門職としての能力を継続的に開発する。

2. 期待する看護職員像

▶看護専門職として誇りをもち、岸和田市職員・市立岸和田市民病院職員としての自覚と責任をもつ。

▶専門的知識・技能を自ら研鑽し、看護実践に生かすことができる。

▶患者・家族の心理を理解し、倫理的配慮を交えながら対応することができる

▶状況判断力・問題解決能力をもち、看護チームの一員として役割を果たす。

▶多職種と協力し、患者が最適な療養生活を送れるよう調整する。

▶社会・医療・看護の動向を把握し、社会のニーズに応える。

3. 重点目標

▶実習指導者や教育担当者・実地指導者の指導力を高め、学生・新人看護師の学習を支援する。

▶新人から段階的に能力を開発し、ジェネラリストとして育成する。

▶看護管理者としての役割を発揮するための能力開発を行う。

▶地域包括ケアに対応した退院支援・調整ができる看護職員を育成する。

▶ヘルスプロモーションの概念を理解し、健康評価や指導を行える能力を育成する。

▶認定看護師・専門看護師の育成を支援し、教育的活動を推進する。

▶特定行為の研修を活用し、専門性の高い看護実践を行える仕組みを作る
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令和 7年度　教育計画
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2025 年度　4月　新規採用看護職員研修

目　的 ･･･ 市立岸和田市民病院の看護職員に求められる基本的かつ一般的な事項を学び、組織の一員である
ことを自覚し、新規採用看護職員としての課題を見出す

目　標 ･･･1. 病院・看護局の組織の概要を学び、組織の一員としての役割を自覚できる
2. 感染管理の基本を学び、院内感染防止につなげることができる
3. セーフティマネジメントについて学び、医療安全について考えることができる
4. 災害時の対応について学び、自身がとるべき行動がわかる
5. 良好な人間関係確立のため、接遇を心がけた行動がわかる
6. 看護記録の意義と診療情報の取り扱いについて述べることができる
7. 看護実践における倫理について考えることができる
8. 看護提供方式および看護チーム活動について述べることができる
9. 市立岸和田市民病院の看護職員として働くための労働に関するルールを知ることができる
10. 健康で働くためのストレス対処方法について知ることができる
11. 人事考課制度（臨床実践能力・コンピテンシー・目標管理）と社会人基礎力（3つの能力と
12の能力要素の具体的行動指標）について学び、自己のキャリア開発について考えることがで
きる
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令和 7年度　新人看護職員研修

目　的 ･･･ 指導を受けて患者の安全・安楽を考えた基礎看護技術が提供できる。
目　標 ･･･ 1．基礎看護技術を習得し根拠を持って安全・安楽で自立にむけた日常生活援助ができる。

2. 診療補助業務に関する知識を習得し、安全に実践できる。
3. 安全に看護ケアを提供できるための、知識を修得できる。
4. 救命救急についての知識と技術を学び、行動できる。
5. 部署の特殊性と業務内容を理解する。

場　所 ･･･ 3 階講堂、病棟
　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修プログラム
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令和 7年度　院外研修受講者
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令和 7年度　学術集会発表
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令和 7年度実習受け入れ一覧
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令和 7年度看護局委員会　活動報告

＜能力開発支援委員会＞

【目標】

1．実践現場のニーズに応じた研修を開催し、看護師の考察能力の向上に貢献する

2．研修での学びを実践につなげるため、参加者に対する研修前後の支援体制を構築する

【活動内容】

15項目のラダー研修を開催し、延べ 192 名が参加した。また、7項目のマネジメントラダー研修を開催し、

延べ 50名が参加した。

1.	 マネジメントラダー研修では、2024 年度受講者による成果発表会を実施し、各部署での看護管理実践に

おいて一定の成果が確認された。

トピックス研修は、「患者参加型看護計画立案に向けて」および「最期の時を支える看護」をテーマとして、

師長会と協働して開催した。いずれも患者ニーズを踏まえ、看護の質向上および実践現場の課題に即した

内容とし、学びを現場で活かすための行動計画を立案し、実践につなげた。

2.	 研修後の行動変容について、研修開催後 1か月程度で達成度を確認・共有した。結果は、達成 86.9％、未

達成 13.1％であった。未達成者に対しては委員による達成に向けた支援を実施した。

【今後の課題】

●マネジメントラダー研修およびトピックス研修内容の充実

●研修後のOJT 評価体制の構築

●能力開発支援委員の役割の再考…
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＜安全管理委員会＞

【目標】

1．院内全体で危険予測を含めたハンドオフを実施し、未然防止事例を増加させる。

2．患者誤認防止のため、指さし呼称を習慣化し、誤認によるインシデントを低減する。

【活動内容と結果】

1.	 看護師と他部門との連携強化を目的に、ハンドオフの質向上と実践定着に取り組んだ。ハンドオフカード

の活用促進や放射線科とのハンドオフ動画の再視聴を推進し、8部署で具体的なハンドオフ場面を設定し

て業務改善計画を立案・実践した。

　その結果、ハンドオフに関するポジティブレポート提出件数は 212 件（2025 年 4月～ 2026 年 1月）

となり前年度同時期の 62件から増加した。一方で、危険予測を含めた内容には個人差があり、危険予測

能力向上に向けた継続的な取り組みが課題となった。インシデントレポート分析ではハンドオフ不足への

言及や振り返りが増加しており、未然防止策としての認識向上につながった。

2.	 指さし呼称の定着およびポジティブレポート提出の促進を通じ、安全文化の醸成とインシデント未然防止

に取り組んだ。ポジティブレポート報告件数は 1845 件で、前年度同時期より減少し、報告割合は 47.3％

であった。繁忙期に提出件数が減少する傾向が認められたことから、今後は繁忙期においても提出意義の

周知と積極的な声かけが必要である。

　一方で、影響度の高いインシデントは前年度より 88件減少しており、指さし呼称の定着が未然防止に

寄与したと考えられた。また、患者誤認対策の風化防止ラウンドでは、多くの部署で対策の習慣化が確認

された。以上より、患者影響レベル 2以上のインシデント減少および未然防止事例の増加が認められ、安

全対策として一定の成果が得られた。

【次年度の課題】

●患者・家族の医療安全への主体的参画を促進する体制を強化する。
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＜感染管理委員会＞

【目標】

1．化学療法実施中の患者が外来で安全に治療を継続できるよう、感染対策の啓発を行う。

2．正しいタイミングで手指衛生を実施し、医療関連感染発生率を低減する。

3．膀胱留置カテーテル管理方法を見直し、CAUTI 発生を減少させる。

4．適切なデバイス管理を行い、CLABSI 発生を減少させる。

5．SSI を予防・早期発見し、介入できるシステムを活用する。

【活動内容】

1.	 化学療法患者への感染対策啓発として患者配布用リーフレットを作成し、6月より運用を開始した。感染

対策実施率は口頭説明時 50％であったのに対し、リーフレット配布後は 70％まで上昇した。感染対策を

3項目に整理したことで、セルフケアを実践しやすくなったと考えられる。また、年間を通して感染症を

契機とした肺炎発症は認められず、啓発活動の一定の効果が得られた。

2.	 上半期・下半期に手指衛生直接観察を実施した。遵守率は 70.5％で前年度と大きな変化はなかったが、清

潔操作前および体液曝露後のタイミングで低下がみられた。手袋着脱時のタイミングや医療エリア・患者

ゾーンの認識不足が課題として明らかとなり、継続した教育の必要性が示された。また、医師説明記録の

記載率は 76％と前年度より向上した。MRSA 陽転数は目標達成には至らなかったが、次年度より検出率へ

指標を変更し継続的にモニタリングを行う。

3.	 CAUTI 発生件数は 22件で前年度より増加したが、感染率は 1.563 と目標値を達成した。毎月、膀胱留置

カテーテル早期抜去および適切なカテーテル管理への働きかけを実施し、管理項目は年間を通して 90％

以上を維持した。一方で、尿破棄時の PPE 着脱手順の正答率は 83％であり、継続的な教育が必要である。

4.	 CLABSI 予防では、清潔無菌操作前の手指衛生遵守率に低値が認められたため、ポスターを用いた再周知

を行った。CLABSI 発生件数は 30件で前年度より増加しており、インジェクションプラグ消毒やドレッシ

ング材交換手技の再確認を実施した。今後も継続した対策により、手技の定着と発生防止を図る。

5.	 SSI 予防では、患者支援センターで評価した「SSI リスク評価表」を手術室・病棟へ共有できるよう運用方

法を検討した。今年度は心臓血管外科を対象として準備を進め、評価表作成および運用方法の整備を実施

した。SSI ハイリスク症例 741 件中、SSI 発生は 13件であった。次年度は、手術決定時点からリスク評価

を実施し、早期介入につなげる。

【今後の課題】

●化学療法患者における感染予防対策対象診療科の拡大

●感染対策に関する正しい知識の普及と実践

●尿破棄時の PPE 着脱手順および適切な手指衛生実施に関する教育

●注射実施時における適切なタイミングでの手指衛生の徹底

●入院前からの SSI リスクアセスメントと部署間連携の強化
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＜看護倫理委員会＞

【目標】

1．意思決定支援を推進し、話し合う機会を増加させることで倫理的感性を養う。

2．患者の尊厳・権利を守り、安心して療養できるよう身体的拘束の低減を図る。

【活動内容】

1.	 代理意思決定支援者の意向記載方法についてテンプレートおよび手順を改訂し、各部署へ周知した。改訂

後は記載漏れが改善し、看護計画立案割合は 43.6％と改訂前より上昇したが、目標値には至らなかった。

　看護倫理カンファレンスの開催促進を目的に、進行手順の一部改訂を行い周知した。倫理カンファレン

ス実施件数は年間 31件で昨年度より増加したが、部署間で実施件数に差がみられた。看護計画に反映さ

れた事例は 9件であり、タイムリーな開催と実践への活用が課題となった。専門・認定看護師による開催

支援依頼は 3件であったが、緩和ケアチームへの倫理的問題に関する介入依頼は増加していた。

2.	 能力開発支援委員会と協働し、看護倫理実践に向けた研修を実施した。倫理的感性を高める機会となった

ものの参加者の多くはラダーⅡであり、指導的立場にあるラダーⅢ以上のスタッフが実践に活かせる研修

企画が必要である。

　身体的拘束については、身体に接触する拘束の抑制率は 6.6％であった。低減に向けて、身体的拘束最

小化チームとも協働し、ラウンドや監査結果の共有を行いスタッフの理解促進につなげた。

【今後の課題】

●意思決定支援テンプレートから看護計画へ反映できるよう検討を継続する。

●各部署で倫理カンファレンス実施回数が増加するよう現状分析を行い、運用方法を見直す。また、専門・認

定看護師を活用したカンファレンス支援体制を検討する。
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＜看護情報・記録委員会＞

【目標】

1.	 看護過程が見える SOAP ＆フォーカス記録を実践する。

　1）重複記録を削減し、個別性のある SOAP ＆フォーカス記録ができる仕組みを構築する。

2.	 GX システム看護運用マニュアルを活用し、適切かつ効率的な記録を行う。

　1）GXシステム運用マニュアルの改訂を継続する。

　2）形式的・質的監査の精度向上を図る。

【活動内容】

1.	 重複記録の確認および統合・省略可能項目の検討を行った結果、一般経過表の「セット展開項目」の作成

方法が統一されていなかった。そのため、診療科別・処置別に整理を行い、内容の修正を開始した。

2.	 また、SOAP ＆フォーカス記録監査を 2か月ごとに実施し、各部署へフィードバックを行った。記録で陥

りやすい誤りについて周知した。監査結果から現行マニュアルの課題を整理し、マニュアル改訂につなげ

た。

3.	 画像診断センター・内視鏡室の記録システム変更に伴い、看護記録監査表を作成し、10月よりアブレーショ

ン、1月より内視鏡検査を対象に監査を開始した。現在は支障なく運用できている。

4.	 GX システム運用マニュアルについては、内容の整合性確認を行い、誤字や記載様式を修正した。また、

SOAP ＆フォーカス用語の原則や、部署ごとに運用差がみられたテンプレート運用方法について見直しを

行った。

5.	 監査結果で改善が必要な項目については、各部署の対策状況を確認し、必要に応じて対策方法を提案した。

「記録監査虎の巻」は活用されていることを確認したが、オーディット達成率の改善は一時的であり、継

続的な改善には至っていない。看護計画の質的監査方法を決定し、11月より2か月ごとに実施を開始した。

【今後の課題】

●一般経過表の「セット展開項目」を整理し、電子カルテへ反映する。

●看護実践が見える記録に向け、質的監査を継続する。

●記録監査方法の評価・見直しを継続し、オーディット集計表を改訂する。

● GXシステム運用マニュアルの継続的な改訂を行う。
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＜クリニカルパス委員会＞

【目標】

1.	 心不全連携パスを推進する。

2．大腿骨頸部骨折の緊急入院パス適用を拡大する。

3．クリニカルパスの継続教育とアウトカム入力率向上を図る。

4．患者の安静度・自立度に応じた看護ケア（清潔援助）の標準化を見直す。

5．院内クリニカルパス一覧を適切に管理する。

【活動内容】

1.	 心不全入院（中等症）パスについて「心不全教育入院パス」へ名称変更し、新規パスとして登録した。変更後、

8件中 4件にバリアンスが発生し、主な要因はハートノート記載時の評価基準統一不足であったため、評

価基準の見直しと統一を実施した。今後は、適応件数増加と基準周知により、バリアンス発生低減を目指す。

2.	 4 月～ 10月の大腿骨頸部骨折患者 74名のうち、対象患者 14名に対して緊急入院パス介入は 7件で、適

応率は 50％であった。不適応理由は、精神科入院中、家族不在、夕方の入院決定などであった。在院日

数に大きな差は認めなかったが、パス活用により早期からリハビリ転院説明が可能となり、患者・家族の

理解促進につながった。

3.	 クリニカルパス理解促進と適正運用を目的に、「入院診療計画書の運用方法」を新規作成し、8月より各部

署で学習会を実施した。アウトカム評価未入力率は 5.7％で、前年度より改善した。また、バリアンス分

析の結果、PCU症状緩和パスについてはアセスメント項目見直しを行い、次年度改訂予定とした。

4.	 各部署で適応率の高いクリニカルパスを抽出し、安静度と清潔援助内容の整合性を確認した。その結果、

不整合が認められた 5件のパスを修正し運用を開始するとともに、クリニカルパス運用マニュアルを改訂

した。

5.	 長期未使用パス 28件について整理を行い、保留 21件、改訂予定 1件、削除予定 6件とした。クリニカ

ルパス一覧については毎月見直しを行い、適正な管理を継続した。

【今後の課題】

●ダッシュボードχを活用した各診療科クリニカルパスの推進

●安心・安全な治療・療養につなげるクリニカルパス運用の推進

●心不全パンデミックを見据えた「心不全地域連携パス」の改訂
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＜業務委員会＞

【目標】

1.	 入院から退院後まで切れ目のない看護業務の実践に取り組む。

2．質の高い看護を提供できるよう、看護基準・手順の活用を推進する。

【活動内容】

1.	 前年度作成した「手術を受けられる方へ」のパンフレットについて周知度アンケートを実施し、90％以上

の周知を維持していることを確認した。予定入院患者へ入院前から配布することで、約半数の患者が術前

訓練に取り組み、退院指導においても肯定的な意見が得られた。

　また、「人工膝関節置換術を受けられる方へ」「腸の手術を受ける方へ」「婦人科手術を受ける方へ」の

パンフレット配布を開始し、入院前から退院後を見据えた継続的な説明・患者指導体制の構築を進めた。

さらに、「膠原病で治療を受けられる方の日常生活について」のパンフレット配布も開始し、支援対象の

拡大を図った。

2.	 看護基準・手順の活用に関して、スタッフへの聞き取り調査から活用場面が明確でないことが課題として

明らかとなった。そのため、看護基準・手順活用ガイドを改訂し周知を行った。その結果、評価対象者の

80％以上が「活用した」「参考になった」と回答し、実践における活用促進につながった。

　一般病棟でのマイクロシリンジ導入に伴う「持続皮下注射」手順の改訂や、「膀胱留置カテーテル」手

順をナーシングメソッドへ移行し、膀胱留置カテーテル挿入時の注意点の動画を追加した。さらに、前年

度より継続して看護手順からナーシングメソッドへの移行を進め、電子カルテ掲載に向けた準備および管

理・運用方法の整備を行った。

【今後の課題】

●継続した説明・患者指導体制の構築を推進する。

●看護基準・手順の活用推進とナーシングメソッドへの移行・改訂を継続する。
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＜はーとナース委員会＞

【目標】

1．看護体験を開催し、参加者へ看護師志望の動機づけを行う。

2．提案・改善シートを活用し、安全・安楽な療養環境を整える。

3．はーとナース通信を発行し、職員の思いやりを可視化することで職場の行動変容につなげる。

【活動内容】

1.	 市内高校 4校へ「ふれあい看護体験」の参加案内を行い、計 14名の学生が参加した。各部署の協力により、

体験時間を前年の 30分から 1時間へ延長して実施した。アンケート結果は 5段階評価で平均 4.92 とな

り満足度の高まりが確認された。参加者からは、「患者さんと触れ合うことができた」「看護師の仕事がよ

く理解できた」などの感想があり、看護職への興味や進路選択への動機づけにつながった。

2.	 提案・改善シートは 15件提出され、そのうち患者視点での提案 4件と前年度からの継続案件 1件を委員

会で検討した。内容は、脱衣所の手すり設置、心電図モニターポシェット作成と運用、ダーティーリネン

管理、曲がり角ミラー設置、手術前注意点動画視聴方法の検討であった。脱衣所の手すり設置など 3件は

対応を終了し、残る 2件については継続検討としている。対応内容は「はーとナース通信」を通じて周知

した。

3.	「新採用者紹介」「ふれあい看護体験」「思いやりヒーロー」「提案・改善」をテーマに院内通信を定期発行した。

職員の思いやり行動の可視化を目的に、各部署から “思いやりヒーロー ”を募集し、周囲への気配りや支

え合いを実践している職員を紹介した。最終号では 3名へのインタビューを掲載し、思いやりを大切にす

る姿勢や職場づくりへの思いを共有した。

【今後の課題】

●「ふれあい看護体験」のプログラム内容を見直し、効果的な企画・運営を検討する。

●「提案・改善シート」を活用し、安全・安楽な療養環境整備を推進する。

●「はーとナース通信」を継続発行し職員の思いやり行動の共有とモチベーション向上につなげる。
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＜専門・認定看護師会＞

【目標】

1．看護管理者と協働し、部署の看護の質向上を図る。

2．地域医療支援病院、地域がん診療拠点病院としての役割を発揮し、地域看護へ貢献する。

【活動内容】

1.	 看護管理者と連携し、専門・認定看護師が看護管理者をコンサルティとした介入を実施した。部署ごとに

進捗状況の差はあるものの、「問題解決に向けた思考の助けとなった」「専門・認定看護師の活用は看護の

質向上に有効である」との評価が得られた。今後はコンサルテーションを円滑に進めることを目的に、コ

ンサルテーションガイドを作成し運用予定である。

　効果的な研修企画を目的として、専門・認定看護師を対象に人材育成に関するアンケートを実施した。

その結果、相談体制や短時間研修、研修後フォロー体制に課題が明らかとなった。これを踏まえ、出前講

座形式によるスキルアップ研修を計画し、講座一覧を作成した。研修実施後は、評価および課題抽出を行

い次年度へつなげる予定である。

2.	 地域医療従事者向けに当院専門・認定看護師による研修開催を行った。対象を訪問看護師から在宅患者に

関わる全看護師へ拡大し、ニーズに基づいた 3テーマで参加型オンライン研修を実施した。今後は、地域

での看護実践への活用状況を含めた効果評価を行うとともに、年 2回の定例開催に向けた体制整備を進め

る。

【今後の課題】

●専門・認定看護師によるコンサルテーションガイド運用開始と効果評価

●看護管理者コンサルテーションの課題分析と改善策の検討

●能力開発支援委員会と協働した出前講座形式研修の実施と評価

●地域医療従事者向け研修の定例開催と効果評価
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＜教育担当者会＞

【目標】

1．基礎看護技術を習得し、看護師として必要な知識・態度を身につけた看護師を育成する。

2．実地指導者および教育担当者の指導力向上を図る。

【活動内容】

1.	 実地指導者向けOJT 一覧表の周知と活用促進に取り組み、周知率は 84％まで向上した。しかし、実際の

指導場面での活用率は 43％、その他スタッフでの活用率は 23％と低く、活用面に課題がみられた。その

ため、OJT 内容と看護技術チェックリストを統合したハンドブックを作成し、指導内容を部署内で可視化・

確認できる仕組みを整備した。

　基礎看護技術については、経管栄養、口腔ケア、点滴管理など多くの項目で 80％以上が自立に到達し、

前年度より自立達成度が向上した。看護過程では、アセスメント能力や学習不足により、リアルタイムな

看護計画立案に課題があることが明らかとなった。そのため、各部署の教育担当者が実地指導者へ指導・

助言を行うなどOJT による支援を継続する。

2.	 リフレーミング集の活用状況について各部署へアンケート調査を実施した。その結果、指導時に適宜活用

でき、新人への声かけのヒントになるとの意見が多く、部署全体で活用の継続を促した。

　実地指導者評価表では、「新人の自己教育力を支援する」の項目が、9月平均 2.7 点から 2月平均 3.1 点

へ上昇しリフレーミング集の活用は効果的であった。

実地指導者も研修講師として指導する体制の構築を行った。指導の姿勢や役割理解、OJT への活用意識も

高い結果であったが、役割発揮を客観的に評価する方法については課題が残った。

【次年度の課題】

●OJT 内容と看護技術チェックリストを統合したハンドブック活用の評価

●新人看護職員を指導するスタッフのアセスメント能力向上

●実地指導者の役割発揮を評価する方法の検討
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＜看護必要度担当者会＞

【目標】

1．看護職員が重症度、医療・看護必要度を適正に評価できるよう監査を実施し監査精度を向上する。

2．必要度評価は、実践した看護を証明する入力・記録が重要であることへの理解を促し、評価実施の動機づ

けを行う。

【活動内容】

1.	 今年度は監査対象を「緊急入院や状態変化のあった患者」と明確にしたことで、対象患者を抽出しやすく

なり、監査後の修正率も 100％を維持できた。6月からはHCU用監査用紙の使用を開始し、HCUの特性

に応じた評価が可能となった。

　また、昨年度改訂した監査用紙に、コスト漏れや記録漏れの理由欄を追加したことで、必要度評価の修

正を適切に行うことができた。今後は、コスト漏れ修正方法について看護情報・記録委員会と調整し、業

務の効率化を図る必要がある。

2.	 新人研修では、電子カルテを用いた模擬患者を活用し、講義・演習・必要度監査・テストを実施した。さらに、

テスト形式を Google フォームへ変更したことで、採点および集計の自動化が可能となり効率的になった。

アンケートでは「職場で活用・実践できる」の項目が高評価であり、研修内容が実務に有用であったこと

が示された。

　全看護職員向け研修については、前年度同様に動画視聴形式で実施し、対象職員全員が受講を完了した。

アンケートでは、97％が「動画視聴は効果があった」と回答しており、学習支援として有効であった。次

年度は、研修企画とテストチームを合同で実施し、より効果的な教育体制を検討する。

【今後の課題】

●正しい必要度評価ができるよう継続した教育を実施する。
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＜看護補助者担当者会＞

【目標】

1.	 看護補助者ラダーを活用し、業務に必要な能力を向上する 

2.	 看護補助者の業務整理を行う（教育体制・看護補助者間の業務調整など）

【活動内容と結果】

1.	 今年度より看護補助者の業務実践能力を段階的に可視化し、自己の能力向上に役立てるため看護補助者ラ

ダーを導入した。また、ラダー評価の結果を踏まえ、マニュアルや看護基準・手順に関する研修を実施した。

その結果、各看護補助者の業務内容がマニュアルに定められていることや、日常業務が看護基準や手順に

沿って行われていることを認識できた。今後、新たなタスクシフト・シェアを進めるときには看護補助者

のラダーレベルやマニュアル、看護基準・手順に基づいて指導・教育する。

2.	 ナイトサポーターに離床センサー使用患者の見守り業務を委譲した。業務方法を記載したチェックリスト

を作成したが、運用開始後の評価では、ほとんど実施できていない状況であった。再度、目的と効果を看

護師・ナイトサポーター双方に伝達し継続して実施を促した。また看護包括指示についても風化予防と定

着に向け次年度も定期的に評価を行う必要がある。

　今後も看護師・看護補助者双方が統一した認識が持てるよう、必要時に業務マニュアルを改訂、周知し

看護補助者の活用推進ができる体制を整える。

 

【次年度の課題】

●看護補助者ラダーを活用した研修の実施と自発的な能力向上へ取り組みを支援する

●看護包括指示の定着と委譲可能な業務拡大を推進する



－ 171 －

＜病院機能評価 PT会＞

【目標】

1.	 各監査に対応できるよう記録の質の維持・改善に取り組む

2.	 各監査に対応できるよう、環境の維持・改善に取り組む

【活動報告】

1.	 記録の精度調査のため 10月に各部署へ依頼し、チャンピオンカルテ監査を実施した。ORSYS 導入など記

録の変更に伴い監査表の改訂と、各部署の傾向や課題、対策を記載できるように様式を修正し、1月に 2

回目の監査を行い、各部署の課題と対策を一覧化した。

2.	 医療監査への対応に合わせて、7月と10月の2回、各部署で環境ラウンドを実施した。特殊部門については、

監査表の修正を目的としてラウンドを行い、併せて修正が必要な箇所についての意見を受け取ることがで

きた。

【今後の課題】

●課題解決に向けた取り組みの実施やその結果の共有を行い、看護情報・記録委員会と情報共有をはかりなが

ら、記録内容のさらなる充実を図る

●各部門で監査表の見直しを行い、機能評価受審に向けた体制を整えていく
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《院内研修研究会》
1）院内全体研修会
病院全職員を対象に開催されている研修会
令和７年５月 28日～	 「愛され先生の廊下の歩き方」

eラーニング動画視聴による研修
日時　５月 28日　午前９時 15分～同日に６回放映　３階講堂

令和７年６月 30日～	 「感染予防対策の基本」
eラーニング動画視聴による研修
日時　６月 30日　午前９時 15分～同日に４回放映　３階講堂

令和７年７月１日～	 「保険診療の理解のために」
動画視聴による研修

令和７年８月 25日～	 「黄色ブドウ球菌バンドルと新型コロナウイルス感染症の後遺症
～ S.aureus・Long COVID とどう闘うか～」
外部講師による研修
日時　８月 25日　午後 17時 30分～ 18時 30分　３階講堂

令和７年 7月 15日～	 「身近に迫るサイバー攻撃のリスク」
「私たちにできるサイバーセキュリティ対策」
「サイバーセキュリティの意識を高めるために」
eラーニング動画視聴による研修

令和７年９月５日～	 「①急性期病院における身体拘束ゼロ病棟達成に向けて
② “眠らせる ” ではなく “ 守る ” ために～レセプトデータで読み解
く地域医療の処方傾向～」
①動画視聴による研修　②講演
日時　９月５日・８日・24日　午前９時 15分～同日に４回開催
３階講堂

令和７年 10月 29日～	「ホスピタリティ　病院職員の接遇」
eラーニング動画視聴による研修
日時　10月 29日　午前９時 15分～同日に５回	 ３階講堂

令和７年 11月 19日～	「微生物検査に適した検体採取と感染対策」
動画視聴による研修
日時　11月 19日　午前９時 15分～同日に４回	 ３階講堂

令和８年３月 11日～	 「2026 年度　診療報酬改定の概要（答申版）」
動画視聴による研修
日時　３月 11日～５月８日
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2）院内合同研究会
実績なし

3）院内学術集会
全職種を対象とした年に 1回開催されている学術集会。
令和７年度学会長：小倉　昌和（放射線治療科部長）
開催期間：２月 13日 ( 金 ) 14 時 00 分～ 18時 00分、２月 14日（土）９時 00分～ 12時 00分
応募題数：15題
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4）論文奨励図書費・提出論文
平成 14年 7月より開始。年 2回上半期と下半期における当院職員の執筆した論文のうち、優秀なもの
に対して論文奨励図書費を貸与する。

令和７年度
A case of rapid-progressing liver cirrhosis complicated by Werner syndrome(clinical Journal of Gastroe
nterology(2025)18:974-979)
消化器内科　　宮島　真治
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《市民向け公開講座》
令和７年度の市民公開講座は 2回、健康講座は１回実施。
出前講座については 21講座の開催となった。

1）市民公開講座
令和 7年 5月 31日	 第一部　「前立腺がんと言われたら～進歩する治療とあなたの選択～」

泌尿器科　部長　児玉　芳季　　市立岸和田市民病院 3階講堂
第二部　「“胆道がん ” ってどんな病気？
　　　　　～気をつける症状と検査・治療について～」
外科　部長　宇山　直樹　　市立岸和田市民病院 3階講堂

令和 7年 12月 6日	 「「治すこと」と「和らげること」」
緩和ケア内科　部長　川島　正裕　　市立岸和田市民病院 3階講堂
「暮らしの中の緩和ケア」
医療ソーシャルワーカー　澤近　敦子　　市立岸和田市民病院 3階講堂

2）健康講座
令和８年２月６日	 「切らずに治す膝の痛み、切って治す膝の痛み

～変形性膝関節症について～膝痛で歩く・立つがつらい方へ」
整形外科　部長　松下　哲尚	 東岸和田市民センター４階講座室１

3）出前講座
令和７年４月 20日	 「動脈硬化のはなし」～楽しく学ぶ医療の歴史～

顧問　尾上　雅彦　光陽地区公民館
令和７年６月４日	 「自分で治せる腰痛、肩こり、膝の痛み」

リハビリテーションセンター長兼部長　濱西　千秋
岸和田グランドホール

令和７年６月 26日	 「健康は歯から ～お口をきれいにするといいことが～」
診療技師部　廣谷　孝子　加守町４丁目町会館

令和７年６月 27日	 生活習慣病の予防 ~「これならできる」健康管理 ~
看護局　有井　千恵　大芝地区公民館

令和７年６月 27日	 「身体にやさしい食事のはなし ～腸から始める健康生活～」
栄養管理部　西井　友子　葛城上地区公民館

令和７年７月８日	 「今さら聞けないお薬の効き方、副作用」
薬剤部長　樫葉　利人　久米田青少年会館

令和７年７月 11日	 「自分で治せる腰痛、肩こり、膝の痛み」
リハビリテーションセンター長兼部長　濱西　千秋
東岸和田市民センター

令和７年９月 12日	 「脳卒中や心臓病の予防」
看護局　藤原　恵　東岸和田市民センター

令和７年９月 19日	 「自分で治せる腰痛、肩こり、膝の痛み」
リハビリテーションセンター長兼部長　濱西　千秋
沼町町会館

令和７年９月 19日	 「動脈硬化のはなし」
顧問　尾上　雅彦　東岸和田市民センター
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令和７年 10月 10日	 「健康は歯から ～お口をきれいにするといいことが～」
診療技師部　廣谷　孝子　久米田青少年会館

令和７年 10月 22日	 「緩和ケア」又は「緩和ケア病棟」
緩和ケア内科部長　川島　正裕　上野町西町会館

令和７年 10月 22日	 「今さら聞けないお薬の効き方、副作用」
薬剤部長　樫葉　利人　加守２丁目集会所

令和７年 11月 14日	 「自分で治せる腰痛、肩こり、膝の痛み」
リハビリテーションセンター長兼部長　濱西　千秋
光陽地区公民館

令和７年 12月 19日	 「かかりつけ医を持ちましょう」
顧問　尾上　雅彦　光明地区公民館

令和８年１月 15日	 「健康は歯から ～お口をきれいにするといいことが～」
診療技師部　廣谷　孝子　八木市民センター

令和８年１月 20日	 生活習慣病の予防 ~「これならできる」健康管理 ~
看護局　有井　千恵　岸和田天神宮常盤殿

令和８年１月 23日	 「身体にやさしい食事のはなし ～腸から始める健康生活～」
栄養管理部　西井　友子　常盤地区公民館

令和８年２月 24日	 「自分で治せる腰痛、肩こり、膝の痛み」
リハビリテーションセンター長兼部長　濱西　千秋
大芝地区公民館

令和８年３月 10日	 生活習慣病の予防 ~「これならできる」健康管理 ~
看護局　有井　千恵
岸和田工業センター協同組合・組合会館

令和８年３月 20日	 「楽しく学ぶ医療の歴史」
顧問　尾上　雅彦　日本聖公会岸和田復活教会



業　務　概　要
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